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B. 論文の概要 

 

Ⅰ SPS 協定の特質と本論文の意図（序説第 1節） 

 

 GATT ウルグアイ・ラウンドの結果成立し発効した WTO 諸協定のひとつである「衛生植物検

疫措置の適用に関する協定」＇SPS 協定（は、動物検疫、植物検疫および食品安全のための

諸措置＇以下「SPS 措置」という。（を対象とする。GATT ウルグアイ・ラウンドでの大きな争点の

ひとつとなった農業分野では、農産物に関する市場アクセス、国内農業補助、輸出農産物補
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助および SPS 措置が交渉対象として取り上げられた。ウルグアイ・ラウンド農業交渉の結果、

農産物市場アクセス、農業関連の国内・輸出補助についての「農業に関する協定」＇農業協定（

と、これと一体をなす各国の約束内容を収めた「譲許表」がまとめられ、SPS 措置については

対象を農産物に関する SPS 措置に限定しない SPS 協定が成立した。 

ウルグアイ・ラウンドは 4 年にわたる準備交渉を経て開始され、開始に当たり合意されたプン

タ・デル・エステ宣言では、農業分野については、関税化、ミニマムアクセス、貿易に影響を与

える国内・輸出補助の削減などが農業分野に対する GATT の「強化された規律」の選択肢の

ひとつとされるとともに、SPS 分野については「貿易への悪影響を最小化する」見地から交渉

の対象とされた。 

しかしながら、SPS 協定の成立に至る交渉＇以下「SPS 交渉」という。（については、我が国

では通常、ウルグアイ・ラウンド農業交渉の一部であるとは理解されていない。農業交渉の論

者にとって、ウルグアイ・ラウンド農業交渉とは、すぐれて農産物市場アクセス、国内農業補助

および輸出農産物補助をめぐる交渉であった1。 

このような実際の交渉内容と交渉内容についての認識の乖離の原因は、当時の日本にとっ

て米国からの米の市場アクセス要求の取り扱いが大きな問題となっていたことをはじめ、農産

物市場アクセス、国内農業補助および輸出補助分野とは異なり、SPS 措置については問題の

設定や構図についての認識が十分でなかったこと2、さらに農業政策研究者がこれまで研究対

象としていなかった分野であったことが挙げられよう。 

                                            
1 ウルグアイ・ラウンド農業交渉・合意をとり上げて論じている服部信司[1990]、大内力[1991、

1994]、並木正吉[1994]、筑紫勝麿［1994］、村田武[1995]、服部信司[2000]、篠原孝[2000]、山

下一仁[2000]、遠藤保雄［2004］、本間正義[2010] は、もっぱら国境措置、国内支持、輸出競争

の 3 つを取り上げ、SPS 分野について触れていない。このほか、農政ジャーナリストの会[1992]は

関税化、ことに米の関税化をとり上げ、高瀬保[1995]は農業分野については米保護の関税化のみ

をとり上げている。佐伯直美[1990]は農業分野の交渉テーマのひとつが「動植物検疫規則・障害

の改善」であることについて触れているものの、もっぱら上記の 3 分野のみを取り上げている＇非関

税障壁としては国内農業支持、国家貿易、残存輸入制限に触れているが、SPS 措置については

言及がない（＇170～218、247～255 ページ（。このように SPS 協定が合意されたことは認識してい

るものの、農産物市場アクセスと農業補助金分野のみをもっぱら取り扱っているものに食料・農業

政策研究センター[1994]、日本農業市場学会[1995]がある。数尐ない例外として、溝口道郎・松

尾正洋［1994］は農業交渉として上記 3 つについて变述し、「ガット・ルール」のひとつとして基準・

認証制度などと並んで「検疫・衛生措置」について触れている＇交渉が「農業交渉の一分野として

行なわれた」ことに付言している（＇146～171、193～197 ページ（。なお、筑紫勝麿［1994］では、

「貿易ルール」に関する章においても SPS 協定について触れていない。 
2 筆者は中間レビュー合意直後の 1989 年 5 月からウルグアイ・ラウンド農業交渉にジュネーブ代

表部農務官、次いで 1993 年 5 月から農林水産省の担当課長として携わった。赴任前にその時点

までの交渉の状況について国際交渉担当部局から説明を受けたところ、SPS 措置についての交

渉はそもそもの交渉に至る経緯、交渉の構図、争点が他の農業交渉分野とは異なり極めて不明確

であった。動植物検疫担当部局担当者に直接ヒアリングしたところ、SPS 分野についてはプンタ・

デル・エステ宣言の際に一部の国が交渉対象とすることを強硬に主張した結果対象となったに過

ぎず、基本的には二国間で処理すべき問題である、また、すでに関連国際機関が存在し機能して

おり、GATT で改めて交渉対象として取り上げる必要はないとの認識がもたれていた。 
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 ウルグアイ・ラウンド終了後、ウルグアイ・ラウンド農業交渉の帰結である農業協定および

SPS 協定を包括した意味付けもなされている。すなわち、両協定は対象範囲、規律の手法な

どの点が大きく異なっているものの、SPS 協定による SPS 措置に関する国際規律は、農産物

に関する市場アクセス分野での輸入数量制限をはじめとする貿易障壁を関税に置き換える

「包括的関税化」と対をなし、人、動植物の生命・健康を保護することを口実とした輸入制限･

禁止措置として用いられることがないようにされたという意味で、両者はいわば相互補完関係

にある、とするものである3。 

 しかしながら、これは結果論である4。動物検疫、植物検疫および食品安全のための諸措置

は、GATT上は一般的例外に関する第20条＇b（の「人、動物または植物の生命または健康の

保護のために必要な措置」として正当化することができる。しかし、ウルグアイ・ラウンド開始ま

での間、この条項での正当化の可否をめぐりパネルで争われたケースは存在しなかった5から、

この GATT の条項をめぐる紛争が多発したことから SPS 協定という詳細なルールの必要性が

高まったという説明は成立しない。GATT 発足以来の累次のラウンド交渉での中心課題であ

った関税引き下げ交渉の結果、関税水準が引き下げられてきたことから SPS 措置を含む非関

税障壁の存在が問題化するに至ったとする説明も行なわれている6。しかしながら、こうした説

明は一般的な傾向の説明ではあっても、なぜウルグアイ・ラウンドで、しかも農業交渉の一部と

して SPS 措置に関する交渉が取り上げられ、SPS 協定が合意されるに至ったのかを説明して

いない。 

 SPS 措置については、ウルグアイ・ラウンド開始時点では GATT のほか、東京ラウンドで成

立したスタンダード・コードもその対象となっていた。ところが、ウルグアイ・ラウンドでスタンダー

ド・コードをもとに交渉され成立した TBT 協定と SPS 協定との関係性を否定する見解がある。

内記[2008]は「SPS 協定は、TBT 協定と並立して取り扱われたり比較されたりすることが多いが、

                                            
3 ジョスリンほか[1996]は、「貿易に対する経済的障壁を軽減するための約束は、国内生産者を引

き続き保護するために技術的基準を活用しようとする傾向を強める可能性がある。＇中略（そこで、

SPS に関する新しい約束を市場アクセス、輸出競争、および国内措置の 3 分野における新しい規

則と約束を補完する、農業貿易における UR の成果の第 4 の柱として考えることが適当であろう」と

している(257 ページ)。 
4 前掲書は GATT 発足以来の農業分野のルール化の歴史を取り扱っているが、SPS 措置につい

てどのような取り扱いがなされてきたのか、なぜウルグアイ・ラウンドで農業交渉の 1 分野として取り

上げられるに至ったのかについては触れていない。わずかに、ウルグアイ・ラウンド準備交渉で保

健衛生措置も取り上げられたことが簡卖に触れられているのみである＇ジョスリンほか［1996］162～

164 ページ（。 
5 1961 年にウルグアイが先進 15 ヶ国の貿易制限措置を GATT 第 23 条に基づき提訴した案件

で、ウルグアイが挙げた貿易制限措置に「健康上の制限」として口蹄疫発生国からの輸入禁止措

置が含まれていたが、GATT 第 20 条との不整合を主張したものではない(L/1662)。 
6 例えば、WTO 事務局のスタントン上級参事官は、2008 年 9 月 26 日に東京で開催された第 35

回コーデックス連絡協議会の際の「SPS 協定に関するセミナー」の講演者として、関税水準と非関

税措置との関係を「河川の水位が下がってくると、それまで水面下にあった岩が見えるようになって

くる」との例えを用いて説明している。 
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実はその起源は、TBT 協定の起源と関連するものではない。＇中略（TBT 協定と比較されるこ

との多い SPS 協定は、実は TBT 協定から分化したものではなく、「農業」に関する交渉から分

化したものである」としている7。 

 

SPS 交渉はウルグアイ・ラウンド農業交渉の一分野として位置付けられたが、農業交渉に比

べて「目立たない」交渉分野であった。農業交渉における合意の欠如が閣僚会合の失敗をも

たらした一方、農業交渉におけるブレークスルーがラウンド交渉終結のきっかけとなった。SPS

交渉については、農業交渉の進展度合いによってその交渉プロセスが規定されたが、その逆

はなかった。 

ところで、1990年代に入って環境問題についての世界的な関心の一層の高まりやいわゆる

「食の安全問題」が大きな社会的関心事となるにつれて、SPS 協定が注目されるようになり、ま

た批判の対象となった。「消費者の安全に関する懸念」を背景にとられた EC でのホルモン剤

を使用して肥育された牛肉の禁止措置や、同じく EC による遺伝子組み換え体＇GMO（の認

証保留措置にWTO の紛争処理手続きが援用され、ともに「敗訴」の結論が出された8こともこう

した批判のきっかけとなり、また助長した側面があった。反グローバリズムの立場からは、貿易

自由化を至上命題とする WTO 制度のもとで SPS 協定によって国民の健康を守るための政府

の政策的な裁量が掣肘されることになるばかりでなく、各国の「食文化」の違いを無視するもの

であるといった批判がなされ、国際経済法の見地からは SPS 協定の「調和」や「科学」に関す

る規定が論議の的となった9。 

我が国では、SPS 協定について関心がもたれるようになったのは同協定の成立以降のこと

であった。英国で発生していた牛海綿状脳症＇BSE（について 1996 年に英国政府が人への

感染の可能性を公式に認めたこと、2001年には日本でも BSE 感染牛が発見されたこともあっ

て「食の安全」問題がクローズアップされるようになり、関連する国際機関の活動や SPS 協定

についての関心も一層高まることになった10。さらに、植物防疫に関する 2 つの紛争事案が

                                            
7 内記[2008]148 ページ。 
8 それぞれ European Communities-Measures concerning Meat and Meat Products 

(hormones)(DS26, DS48)、European Communities-Measures Affecting the Approval 

and Marketing of Biotech Products (DS291,292,293)。「敗訴」は、いわゆるジャーナリズム的

な意味で用いている。国際経済法上の論点にはここでは立ち入らない。 
9 ウルグアイ・ラウンド終盤での NGO からの批判や働き掛けは SPS 協定案テキストの一部修正に

つながった＇後述（。Echols[2001]は、SPS 協定が各国の食文化の違いを無視し、食品安全に関

する国家の主権を制限すると批判している。 
10藤原邦達ほか[1995]は、「SPS 協定は、多国籍企業がその策定に大きな影響を与えている食品

の国際規格＇コーデックス食品規格（に各国の食品の安全基準などを調和化することを義務付けた」

とし、同協定の主眼はこれによって「食品貿易の障壁をなくすことを目的」としたものであるとしてい

る＇15、26 ページ（。嘉田良平[1997]は、SPS 協定の問題として①国際基準への整合化を義務付

けたこと、②各国の食品安全基準をコーデックス規格で統一し、食品貿易上の障害をなくそうとす

るものであること、③風土条件や食生活の違いを無視してコーデックスのリスク評価基準に卖純に

統一することが食の安全性を脅かしかねないことの 3 点を挙げている(150～151 ページ)。 
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WTO に提起され、ともに「敗訴」したことも SPS 協定についての批判的な見解を助長している

11。 

我が国における SPS 協定に関する言説で興味深い点は、これを「貿易自由化」のための国

際規範のひとつの体現者であると卖純に規定していること、また輸出国の利益のためのルー

ルであるとしていること、そしてもっぱら「食の安全」の見地から論じていることである12。 

この半面、SPS 協定に関する批判や論議の興味深い点は、SPS 協定について見るべき修

正・改善の指摘が見当たらない13こと、実際 WTO においてもその後のラウンド交渉とその準備

交渉過程で改正への動きが生じていない14ことである。 

                                            
11 相原延英[2011]は、三島徳三[2001]が「各国・地域は自然条件を異にしており、存在する植物

も病害虫も違う。これを一律な国際基準でハーモナイゼーションすること自体、自然の摂理に背くも

のである。貿易の論理こそ規制されなければならない」＇115 ページ（としていること、小林茂典

[2001]が「WTO 体制における自由貿易拡大の名の下に、食品検疫手続きの迅速化・簡素化を図

り、国境保護措置のハードルを低くさせようとする輸出国側の背景にあるものは、商品価値実現の

「円滑化」の論理である。しかし、この「円滑化」の論理は、輸入農産物・食品を使用価値として消費

する輸入国側消費者の観点からのものではない」＇66 ページ（としていることなどを先行研究として

挙げたうえで、「SPS 協定によるハーモナイゼーションが、輸出国に有利に働くことへの批判が一

様になされている」＇56 ページ（とし、リンゴ火傷病紛争事案では生産者団体が「敗訴に次ぐ敗訴」

により衝撃を受け、失望感や喪失感が生まれることになったとし、WTO のような非公開の当事者不

在の裁判手続きの下では十分な情報公開が行われず、当事者である農業者等の意見が反映され

ないと批判している＇59 ページ（。 
12 例えば、伊庭みか子・古沢広祐[1993]では、「ガットは自由貿易を進める機関」、「ガットのめざ

す自由で平等な貿易秩序」、「ガットのめざす国際的自由貿易の枞組み」といった形容が頻出し(そ

れぞれ 13、61、80 ページ)、大矢根［2005］は、SPS 協定が自由貿易主義のもと、植物検疫措置

の緩和を迫るものであると理解している。彼は、コドリンガ紛争事案に関するリンゴ生産者団体や農

林水産省へのインタビュー調査の結果、「リンゴ生産者団体も、検疫を自由貿易の観点から緩和す

るような事態は想像だにしなかった。＇中略（農水省の担当者もリンゴ産業も、WTO や自由貿易主

義は視野の外」に置いていたとしている＇148 ページ（。高橋梯二・池戸重信[2006]は、SPS 協定

の特色を①措置を科学的原則に基づくものとしたことにより倫理、文化、伝統といった基準が排除

されたこと、②国際基準を考慮したリスク評価に基づかせなければならないこととしたこと、③措置

の国際調和の基礎を国際機関の規格・基準に求めたこととしたうえで、その最大の問題は輸出国

に有利に働くことであるとしている(132～133ページ)。また、SPS協定が自由化を志向する農業協

定のなかから自然発生的に生まれてきたことが、この協定の性格を規定しているという説明も行な

われている(川瀬ほか[2007]13 ページ)。内記[2008]も SPS 協定の解釈適用を加盟国による正当

な政策の追及を妨げないという機能と自由貿易の価値の基づいた WTO 体制による規律を及ぼす

という機能のバランスの観点から論じている(142 ページ)。 
13 Echols[2001]は条文解釈についての改善＇152～154 ページ（、Prévost & Van den 

Bossche[2005]は通報と途上国に対する特別かつ異なる取り扱いについての提案を行なうにとど

まっている。日本では三島徳三[2001]が「WTO 次期交渉は、EU やアジア諸国と連帯し、SPS 協

定の改正を実現するものでなくては意味がない」＇128 ページ（としつつ、何ら具体的な改正内容を

提示していない。なお、Thomas[1999]は SPS 協定第 5 条 7 項を削除すべきとし(516 ページ)、

山下[2008]は同第 5 条 5 項の削除または緩やかに解釈することを示唆している(404 ページ)。こ

れらについては後述する。 
14 シアトル閣僚会合に向け、ＷＴＯ協定を構成する各協定に規定されている見直し規定＇ビルト・

イン・アジェンダ（に基づく諸協定の見直しが準備過程で議論された。しかし、ＳＰＳ協定に関しては
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SPS 措置の目的である人、動物の生命・健康の保護は主観や価値観が入り込みやすいと

いう特質を持ち、政府が政策判断に基づき輸入禁止措置という強力な貿易制限を行う動機が

純粋なものであるかどうかの判定は極めて困難であるという特質を持つ。その意味で SPS 措

置についてのルール化の交渉は、市場アクセス機会の程度を決める関税や関税枞の水準に

ついての交渉や政府による支援の程度を決める国内・輸出補助水準についての交渉に比べ

て、質的にはるかに難しい問題のはずであった。 

にもかかわらず、ウルグアイ・ラウンドにおいてなぜ SPS 措置が交渉対象とされるに至り、詳

細なルール化が行われたのはなぜだったのか、ルール化のためになぜ「調和」や「科学」概念

が必要だったのか、なぜ農業交渉の一部として交渉されたのか、農業分野が政治問題化して

難航したなか、SPS 分野については技術レベルによる検討で条約化をなしえたのはなぜだっ

たのか。 

本論文は、以上のような SPS 協定の特異性の原因や疑問点を明らかにする見地から、SPS

協定という多国間ルールの形成過程を跡付けることをその内容とする。本論文でいう多国間ル

ールとは、GATT に代表される権利義務を規定した条約のみを意味するものではない。SPS

措置についてはさまざまな国際条約・組織が存在し、こうした国際機関・組織もまた強制力こそ

もたなかったものの、程度の差こそあれ何らかの形で実質的な多国間ルールとして機能してい

ると見ることができる。後述するように、SPS 協定はこれらの存在を前提として交渉された。また、

形成過程はいわゆる条約締結の準備作業＇ドラフティング（に限定しない。国際条約の狭義の

「成文化」の過程にとどまらず、問題の発見・特定から、交渉の場の設定、論点整理も含む一

連の過程を指している。こうした視点からすると、GATT における SPS 措置の取り扱い・位置

づけを分析するだけでなく、おそらくは国家の歴史とともに古い動植物検疫と食品安全措置に

ついての国際ルール化の系譜をまずたどることから始めることが必要と考えられるからである。 

 こうしたことから、本論文ではまず第 1 章で SPS 措置についての多国間ルールの形成につ

いての系譜をたどることから始めることとする。SPS 協定が対象としている動植物検疫と食品安

全措置については、早くから公的な規制措置が行われていた。これらの措置が対象とする問

題は一国の領域内にとどまらない広がりを有することがしばしばあったから、一国のみによる対

策には限界があった。また、人の移動、動植物を含む財貨の交易と密接にかかわっていたか

                                                                                                                                
途上国に対する特別かつ異なる待遇＇Ｓ＆Ｄ（の見地からの配慮事項が中心であり、改正の動きは

なかった。また、現在行われているドーハ・ラウンドにおいても、ＳＰＳ協定の修正は課題となってい

ない。ドーハ開発アジェンダの枞組みを定めた 2001 年 11 月の WTO 閣僚宣言

＇WT/MIN(01)/DEC/W/1（は、「同様の条件のもとにある国々の間で恣意的または不当な差別的

なあるいは国際貿易への偽装された制限となるようなやり方で適用されないこと及び WTO 諸協定

の規定に反しない限りにおいて」、「いかなる国も人、動植物の生命・健康あるいは環境をその国が

適切と認めた水準で保護することを妨げられない」＇パラ 7（とした上で、「貿易と環境」の項目で関

係する WTO ルールの明確化の必要性の検討を含めた健康を行う際に「既存の WTO 諸協定、特

に SPS 協定のもとでの加盟国の権利義務に追加しまたは減尐させるものであってはならない」＇パ

ラ３２（とされている。 
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ら、自国民の生命・健康や資産の価値を保護するための制限・禁止措置も行われていた。この

ような措置は国家の主権的権利の行使として行われ、いったんとられた場合には貿易に大き

な影響を及ぼすことになった。こうした事情を背景に、政府による国際的な取り組みには、情報

交換と共同行動の国際的枞組みを形成する系譜と、SPS 措置の濫用を防止し、国際貿易へ

の悪影響を最小化するための貿易ルールの形成の系譜の 2 つの系譜があった。前者は国際

獣疫事務局、国際植物防疫条約、国際食品規格委員会といった専門国際機関・条約の形成

に至るプロセスであり、後者は GATT 第 20 条＇b（のもととなった 1927 年の輸出入禁止制限

撤廃条約から東京ラウンドで成立したスタンダード・コードに至る系譜である。この章の最後で、

SPS 交渉のいわば背景をなす、ウルグアイ・ラウンド当時に国際的な問題となっていた動植物

検疫・食品安全問題について概観する。 

 次いで、第 2 章から第 7 章まででウルグアイ・ラウンドの準備交渉の開始からラウンド交渉の

終結までの間における SPS 措置に関する多国間ルールの形成プロセスの過程を分析する。

このプロセスにおける合意形成の分析を通じて、SPS 協定が前述の 2 つの系譜の延長上にあ

り、これらを貿易政策の観点から統合したものであること、いかにして従来各国のいわば主権

的権利としてそれぞれの裁量にゆだねられるべきものとみなされていた SPS 分野について、

詳細なルール化が可能となったのかが明らかになるであろう。 

終章では、SPS 協定が成立するまでのプロセスの分析結果から、上述のさまざまな論点に

ついて、検証を行うこととする。 

以上のような分析を行うためには、国際経済法的なアプローチによるのではなく、国際関係

論、なかんずく交渉理論の援用によるインターディシプリナリーなアプローチが有効である。次

節では、分析の準備作業として多国間交渉の分析のための交渉理論について概観したうえで、

ウルグアイ・ラウンドにおける SPS 協定の成立過程への交渉理論の適用の枞組みを作業仮説

として提示することとする。 

 

先行研究について触れる。ウルグアイ・ラウンド交渉の通史としては、Stewart[1993]、

Preeg[1995]、Croome[1995]、Winham[2005]があり、交渉理論を適用したものとしては

Hart[1995] に よ る 分 析 が あ る 。 な お 、 ウ ル グ ア イ ・ ラ ウ ン ド 交 渉 に 関 し て は 大 部 の

Stewart[1993]があるが、取り扱っているのは 1992 年末までの期間である15。 

このうち、SPS 交渉について触れているものは Stewart[1993]と Croome[1995]である。前

者については、交渉参加国の対立点について若干ふれているものの、長期にわたる交渉経

過のなかでの SPS 協定の成立過程を知るには簡潔に過ぎ、対立点についての記述に正確さ

を欠く面があることは否定できない。後者についても、SPS 協定交渉の論点と対立点について

交渉初期の段階に関し若干ふれているにとどまっている。 

GATT 発足時からウルグアイ・ラウンドまでの間についての農業分野に関する交渉史として

はジョスリンほか［1996］によるものがあるが、SPS 交渉については簡卖に紹介するにとどまっ

                                            
15 その後追補版が出版されているが、卖に交渉記録を取りまとめたものに止まっている。 
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ている。 

SPS 協定に関しては藁田［1999］、内記［2008］、山下ほか［2008］、Prévost and Van 

den Bossche[2005], Scott[2007], Epps[2008]等があるが、通史の記述に依拠しているか、

簡卖にしか触れていない16。 

 したがって、SPS 協定の成立過程について本格的に取り組んだものはないといってよい。本

論文は、SPS 協定の交渉史の卖なる变述を行おうとするものではなく、ウルグアイ・ラウンドと

いう多くの分野を包括的に取り上げた交渉の枞組みのなかで、農業交渉の一環として位置付

けられた SPS 分野についてのルール化の合意形成がいかにしてなされていったのかを交渉

理論を援用することにより分析したものである。 

 

Ⅱ 交渉理論のウルグアイ・ラウンド SPS 交渉への適用（序説第 2節） 

 

1. 交渉理論の検討 

 ウルグアイ・ラウンドに交渉理論を適用した Hart[1995]の分析を収めた Hampson ＆ 

Hart [1995]は、交渉理論を概説したうえでハバナ会議やウルグアイ・ラウンド交渉のほか、軍

備削減や環境分野における多国間交渉にこれを適用して分析したものである。同書によれば、

交渉理論は、国際交渉を「権力」を重視して分析する構造分析＇Structural Analysis（アプロ

ーチ、効用を極大化するための意思決定モデルにより分析する意思決定分析＇Decisional 

Analysis（アプローチ、および国際交渉が行われるコンテキストが国際交渉への参加者

＇actor（にどのような影響を与えるのかを検討する過程分析＇Process Analysis（に大別され

る17。 

 そのうえで、Hampson[1995]は多国間交渉のプロセスに着目する。彼によれば、多様な交

渉理論はすべて交渉プロセスの理解のために重要な視点を提供しているものの、一般化の程

度と経験的な妥当性の程度またはそれぞれのモデルの歴史的な正確さとの間に明確なトレー

ド・オフの関係があり、いかなる分析アプローチもそれ自体で他のアプローチよりもすぐれてい

るということはできない。多国間交渉は交渉参加者数、利害関係や問題が複雑であることから、

交渉プロセスや交渉参加者間の行動規範やルールを二国間交渉と本質的に異なっている。

多国間交渉の「場」で統合的な取引上の解決を見出すために、障害を乗り越える戦術的、手

続き上、制度的なメカニズムがあるはずであり、交渉手続きと交渉の構造との間に何らかの関

係性を見出すことがこのメカニズムの解明の鍵である、と考える。 

また、多国間交渉特有の複雑さを軽減するために問題ごとの連合関係が形成される現象が

みられることに着目して、多国間交渉の本質とは異なった連合間の取引関係と捉えることがで

きる、とする。換言すれば、多国間交渉とは連合の形成(coalition-building)、連合間の橋渡

し(coalition-bridging)、また時には連合の崩壊(coalition-breaking)のプロセスである、とい

                                            
16 これらに散見される誤りについては後述する。 
17 Hampson & Hart [1995]6～19 ページ。 
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うことができるとする。このプロセスにおいて決定的に重要なプレーヤーは専門家、国際官僚、

小国の連合である、とされる18。 

 

2. SPS 協定の成立過程への交渉理論の適用 

 ウルグアイ・ラウンドにおける SPS 協定の成立過程に交渉理論を適用するに当たって留意し

なければならない点は、まず SPS 交渉が非関税措置についての新たな交渉であったというこ

と、および SPS 交渉がウルグアイ・ラウンド交渉の一分野である農業交渉の交渉テーマのなか

のひとつに関する交渉として位置づけられたという、「多重構造」を持つ交渉の一構成部分で

あったことである。 

＇非関税措置の「新分野」交渉としての SPS 交渉（ 

 SPS 交渉は、非関税措置の「新分野」交渉であった。非関税措置が組織的に取り上げられ、

ル ー ル 交 渉 が 行 わ れ た GATT 史 上 初 の ラ ウ ン ド 交 渉 が 東 京 ラ ウ ン ド で あ っ た 。

Winham[1986]は、非関税措置の特質を①GATT 上の見地からは数量制限の禁止義務の

迂回であるが、②貿易制限以外の政策上の要請に基づき設けられたものであり、③貿易当事

者にとっては不確実性をもたらすとしても、貿易制限効果は本来の政策目的からすれば副次

的な効果であり、④関税措置とは異なり影響を計量的に把握することが難しい、⑤政策目的の

多様性を反映して多様な形態を持ちしばしば特定が困難であり、こうしたことから⑥その交渉

手法も関税交渉のように「分配的」な交渉とは異なり、各国の現行プラクティス同士を調整する

＇accomodating current national practices（形をとらざるを得ない19、とする。SPS 措置もこ

うした非関税措置の性格を有しており、これを交渉するためにはGATTにおいてこれまで適用

されてきた交渉方式をそのまま当てはめることができるかどうかについての検討が必要となる。

特に、SPS 措置のようにこれまでラウンド交渉で取り上げられてこなかった交渉テーマを取り上

げるに当たっては、サービス、投資、知的所有権のような新分野と同様、交渉に当たりまず交

渉対象の「何を」、「どう」交渉するかを検討することから始めなければならない20。 

 こうしたことから、SPS 協定の成立過程の分析の枞組みとして、まず「交渉の目標と対象」が

どのように設定されたのかを検討したうえで、どのような「交渉方式」がとられたのかを検討する

ことが必要となる。 

＇ウルグアイ・ラウンド交渉の「入れ子」構造（ 

 SPS 交渉は、ウルグアイ・ラウンドのひとつの交渉分野である農業交渉の中の、そのまたひと

つの分野についての交渉という、いわば「入れ子」構造になっているラウンド交渉の一分野に

すぎなかった。Hart[1995]が行ったのは、ウルグアイ・ラウンド交渉全体についての交渉理論

による分析であり、ラウンド交渉全体の運動法則とその一交渉分野の運動法則はおそらく同じ

ではなく、交渉組織の上下間、交渉分野相互間の複雑な作用関係が存在したであろうことは

                                            
18 Hampson & Hart [1995]19～51 ページ。 
19 Winham[1986]67～68、72～76、86～90、101～102、403 ページ。 
20 Hart[1995]174 ページ。 
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想像に難くない。こうしたことから、彼の手法がそのまま SPS 交渉に適用できるか否かには慎

重さを必要とする。後述するように、SPS 交渉は、形式的には交渉と決定権限を与えられてい

ない作業グループ＇Working Group（の場で実質的に行われたことから、そこでの交渉プロセ

スは、ウルグアイ・ラウンド交渉や農業交渉のそれに規定されつつ、これらとは異なった経過を

たどっている。 

こうしたことから、SPS 協定の成立過程の分析の枞組みとして、「交渉組織の構造」がどのよ

うに設定されたのかを検討したうえで、交渉のプロセスの経過の中で「交渉のフェーズ」がどの

ように変化していったのか、これらのなかで「交渉のアクター」たちがどのような行動様式をとっ

たのか、また交渉それ自体とは独立した外的な要素が交渉に影響を与えたのか、与えたとす

ればどのようにして交渉を規定しえたのかを「交渉を規定する外的な要素」として検討すること

が必要となる。 

 

3. 分析の枠組み 

 

 こうしたことから、SPS 協定の成立過程の分析のための枞組みを、「交渉の目標と対象」、「交

渉の方式」、「交渉組織の構造」、「交渉の時間的枞組みとフェーズ」、「交渉の参加者」および

「交渉を規定する外的要素」として整理することとする。ここで「交渉の枞組み」という言葉を用

いることとする。これは、交渉が行われるためには、なぜ、何を、いつまでに、どこで、どのように

交渉とするのかについて交渉参加者の間に共通の理解を意味する。そのうえで、交渉につい

て参加者の間で共通の理解として持たれた「交渉の目標と対象」、「交渉の時間的枞組み」の

もとで、「交渉の参加者」がどのような「交渉の方式」によって合意形成に至るのかを検討するこ

とが本論文の目的である。なお、こうした合意形成の過程で、「交渉の参加者」が制御できない

「外的要素」が交渉の方向、フェーズ、さらには交渉結果すら影響を及ぼすことがありうるであ

ろう。したがって、このような「交渉に影響を及ぼす外的要素」についても併せて検討を行う。 

 

＇1（交渉の目標と対象 

 交渉理論によれば、本交渉の開始の前に問題を特定し、解決のオプションをサーチしたうえ

で、本交渉に入ることを合意するための、準備交渉が存在する。 

GATT のラウンド交渉が多角的な関税交渉であった間は、交渉対象は自明であったから、

ラウンド交渉の開始に当たり「宣言」は必要ではなかった。ラウンド交渉史上初めて非関税障

壁を組織的・包括的に取り上げた東京ラウンドがラウンド交渉の目的、対象、交渉終結目標を

初めて閣僚宣言の形で合意文書を作成したことは、偶然ではない。 

 しかしながら、閣僚宣言のテキストとして合意される必要があるのは、交渉対象として「何を」

取り上げ、これを「どうする」ことを目標とするのかについての大まかな共通認識である。取り上

げる問題の範囲、最終的な交渉目標、交渉方式＇交渉のフォーミュラ・原則（について、できる

だけ方向性を与えつつ、同時に交渉参加者全体の立場を包括する、すなわちいずれの立場



13 

 

も「害した」＇prejudge（と非難されないだけのあいまいさを持つものでなければならない。この

意味で、ラウンド交渉の開始に当たっての閣僚宣言文のテキストは準備交渉プロセスにおける

検討とデリケートなドラフト交渉の結果であるということができる。後述するように、東京ラウンド

で検討された非関税措置は農業分野だけでも多様であったから、これらのなかから SPS 措置

が交渉対象としてどのようにしてとりあげられるようになったのかが重要なポイントとなる。 

 

＇2（交渉の方式 

 交渉対象としての非関税障壁が、その特殊性ゆえに関税交渉とは異なる交渉方式を必要と

することについては、多くの指摘がある。先に挙げた Winham[1986]は、非関税措置の特質

を挙げたうえで、「交渉対象となるサブスタンスが交渉方式を規定」するとし、非関税措置に関

する「国際交渉は他の手段による政策形成」、すなわち各国間の政策調整を意味し、各国は

自国の政策変更のコストを最小化するために自国の政策を国際ルールとして採用するように

主張するとした21。 

 また、GATT における交渉メカニズムを論じた Hoekman & Kosetecki[2001]は、GATT 交

渉における交渉の基本原則はで用いられてきた基本原則は「互恵性」＇reciprocity（であると

し、これを「カウンターパートの行動を条件とする行動をとるという慣習」＇practice of making 

an action conditional upon an action by a counterpart（であると定義する。そのうえで、

GATT の関税交渉で適用された原則は①互恵性・相互有利性＇reciprocal and mutually 

advantageous basis（、②交渉結果の譲許＇バインド（、③交渉結果の最恵国待遇での適用

の 3 つであったとする。一方、SPS 措置、表示要件、商品規格のような「付随的に輸入制限を

もたらすにすぎない」＇only incidentally restrict imports（非関税障壁については、共通の

基準に基づく数値化が困難であることから、互恵性の評価が困難であり、この問題は「ルール」

について合意しようとする際に特に顕著に表れる、とした。彼は、このような場合には各国間の

実行保護の程度の差を狭めるか、あるいは一律のフォーミュラ＇across-the-board formulas（

を適用する方法が考えられるものの、無差別原則のような基本原則を適用するにしても実際に

規制措置そ のも のの変更を 求め ること は難しい ので 、「透明性」のよう な基本原則

＇motherhood principle（や「適正な手続き」を求めることが交渉参加者にとってより受け入れ

やすいであろう、としている22。 

さらに、Hart[1995]は、GATT における伝統的な交渉方式は無差別原則と最恵国待遇原

則という 2 つの原則と主要供給国ルールに基づくバーゲニング戦略であり、1970 年代までは

有効であったが、1980 年代に入って国境措置よりも各国の規制(domestic regulation)の領域

がより問題化するようになってからは、加盟国に対して国際基準に合致するといった「正の」

(positive)義務や貿易救済措置を講じることが要求されるようになってきた、東京ラウンドの諸コ

                                            
21 Winham[1986]58、190～192 ページ。最後の点について、彼は「各国のプラクティスの国際

的拡張」と呼んでいる。 
22 Hoekman & Kosetecki[2001]122～135 ページ。 
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ードにみられるように「ルール化」(rule writing)は貿易自由化を意味するものでも伝統的な譲

許の交換に適したものでもなく、規範や基準をめぐる交渉は「市場力」(market power)により決

定されるというよりは主要国のそれによって決定される傾向があり、主要国以外の国々は代償

措置を期待できず、また「ただ乗り」も困難である、としている23。 

＇「関税交渉アプローチ」と「ルール交渉アプローチ」（ 

こうしたことから、以下「関税交渉アプローチ」と「ルール交渉アプローチ」を対比させつつ以

下の分析を進めることとする。前者の「関税交渉アプローチ」とは、上述の Hoekman & 

Kosetecki[2001]と Hart[1995]がいう関税交渉の方式を指し、後者の「ルール交渉アプロー

チ」とは交渉参加国に対して交渉の結果何らかの権利義務関係や行動についての「ルール」

を条文化することを目的に交渉を行う方式を指す。東京ラウンドにおけるスタンダード・コード

交渉はこの「ルール交渉アプローチ」が採用された代表例である。 

ここで、「関税交渉アプローチ」においても、東京ラウンドにおける「スイス・フォーミュラ」の採

用に至る交渉は関税引き上げのための「ルール」交渉ではないかとの議論がありうるであろう。

しかしながら、関税交渉におけるこうした引き下げの方式は、あくまでも最終的な合意内容であ

る「譲許表」で確定される関税の引き下げ内容を決めるための交渉の手段に過ぎないことが、

「ルール交渉アプローチ」との決定的な相違点である。換言すれば、「ルール交渉アプローチ」

においては交渉されるルールは交渉結果において法的拘束力を持つ条約文書として確定さ

れるが、「関税交渉アプローチ」においては交渉される引下げルールは交渉のための手段に

過ぎず、交渉が終われば関税引下げ「ルール」はその役目を終える24。 

＇「主導原則」（ 

次の問題は、「関税交渉アプローチ」と「ルール交渉アプローチ」が区別されるとして、それ

ぞれにおける交渉で多数の交渉参加国間で合意形成に至る契機はそもそも何か、である。

「関税交渉アプローチ」の場合、それは端的には「互恵性」であった。「ルール交渉アプローチ」

の場合には、この「互恵性」はそもそも計量可能か否かの問題があるだけでなく、合意形成の

契機となりうるだけの理由がない25。Hoekman & Kosetecki[2001]がいうような「透明性」や

「適正な手続き」を超え、交渉参加国が支持し交渉の結果何らかの義務を負うことを受け入れ

るためには、提案されたルールの案が GATT の基本原則やプラクティスと整合しているとの正

統性＇legitimacy（や、共通の認識をもとにした何らかの合理的で説得力のあるフォーミュラで

あることが必要である。今後の「ルール交渉アプローチ」による分析において、交渉の「場」で

大多数の交渉参加国により支持されることを意図し、あるいは支持されるにいたった「ルール」

に関する基本的概念・考え方を「主導原則」と呼ぶこととする。この「主導原則」とは、

Druckman［1986］が米国とスペインとの軍事基地使用交渉＇1975～46 年（について行った

                                            
23 Hart[1995]178~179 ページ。 
24 であるからといって「関税交渉アプローチ」におけるモダリティ交渉の重要性が否定されるわけ

ではない。 
25 このことは、他のイシューとのリンケージなどによって交渉参加国が合意の「パッケージ」をそれ

ぞれバランスがとれたものとするように努めることを否定するものではない。 
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分析において用いた“guiding principle”に準拠している。彼は交渉プロセスにおいては何ら

かのフォーミュラないし原則を確立するフェーズがあり、これが行われて初めて細部にわたる

具体的な交渉が可能になるとした26。 

SPS 交渉においては、後述するように「透明性」のほか、GATT の「無差別原則」、スタンダ

ード・コードにあった「調和」が主張され、ついで「科学」が主張された＇農業交渉における「関

税化」も「主導原則」であった（。「ルール交渉アプローチ」における「主導原則」では、「互恵性」

によるテストが行われないという点も「関税交渉アプローチ」との決定的な違いである27。 

 

＇3（交渉組織の構造 

＇「技術レベル」と「政治レベル」（ 

 交渉が行われるためには、交渉がどのような「場」で行われるのかについての合意を必要とし、

交渉がどのような「場」で行われるのかが交渉の成否を規定する28。Winham[1986]は、「大き

な交渉においては、作業が特定の個人なりグループにデッドラインを付して公式に託されない

限り、何事もなされない」とするとともに、東京ラウンドのような多国間交渉においては、交渉の

ほとんどが行なわれる「技術的ないしラインのレベル」＇technical or line level（と、交渉の方

向付けに関与する「政治レベル」＇political level（の 2 つのレベルの交渉構造が存在し、前者

を性格付けるのはバーゲニングであり、後者については決定であるとして、同ラウンドでのこの

2 つのレベルの交渉プロセスを分析している29。彼によれば、実質的に重要な意味を持つのは

「技術レベル」＇technical level（としての作業グループでの検討である。東京ラウンドでは非

関税障壁の検討をはじめさまざまな作業グループ＇Working Group（が設置され、GATT 事

務局の密接な共同作業により、交渉参加国間の情報の共有化、検討、さらには決定すら行わ

                                            
26 Druckman[1986]329～332 ページ。 

27 このことが、ウルグアイ・ラウンド農業交渉と関税交渉との相違点を明らかにする。農業交渉のう

ち、「関税交渉アプローチ」が適用されたのは市場アクセスのうちの関税引き下げ交渉のみであり、

関税化＇農業協定第 4 条第 2 項、同脚注（および国内助成と輸出補助の削減の約束は、「ルール

交渉アプローチ」によるものであった。後者については削減のフォーミュラが存在し関税と同様譲

許表に記載されているが、関税と異なりその変更は想定されていない。農業・農産物補助に関する

削減約束の変更の際に変更内容に見合う「代償」措置を講ずる仕組みを設ける内容の EC 提案

＇MTN.GNG/NG5/W/200, 11 September 1990（は、採用されなかった。その意味で、農業に関

する補助の削減は一種の「カルテル」行為に類似するものといえる。 

28 姫野[2009]は、同種の問題が異なる特徴を有するフォーラムで交渉が行われた場合には、そ

れぞれのフォーラムの当事国の範囲、交渉対象の範囲、政治力の行使の有無、信頼性のある期

限設定の有無により合意形成に貢献した要因が異なるとの指摘を行っている。彼は、SPS 協定の

場合、検疫問題全般を交渉対象としたことから、輸入国であるとともに輸出国であった貿易規制派

が輸入側の恣意的な対応を抑制し、合意形成に有利に働いたと指摘している(32～47 ページ)。 
29 Winham[1986]90、98、205～207 ページ。 
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れた30。「技術レベル」で進められていたスタンダード交渉は、東京ラウンド交渉終盤で「政治

化」することになった。彼は、この「政治化」の原因は、多くの分野にわたる多国間交渉では、

交渉の最終段階で異分野間のパッケージ決着＇package settlement（がなされざるを得ない

状況が発生するからである、とした31。 

 ウルグアイ・ラウンドにおける公式の交渉組織は、貿易交渉委員会＇TNC（のもとに、モノに

関する交渉グループ＇GNG（とサービスに関する交渉グループ＇GNS（が置かれ、農業交渉と

SPS 交渉を行う場として農業交渉グループ＇NG5（が設けられた。農業交渉グループのもとに

作業グループとして、SPS 作業グループのほか、助成合計量＇AMS（の検討のための技術グ

ループが設けられた。このような SPS 作業グループが上位の交渉組織との関係にあったのか、

どのような機能を果たしたのか、に注目する。 

＇公式の「場」と非公式の「場」（ 

 多数の交渉参加者による国際交渉の場では、交渉プレーヤーによる「自発的な」連合関係

が形成されるだけでなく、あらかじめ定められた「交渉の枞組み」の下での公式の交渉の「場」

とは別に、議長や GATT 事務局担当官も出席して、いわば「管理された」形での非公式の交

渉の「場」が設けられることがしばしば見られる。ウルグアイ・ラウンド農業交渉では、当初「モル

ジュ・グループ」32が設けられたが、中間レビュー後はより尐数の 8 ヶ国＇G８（33、この参加国の

範囲を拡大して「マルチ化する」必要がある場合には 30 ヶ国＇G30（34による非公式会合が開

催された。また、これらのほかにより「非公式性」の高い形での交渉の「場」が設けられることも

あった。 

後述するように、ウルグアイ・ラウンド SPS 交渉の「場」は、ラウンド交渉開始当初に設けられ

た農業委員会から、「技術レベル」である「SPS 作業グループ」に移されることになった。また、

ウルグアイ・ラウンド終盤で SPS 協定案テキストの修正の扱いが公式の交渉の「場」ではない、

ダンケル GATT 事務局長・TNC 議長が主宰する非公式の「グリーン・ルーム会合」で取り上げ

られ、技術的な性格を超える問題と化した。本分析では、こうした SPS 交渉の「場」の変更や

「政治化」、公式ないし非公式の場での検討が、合意形成にどのような意味を持ちまた役割を

果たしたのかに着目する。 

 

＇4（交渉の時間的枞組みとフェーズ 

                                            
30 Ibid., 65~66 ページ。 
31 Ibid., 66 ページ。 
32 日本、米国、EC、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、フィンランド、アルゼンチン、ブラジ

ル、インドの 10 ヶ国。 
33 日本、米国、EC、フィンランド＇北欧グループ代表（、ケアンズ・グループからオーストラリア、ニュ

ージーランド、カナダおよびアルゼンチン。 
34 G8 にその他ケアンズ・グループの 9 ヶ国、韓国、オーストリア、スイス、モロッコ、エジプト、ナイジ

ェリア、イスラエル、インド、パキスタン、バングラデシュ、メキシコ、ペルーおよびジャマイカ。 
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 国際交渉はプロセスであるとされ35、このプロセスはフェーズ卖位に分けることができるとされ

る36。ラウンド交渉のような多国間交渉を運営するためには、全体の期限を決めるだけでなく、

交渉の内容に応じて段階に区切って「段取り」をつけることが必要となる37からである。 

＇「交渉の時間的枞組み」と「交渉のフェーズ」（ 

ここで、「交渉の時間的枞組み」と「交渉のフェーズ」を区別することとしたい。前者は交渉開

始の際に「交渉の枞組み」のひとつとして合意され設定された交渉の期限をいう。交渉計画の

内容として中間的な期限として設定されることがあり、また、変更が行なわれることもある。これ

に対し、「交渉のフェーズ」は「交渉の枞組み」のもとで交渉の参加者により行われる交渉ゲー

ムの結果として、あるいは外的な要素によって影響を受けた結果として決定される。いわば前

者は計画であり、後者は結果であるということもできよう。 

交渉理論は、本交渉に入る前の準備プロセスの重要性を指摘する。この準備交渉では、①

問題の特定＇identification of problems（、②オプションのサーチ＇search for options（、③

交渉することのコミット＇commitment to negotiate（、④交渉することの合意＇agreement to 

negotiate（の 4 つのステージが区別される。 

本交渉については、ステージの区分にはいくつかの区分方法が提起されている。これには、

交渉フェーズの移行が①アジェンダについての論議＇agenda debate（、②主導原則のサー

チ＇search for guiding principles（、③問題の定義＇definition of the issues（、④有利な譲

歩を求めてのバーゲニング＇bargaining for favorable concessions（、⑤実施細目のサーチ

＇search for implementation details（とするもの＇Druckman（、卖純に①問題の受け止め

または定義の共有のための「フォーミュラ・フェーズ」、次いで②フォーミュラに基づいて合意の

ための詳細を決める「詳細のフェーズ」＇detail phase（に分かれるとするもの＇Zartman & 

Berman（、さらには詳細に①交渉の「場」のサーチ＇search for an arena（、②アジェンダの

構成と問題の定義＇composition of the agenda and definition of the issues（、③争われ

ている問題の「外縁」の決定＇establishment of maximal limits to the issues in dispute（、

④立場の相違の縮小＇narrowing of the differences（、⑤最終バーゲニングのための予備

交渉＇preliminaries to final bargaining（、⑥最終バーゲニング＇final bargaining（、⑦交

渉結果の儀式的確認＇ritual affirmation（、⑧合意の実施＇execution of the agreement（

の 8 つのステージに分かれるとするもの＇Gulliver（がある38。 

このほか、Winham[1986]は非関税措置を対象とする場合の交渉の準備作業における「情

報の集積」の重要性を指摘するとともに、東京ラウンド初期の交渉プロセスでの「共通の情報

ベース」＇common information base（を作り出すうえで GATT 事務局が果たした役割の重

                                            
35 Druckman[1986]329 ページ。 
36 Winham[1986]212 ページ。 
37 Ibid., 102 ページ。 
38 Hampson[1995]25～27 ページ。 



18 

 

要性を指摘している39。確かに、非関税交渉のような対象を交渉する場合には、関連する客観

的な情報を集積したうえで、これらを整理して交渉対象関する問題の所在を交渉参加者全体

が共有するための手続きが必要であり、その際に事務局がどのような整理を行い、また「段取り」

を踏むかは交渉プロセスの観点から重要であろう。 

ここでは、分析の枞組みとして SPS 協定合意までのプロセスを準備交渉期と本交渉期に分

けたうえで、こうしたフェーズの変更がいつ行われたのかに注意しつつ SPS 交渉の過程を整

理することとする。特に、「交渉の方式」に関する 2つのアプローチ、すなわち「関税交渉アプロ

ーチ」と「ルール交渉アプローチ」との選択がいつどのようにしてなされたのか、また各国の提

案でどのような概念が提案され、これらのなかからどのようにして「主導原則」が生まれることに

なったのかが、ポイントとなる。 

 

＇5（交渉の参加者 

 分析の見地から、交渉の参加者を国またはその連合体ないし国際機関である「交渉プレー

ヤー」とこれらに属し、これらを代表して交渉に参加する人である「交渉アクター」に区別する。

交渉グループ、作業グループ議長は後者に属する。 

＇「交渉プレーヤー」と「交渉アクター」（ 

Hart[1995]は、交渉参加国であるプレーヤー＇player（、ケアンズ・グループなど「連合体

の形成者」＇coalition builder（、GATT 事務局長・事務局、特に交渉の準備過程でのさまざ

まな意見の供給源として官僚、弁護士・法律家、産業界関係者という「アイデアのブローカー」

を区別している40。 

ウルグアイ・ラウンド SPS 交渉の場合、交渉の「場」に参加するのは同じ参加国であっても、

交渉のフェーズにより外交官から関係省庁の担当官へ交代がみられた。こうしたことから、交

渉の「場」での参加者の行動を詳細に分析する見地から「交渉プレーヤー」を交渉参加国また

はその連合体の意味で用い、交渉参加国またはその連合体の代表、交渉グループなど交渉

の「場」をつかさどる議長、GATT 事務局の事務局長や担当部長、担当官を意味する「交渉ア

クター」として区別する41。 

＇「連合関係」と「仲介」（ 

 多国間の交渉においては、多数の交渉プレーヤー間の交渉関係を卖純化し、調整コストを

引き下げる見地から重要性を指摘されている連合関係＇coalitions（や、交渉をゼロ・サム化し

た交渉を統合化に向け進展させる仲介＇mediation（が重要であることを交渉理論は指摘して

いた42。 

                                            
39 彼は、交渉の準備作業＇preparatory work（、なかんずく情報の集積はそれ自体が「政治的行

為」に他ならないとしてその重要性を強調している＇85~87、99 ページ（。 
40 Hart[1995]180～199 ページ。 
41 書き分けを行うことがかえって煩雑さを招く恐れがある場合もあることから、コンテキスト上混同の

恐れがない場合には国またはそのグループ名を表記する。 
42 Hampson[1995]17～20 ページ。 



19 

 

ウルグアイ・ラウンド農業交渉においては、ケアンズ・グループ43と北欧グループ44が交渉プ

レーヤーとして交渉に参加した45。これら 2 つのグループが SPS 交渉でどのような機能を果た

していたのか、特に仲介機能を果たしていたのか否かがひとつのポイントである。ケアンズ・グ

ループは通常「補助金で手を汚していない農産物輸出国の連合体」と認識されている46が、輸

入に際して厳しい動植物検疫をとっているオーストラリアやニュージーランドといった国々と過

度な SPS 措置の緩和を要求する国々の連合体であるという側面とともに、先進国と途上国に

よる「单北」縦断的な連合体であるという興味深い 2 つの側面をもっていた。北欧グループの

場合は、このような複雑さを持たない小国連合の性格をもっていたが、近い将来での EC への

加盟を視野に入れていたという状況にあった。 

なお、EC は上記のグループとは性格を異にするが、実態的には EC 委員会と加盟国、また

加盟国間で利害を異にする連合体であった。EC 委員会は欧州連合の成立に向け委員会の

権限の一層の強化を目指している一方、加盟国においては主要加盟国間、「北」と「单」の加

盟国間の利害対立があっただけでなく、EC 委員会への権限の集中に警戒感をもっていた。こ

うしたことから、EC としての意見集約、ポジション決定に相当の時間と労力を必要とした。こうし

たことが、交渉プレーヤーとしてのEC、交渉アクターとしてのEC委員会代表者の発言や行動

にどのような影響を与えたのか、も興味深い点である。 

＇認識共同体（ 

認知分析でいう認識共同体＇epistemic community（の概念は、ウルグアイ・ラウンド農業

交渉と SPS 交渉における GATT 事務局の役割を理解するうえで重要であると考えられる。

Haas,P.[1992]による「特定の分野についての専門知識と能力があることを認められ、その分

野ないし問題領域内での政策に関連する権威をもつ専門家集団のネットワーク」という定義47

は、仮説的ながら GATT事務局の農業交渉・SPS交渉担当官の性格と GATT 締約国の担当

官の関係を理解するうえで鍵となる概念であると考えられる。GATT という「場」は、「GATT 屋」

と呼ばれる事務局担当官と締約国の外交・貿易担当部局の担当官により構成されてきたひと

つの「世界」であった48。ウルグアイ・ラウンドもこうした人々によって開始されたが、後述するよう

に SPS 交渉においてはこれまでのラウンド交渉においては見られなかった、SPS 措置担当部

                                            
43同グループは当初オーストラリア、ニュージーランド、カナダのほか、東单アジアからインドネシア、

マレーシア、フィリピン、タイ、中单米からはアルゼンチン、ブラジル、チリ、コロンビア、ウルグアイ、

欧州ではハンガリーの 13 ヵ国から構成されていた。 
44 アイスランド、フィンランド、ノルウェーおよびスウェーデンの 4 ヵ国から構成されていた。 
45 ウルグアイ・ラウンドにおける連合関係としては、このほか「ドラペ・グループ」＇スイス、スウェーデ

ン、ハンガリー、モロッコ、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、香港、シンガポール、韓国、パ

キスタン、ウルグアイおよびコロンビアの 13 ヶ国で構成（や、「ダーティ・ダズン」＇日本、米国、EC、

カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、ノルウェー、スウェーデン、フィンランド、オーストラリア、

スイスおよびハンガリー12 ヵ国で構成（があった。 
46 ただし、ウルグアイ・ラウンド当時においてもカナダは日本とともに GATT 第 11 条 2 項＇c（の明

確化を主張していた点でやや異なる性格をもっていたことは認識されていた。 
47 同 3 ページ。 
48 Kohane & Nye[2001]は、これを“Club Model”と呼んでいる＇264～272 ページ（。 
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局のエキスパートないし SPS 措置について理解を有する担当官が交渉アクターとして直接参

加することになった。また、SPS 交渉を契機として関連国際機関、特に国際食品規格委員会、

国際獣疫事務局、国際植物防疫条約の関係者がGATT での交渉の「場」に直接出席し、また

GATT 事務局の担当官がこれら国際機関の会合に主席することが定例化するようになった。

こうしたことが、GATT という「場」における認識共同体の変化としてとらえることができるのか、

また GATT 事務局と関連国際機関の専門家による新たな認識共同体の形成ととらえることが

できるのかは、興味深いポイントである。 

 

＇6（交渉を規定する外的要素 

 交渉理論では、交渉参加者による制御が及ばない、国内的・国際的な外的イベントが交渉

プロセスや結果に影響を及ぼしうることが指摘されている49。確かに、多国間交渉が交渉の「場」

で行なわれることは当然であるものの、外的な要因が重要なイベントとして交渉フェーズを転

換させ、あるいは交渉結果に影響を及ぼすことがあることは否定できない。主要な交渉アクタ

ーの所属する交渉参加国の国内的な要因や主要な交渉参加国間の貿易問題、さらには世界

的な動きによって、交渉フェーズをはじめ交渉過程が影響を受けることがありうるであろう。 

知られているように、ウルグアイ・ラウンドにおいては、主要な交渉プレーヤーの国内的要因

として、米国における貿易交渉権限授権法、EC では共通農業政策＇CAP（改革問題があり、

これらは交渉フェーズを規定した。また、米国での農業法の制定、EC での共通農業政策

＇CAP（改革、米国とカナダ、メキシコ間の北米自由貿易協定＇NAFTA（交渉とその締結はウ

ルグアイ・ラウンド農業交渉にも大きな影響を及ぼすことになった。主要な交渉プレーヤー間

の貿易問題としては、米国と EC との間のホルモン牛肉問題をはじめとする SPS 問題、油糧種

子問題などがあった。油糧種子問題に関する米国・EC 間の決着はラウンド交渉プロセスと農

業交渉結果を規定した。 

 後述するように、SPS 交渉はホルモン牛肉や BSE 問題という、食品安全問題に関する一般

の関心の高まりを背景に行われた。また、ウルグアイ・ラウンド交渉と並行して「貿易と環境」が

GATT で取り上げられたことに象徴されるように、世界的な環境問題への関心の高まりも背景

にあった。後者は、ラウンド交渉最終段階での SPS 協定の修正問題につながってゆくことにな

る。これらがどのように交渉プロセスと交渉結果に影響したのかは重要なポイントである。  

 

Ⅲ ウルグアイ・ラウンドまでの SPS 措置を含む非関税措置についての取り組み（第 1

章、第 3章） 

 

多国間の場で SPS 措置に関するルール化が取り上げられたのは、1927 年に開催された輸

出入禁止制限撤廃のための国際会議であった。これを契機に行なわれた、「GATT 成立前に

                                            
49 Druckman[1986]358 ページ。 
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おける国際貿易分野での協調行動のためになされたもっとも野心的な努力」50とも、「史上初

の貿易ラウンド」51ともされる交渉の結果調印された輸入および輸出の禁止および制限の撤廃

のための国際条約＇輸出入禁止制限撤廃条約（52は、一定期間内にあらゆる輸出入禁止・制

限措置を廃止することを内容とするものであった。ただし、「公共衛生の保護のためまたは病

疫、虫類および有害な規制物に対する動物もしくは植物の保護のために課せられる禁止また

は制限」については、「同一条件のもとにある外国間における専断なる差別の手段または国際

貿易上の変装せる制限となるがごとき方法において適用せられざる限り」禁止されないことが

規定された。この条約は未発効に終わったが、SPS 措置について無差別的な適用を条件とし

て一般ルールの例外扱いとすることは、ハバナ憲章と GATT の関連規定に継承されることに

なった。 

第二次世界大戦後、多国間貿易ルールとして機能することになった GATT 制度は、「関税

その他の貿易障害を実質的に軽減し、および国際通商における差別待遇を廃止する」ことを

目的としたが、何よりも関税の引き下げとその結果である関税譲許の利益を守ることが中心的

な課題であり、ラウンド交渉も互恵原則に基づく「関税交渉アプローチ」により行われた。しかし、

関税引き下げ交渉がある程度の成果を挙げるにつれて「非関税障壁」の取り扱いが大きな課

題として浮かび上がってきた。 

GATT の場で「非関税障壁」に本格的に取り組まれるようになったのは、東京ラウンドの準

備交渉においてであった。この過程で SPS 措置による貿易規制の存在がクローズアップされ

ることになった53。しかしながら、この時点では SPS 措置がその性格上交渉可能なものではな

いとする立場の国々もあったことをはじめ、SPS 措置も関税と同様に互恵原則に基づく「関税

交渉アプローチ」により交渉する考え方と、SPS 措置についての行動規範を設ける「ルール交

渉アプローチ」の 2 つの考え方があった。東京ラウンド交渉ではこうした立場・考え方の対立を

解消することができないまま、東京ラウンドの農業交渉は「関税交渉アプローチ」による農産物

関税交渉の場となり、「非関税障壁」に関するルール交渉においては、「貿易に関する技術的

                                            
50 Shonfield[1976]45 ページ。 
51 Charnovitz[1991]4 ページ。 
52 Convention for the Abolition of Import and Export Prohibitions and Restrictions 日本

はこの交渉に「禁止制限の範囲はできる限りこれを局限するに努める」とともに①国防上の見地、

②国家存立の基礎となるべき主要産業の確立のための保護の必要、③「国民の主要食料たる米」

について国民の多数が生産に従事していること、我が国特異の食料品であること、「需給関係の円

滑を図りかつこの生産の基礎を安固ならしむる」必要性から適用除外とすることを基本方針として

臨んだ。最終的に米国がヘリウムガスの輸出、ドイツが石炭、コークス等の輸出入、屑鉄等の輸出、

フランスが屑鉄等の輸出、イタリアが鉄鋼・麦類の輸出、日本は染料等の輸出入、米穀の輸出入に

ついて留保を行った。 
53 「農業委員会」で主要な農産物についての非関税措置の調査が行われ、そのひとつに「健康・

衛生規制」＇Health and Sanitary Regulations（があった。筆者が知る限り、GATT 文書におけ

る「動植物検疫・衛生」を意味する“Sanitary and Phytosanitary”の初出は、準備交渉過程での

論議と通報データをもとに農業交渉グループでの今後の作業アプローチをまとめた 1974 年 2 月

18 日付の事務局文書＇MTN/3E/W/2（である。 
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障害」全般を対象とするスタンダード・コードが成立したが、GATT 締約国の一部を拘束する

ルールにとどまった。 

東京ラウンド終了とほぼ同時に開始されたウルグアイ・ラウンドの準備交渉でも、農産物貿易

に関する検討対象として農産物市場アクセス、国内農業補助、農産物輸出補助と並び、SPS

措置が取り上げられた。ここでも、SPS 措置について「関税交渉アプローチ」と「ルール交渉ア

プローチ」のいずれの交渉方式を採用するかの対立があったなか、1986 年のプンタ・デル・エ

ステ宣言で「SPS 措置に関連する制度や障壁が農産物貿易に対してもちうる有害な影響を関

連する国際的合意を考慮しつつ最小化する」ことを目的に農業交渉分野の一環として交渉さ

れることになった。 

 

Ⅳ ウルグアイ・ラウンド SPS 交渉の時期区分（第 2章） 

 

＇交渉対象としての SPS 分野の特定（ 

1982 年の GATT 閣僚会合で難航の末ようやく合意を見た宣言文のテキスト54は、関税分野

のみならず非関税障壁、農業分野、繊維分野、サービス分野、セーフガード、紛争処理手続

き、東京ラウンド・コードなど多岐にわたる分野をカバーしていた。ウルグアイ・ラウンド交渉の

主要な交渉分野のひとつとなった農業分野については、この宣言に基づく「農業貿易委員会」

(Committee on Trade in Agriculture)が翌 1983 年に設置され、農産物貿易に関する問題

の洗い出しと検討課題に関する議論が翌年から開始された。 

 1984 年 11 月の GATT 閣僚会合で採択された「農業貿易委員会勧告」55は、 

 

① 市場アクセスについてウェイバー、国家貿易、可変課徴金、最低輸入価格制、輸出自主

規制、非譲許関税を含め、全ての数量制限その他をより強化され、効率的なガット規律

の下に置く、 

② 農業貿易に影響を与える補助金については、従来の規則･規律の強化と一般的な禁止

の 2 つのアプローチが存在する、 

③ 検疫･衛生措置その他の技術的障害については、「農業貿易への悪影響を最小限のも

のとするため、これらに関する手続きを改善する」 (sanitary and phytosanitary 

regulations and other technical barriers to trade, including related 

administrative requirements, are brought within the ambit of improved 

procedures aimed at minimizing the adverse effects that those measures have 

on trade in agriculture.) 

 

                                            
54 １９８２年１１月２９日採択＇L/5424（。 
55 Committee on Trade in Agriculture: Recommendations Adopted by the Committee 

Meeting at Senior Policy Level on 15 November 1984 ( 16 November 1984, L/5732) 
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とした。 

 

この農業交渉分野を市場アクセス、補助金および SPS 措置の 3 項目とする柱立ては、2 年

後のプンタ・デル・エステ宣言の農業部分で踏襲されることになる。 

プンタ・デル・エステ宣言の SPS 措置に関する部分は次のようになっていた； 

 

「＇iii（SPS 措置に関連する制度や障壁が農産物貿易に対して持ちうる有害な影響を関連

する国際的な合意を考慮しつつ最小化する」＇minimizing the adverse effects that 

sanitary and phytosanitary regulations and barriers can have on trade in 

agriculture, taking into account the relevant international agreements（ 

 

1984 年の「勧告」と比較すると、①SPS 措置が農産物貿易に対して悪影響を「持つ」と断定

せず「持ちうる」とし、②「関連する国際的な合意を考慮する」として国際基準との関連性を明

記した上で、③「手続き」(procedures)の文言が削除されて交渉対象を手続き面に限定しない

こととした一方、スタンダード・コードを想起する「技術的障害」を削除してこれに関する見直し

とを区別した点を除き、ほぼ同一内容である。こうしたことから、市場アクセス、補助金および

SPS 措置という 3 項目の柱立てのひとつとして、SPS 措置をウルグアイ・ラウンド農業交渉のひ

とつの分野として次期ラウンドで取り上げるとの方向性とおおよその枞組みは、1984 年の段階

で実質的に決まっていたということができる。 

＇SPS 交渉の経過（ 

農業分野に関する交渉の場として農業交渉グループが設けられたが、SPS 措置について

は市場アクセスや補助金問題に関する論議に埋没した感があった。SPS 措置についての議

論が動き出したのは、1988 年 10 月に「SPS 作業グループ」(Working Group on Sanitary 

and Phytosanitary Regulations and Barriers)が設置され、交渉フォーラムが整備されて

からのことである。しかし、プンタ・デル・エステ閣僚会合までの準備プロセスで中心テーマであ

った SPS 措置に関する協議手続きの改善に関する議論に加え、「科学」と「調和」概念をはじ

めとするSPS協定の基本的要素のいくつかが提案され共通認識となったほかは、「中間レビュ

ー」までにルールの枞組みや方向性について大きな進展は見られなかった。 

1989 年 4 月の「中間レビュー合意」に基づく作業計画は、年内 12 月までに交渉参加国から

の提案を提出したうえで、翌 1990 年末までに長期の改革プログラムに合意する、というもので

あった。実際には翌年5 月まで交渉参加国からの提案が提出され、SPS作業グループでは提

出国からの紹介と論議が行われた。条文テキストに向けてのドラフト交渉が開始されたのは、

1990年5月に事務局が各国からの提案を主要項目ごとにまとめた「総覧表」(Synoptic Table 

of Proposals Relating to Key Concepts)56を作成してからのことである。 

                                            
56 Synoptic Table of Proposals relating to Key Concepts, Note by the Secretariat, 

Revision (30 April 1990, MTN.GNG/NG5/WGSP/W/17) 
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SPS 協定の最初のドラフトは 6 月に作成され、12 月のブラッセル閣僚会合に向けて交渉が

行われたが、いくつかの論点については未解決のまま残されることになった。これら論点につ

いては「ダンケル・プロセス」の中で交渉が行われたが、完全に解決をみることができず、1991

年 12 月に「最終合意案」として SPS 協定案のブラケットのないクリーン・テキストが示されること

になった。 

その後１年間は動きがなく、1992 年 12 月になって米国から「明確化」を理由とする修正提案

が出され、その後１年間にわたり、この提案の取り扱いが焦点となった。SPS 措置に関する交

渉では 1988 年に設けられた SPS 作業グループが非公式ながら実質的な交渉の場として機

能した。 

したがって、SPS 交渉は準備交渉期を含めて次の 4 つのステージに分けることができる； 

 

＇ⅰ（1982 年 11 月から 1986 年 9 月まで：SPS 措置についての検討の開始からプンタ・デル・

エステ宣言まで 

  この期間には、農業貿易委員会での検討が中心であった。 

＇ⅱ（1986 年 9 月から 1989 年 4 月まで：プンタ・デル・エステ宣言から中間レビュー合意まで 

  この期間の途中からSPS作業グループが設置されたが、SPS措置に関する議論は農業委

員会の場でも行なわれていた。 

＇ⅲ（1989 年 4 月から 1991 年 12 月まで：中間レビュー合意からダンケル「最終合意案」まで 

  この期間での検討は、SPS 作業グループで行なわれた。この期間での交渉は、さらに 

①各国提案とその明確化のプロセス＇1989 年 4 月から 1990 年 4 月まで（ 

②条約テキストのドラフティングのプロセス＇1990 年 5 月から同年 12 月まで（ 

③残された論点についての解決のためのプロセス＇1991 年 2 月から 12 月まで（ 

の 3 つのステージに細区分することができる。 

＇ⅳ（1992 年 12 月から 1993 年 12 月まで：「最終合意案」テキストの「明確化」まで 

  この期間では、米国からのテキストの「明確化」のための修正提案の取り扱いが焦点となっ

た。SPS 交渉は「技術レベル」で行なわれてきたが、この修正提案の扱いが「政治レベル」

で取り扱われた。 

 

） SPS 協定案のテキスト 

SPS 協定案のテキストは、1993 年 12 月 8 日付の最終合意案で実質的に確定する57。

それまでの過程で、次の 7 つのテキストが存在した。 

（ⅰ） 6 月テキスト：1990 年 6 月 28 日付「衛生植物検疫措置に関する合意の枞組

み案」Draft Text for The Framework of An Agreement on Sanitary and 

Phytosantary Measures＇MTN.GNG/NG5/WGSP/W/23, 28 June 1990（ 

                                            
57 その後、パラグラフ形式から条項形式への変更＇およびフランス語･スペイン語テキストの確定（

が行われて現行の条文となった。 
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（ⅱ） 7 月テキスト：1990 年７月 11 日付「衛生植物検疫措置に関する合意の枞組み

案」＇「ドゼウ・テキスト」の附属書Ⅱとして付されたもの（Draft Text for The 

Framework of An Agreement on Sanitary and Phytosantary 

Measures(MTN.GNG/NG5/W/170, 11 July 1990) 

（ⅲ） 10 月テキスト：1990 年 10 月 1 日付「衛生植物検疫措置に関する締約国団に

よる決定案」Draft Text for A Decision by Contracting Parties on Sanitary and 

Phytosanitary Measures (MTN.GNG/NG5/WGSP/W/26, 1 October 1990) 

（ⅳ） 10 月テキスト改定版：1990 年 10 月 29 日付「衛生植物検疫措置に関する締

約国団による決定案」Draft Text for A Decision by Contracting Parties on 

Sanitary and Phytosanitary Measures (MTN.GNG/NG5/WGSP/W/26Rev.1, 

29 October 1990) 

（ⅴ） ブラッセル・テキスト：1990 年 11 月 20 日付「衛生植物検疫措置に関する

テ キ ス ト 案 」 Draft Text on Sanitary and Phytosanitary Measures 

(MTN.GNG/NG5/WGSP/7, 20 November 1990)＇ブラッセル閣僚会合に提出され

た 次 の 文 書 に こ の 文 書 が そ の ま ま 収 め ら れ て い る （ DRAFT FINAL ACT 

EMBODYING THE RESULTS OF THE URUGUAY ROUND OF 

MULTILATERAL NEGOTIATIONS (26 November 1990, MTN.TNC/W/35) 

Appendix D (p.163-181) 

（ⅵ）ダンケル・テキスト：1991 年 12 月 20 日付「衛生植物検疫措置の適用に関する

締約 国団に よる決定 案」 Decision by CONTRACTING PARTIES on the 

Application of Sanitary and Phytosanitary Measures＇ダンケル GATT 事務局

長・貿易交渉委員会議長による「最終合意案」農業部分のパート C（DRAFT FINAL 

ACT EMBODYING THE RESULTS OF THE URUGUAY ROUND OF 

MULTILATERAL NEGOTIATIONS (MTN.TNC/W/FA, 20 December 1991) 

（ⅶ） 法文化作業グループ・テキスト：1992 年 6 月 10 日付「衛生植物検疫措置の

適用に関する協定案」Agreement on the Application of Sanitary and 

Phytosanitary Measures＇ダンケル・テキストについて、同年 4 月に行なわれた法

文化作業グループ＇Legal Drafting Group（非公式会合での検討結果を反映した

事務局非公式文書（Review of Individual Texts in the Draft Final Act, 

Informal Note by the Secretariat (Legal Drafting Group, 10 June 1992) 

（ⅷ） 最終合意テキスト：1993 年 12 月 8 日付「衛生植物検疫措置の適用に関する

協 定 案 」 Agreement on the Application of Sanitary and Phytosanitary 

Measures＇SPS 協定案の修正問題に関して実質合意を見た直後に各代表団に配布

された非公式文書。カバーノートに「12 月 15 日の貿易交渉委員会での承認が予定さ

れる最終合意文書＇final negotiated consolidated text（の一部をなすものである」と

の説明が付されている。（ 
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Ⅴ SPS 協定交渉史による検証（終章） 

 

SPS 協定の成立過程に関する分析結果をもとに、交渉理論の SPS 交渉への適用および

SPS 協定という国際経済法の性格と内容に関連する論点の検証を行ったうえで、SPS 協定の

意義を考察する。 

 

1. 交渉理論に関連する論点（終章第 1節） 

 

＇1（ SPS 交渉の枞組み 

＇SPS 交渉の目標と対象（ 

 準備交渉過程は、①問題の特定(identification of problems)、②オプションのサーチ

(search for options)、③交渉することのコミット(commitment to negotiate)、④交渉すること

の合意(agreement to negotiate)の 4 つのステージに分けられる。ウルグアイ・ラウンド SPS

交渉の場合、①の「問題の特定」が行われたのは 1984 年の農業貿易委員会の「勧告」におい

てであったこと、このために決定的に重要な役割を果たしたのは「交渉対象の候補に関するデ

ータベースの構築」であったこと、④の「交渉することの合意」が 1986 年のプンタ・デル・エステ

宣言においてであったことは明確である。②の「オプションのサーチ」については、1984 年以

降の農業貿易委員会での論議でさまざまな示唆がなされたことが該当するといえよう58。この

「オプションのサーチ」はあくまで探索であり、いずれかに決めること、あるいは選択肢の絞り込

みは交渉のコミットないし合意に必須の要件ではないが、検討されたオプションは本交渉の際

の検討のベースとなる。ウルグアイ・ラウンド農業交渉の場合も、プンタ・デル・エステ宣言の農

業部分の末尾に交渉グループが「1982 年の閣僚会合での作業計画に基づき定められ、

1984 年の締約国団総会で採択された勧告を用いるとともに農業貿易委員会で示唆されたア

プローチを考慮に入れること」とされているので、この点は宣言上明確に担保されたといえる。

③の「交渉することのコミット」がいつであったのかは明確ではない。「勧告」に合意した 1984

年時点ではないにせよ、プンタ・デル・エステの閣僚会合に向けて宣言文の準備プロセスで

SPS 分野を農業交渉のひとつとして位置づけることが否定されなかった事実をもってコミットと

呼ぶこともできるであろうが、「オプションをサーチ」すること自体、交渉することにコミットしてい

るからであると見ることも可能である。 

 結論として、ウルグアイ・ラウンドの準備交渉における SPS 交渉分野の場合、①問題の特定

(identification of problems)、②オプションのサーチ(search for options)、および④交渉す

ることの合意(agreement to negotiate)の 3 つのステージは明確に確認できた。しかし、③交

渉することのコミット(commitment to negotiate)については、上記と一連の、かつ区別された

                                            
58 農業交渉分野の場合、市場アクセスにおいてミニマムアクセスや関税化を含むさまざまなオプ

ション、輸出補助の場合規律の強化や一般的な禁止ないし削減もオプションとして「勧告詳細化案」

に掲げられていたから、該当することはより明確である。 
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ステージとしては明確には確認できなかった。問題を特定し、この解決のためのオプションを

サーチすること自体が交渉することへの暗黙のコミットであると考えれば、交渉することについ

ての③のコミットと④の合意とを必ずしも区別する必要はないともいえる。付言すれば、交渉対

象を特定するためにまず行われたことは「データベースの構築」であり、交渉対象として特定さ

れるのは「問題」であって交渉対象の定義である必要はない(なぜなら、それ自体が交渉事項

だからである)、オプションについては明確な選択肢として交渉開始に当たり合意されている必

要はないが検討結果として正式に認知されることが必要である。 

 なお、いったん本交渉が開始されると、その過程で交渉の目標と対象を定めたとしても、準

備交渉過程におけるほど大きな意味は持たず、交渉結果は本交渉における交渉内容そのも

のによって規定される。例えば、1989 年 4 月の「中間レビュー合意」の SPS 規制に関する分

野に関する交渉の長期的な目標や作業計画の諸目標＇objectives（は、その後の具体的提

案と論議、ドラフトの過程を通じて大きな修正を受けることになった。 

＇SPS 交渉の時間的枞組み（ 

 多国間交渉の時間的枞組みの経験則は、「多角的貿易交渉においては、＇交渉の（デッドラ

インはしばしば米国通商法の産物である」59とする。 

プンタ・デル・エステ宣言が合意された 1986 年 9 月の時点では、ファースト・トラ

ック手続きを初めて導入し東京ラウンド合意実施法をこれに基づき成立させた「1974

年通商法」がまだ効力を有していた。しかし、このファースト・トラック手続きは 1988

年 1 月 2日に失効することが予定されていたから、宣言で定められた 4年間のラウンド

交渉期間は米国の通商法によって直接的に規定されていたとはいえない。 

しかし、1988 年 8 月の「1988 年包括通商・競争力法」（以下「88年通商法」という。）

の成立以降はラウンド交渉プロセス（の終結予定）と米国通商法に基づく大統領の交渉

権限の授権期限との相関度は高くなる。1989 年 4月の中間レビュー合意の「作業計画」

は、1989 年 12 月までの交渉参加国からの提案の提出、1990 年末までの長期的な改革計

画とその実施計画についての合意、その後速やかに交渉参加国からの約束と実施計画の

通報を定め、1990 年 12 月のブラッセル閣僚会合はこの交渉権限を前提に設定された。

88 年通商法は 1991 年 6 月 1 日前までに合意しなければならないこと、その 90 日前、

すなわち 3月 1日には合意の意図を議会に通報することを定めていたから、大枠につい

て閣僚会合で合意を見ることができれば、市場アクセス交渉など二国間の交渉に 3ヶ月

の期間があることを意味していた。したがって、ラウンド交渉のデッドラインは 88 年

通商法における交渉授権期限とも一致していたということができる（逆に、88 年通商

法の授権期限がラウンド交渉の 4 年間の交渉期間も念頭に定められた面もあったとも

いえよう）60。 

                                            
59 Hart[1995]226 ページ。 
60 88 年通商法はウルグアイ・ラウンドとともに北米自由貿易協定＇ＮＡＦTA（も念頭に置いて定め

られたといわれる。 
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ブラッセル閣僚会合が失敗に終わったことは、宣言で定めた 4年間の時間的枠組みと

ともにこうしたシナリオが崩れたことを意味したが、88 年通商法は大統領の要請によ

り合意期限をさらに 2 年間延長することが定められており、この延長手続きは 1991 年

5 月に行われた。 

ラウンド交渉の再開を確認した 1991 年 2月の貿易交渉委員会(TNC)で、ダンケル議長

は「交渉期限を定めることは必ずしも賢明ではない、（交渉終結の）目標期限は交渉過

程を通じておのずと浮かびあがるようにすべきである」として時間的枠組みを定めず61、

4 月に交渉組織を再編した際にも時間的枠組みは定めなかった62。ところが、ダンケル

GATT 事務局長・貿易交渉委員会（TNC）議長は自ら農業交渉プロセスを主宰して精力的

に検討を進め63、7月には「9月から交渉を加速させ、10 月と 11 月には膨大な交渉努力

が必要とされる、ラウンド交渉の「ディール・メーキング」のステージとならなければ

ならない」と発言したうえで64、12 月 20 日に「最終合意案」を提示した。さらに「最

終合意案」提示を数時間後に控えた 12 月 20 日の貿易交渉委員会(TNC)では、市場アク

セス交渉分野に関して翌 1992 年 3 月 1日までのオファーの提出、3月 15 日までのその

調整、3月 31 日までの確定のスケジュールが予告された65。 

延長された 88 年通商法によれば、1993 年 3月 1 日が意図通報の期限であるから、こ

うした日程を通商法の期限だけで説明することはできない。重要な説明要素は、主要な

交渉アクターの交代の可能性であった。まずダンケル自身、GATT 事務局長としての任

期の更新時期が 1992 年 9 月となっていた66。また、1992 年は米国大統領選挙が行われ

る年であり、結果いかんによっては通商政策の変更や行政府の交渉チームの異動が考え

られた。さらに、EC 委員も 1993 年初めには交代することが予定されていた67。自身を

含む主要な交渉アクターの交代の可能性を考慮して、ダンケル GATT 事務局長としては

1992 年の前半までの決着を目指し、これが失敗したとしても自らの任期を容易に延長

でき、また主要国の現在の交渉アクターによる決着を 1992 年末までに行うことができ

                                            
61 Trade Negotiations Committee, Fifteenth Meeting: 26 February 1991 (MTN.TNC/19, 

1 March 1991) 
62 Trade Negotiations Committee, Sixteenth Meeting: 25 April 1991 (MTN.TNC/20, 7 

May 1991) 
63 1963 年以来 GATT 事務局の農業部長を務めていたリュック＇Jean-Marc Lucq フランス農務

省出身（を更迭した。 
64 Trade Negotiations Committee, Eighteenth Meeting: 30 July 1991 (MTN.TNC/22, 7 

August 1991) 
65 Assessment of the Situation in the Market Access negotiations and Modalities for 

their Completion, Statement by the Chairman of the Negotiating Group on Market 

Access (MTN.TNC/W/93, 20 December 1991) 
66 ダンケルの GATT 事務局長としての任期は 1980 年 10 月に開始し、3 年ごとに更新され、1992

年 9 月末が 3 回目の更新期限であった。 
67 さらに、EC では卖一欧州市場実現に向けての協議が進められていたほか、共通農業政策

(CAP)の改革が大詰めを迎えていた。前者は 1992 年 2 月にマーストリヒト条約として調印され、後

者は 5 月に合意を見た。特に前者の批准手続きは加盟国にとって大きな政治問題となった。 
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る可能性があると考えたとすれば、88 年通商法の延長された実質交渉期限とも符合す

る。実際、1992 年の交渉経過はこのような見方を裏付けるものであった。 

ダンケル GATT 事務局長・貿易交渉委員会議長のこうした試みが失敗に終わったのち、

ウルグアイ・ラウンド交渉の終結を含む時間的枠組みは貿易交渉委員会(TNC)の場で決

められることはなかった。ウルグアイ・ラウンドは 1993 年 12 月 15 日の貿易交渉委員

会(TNC)で実質的な終結が確認されたが、この交渉期限は新たな「ファースト・トラック」によ

る交渉権限の大統領への授権期限によって規定された。米国では、ファースト・トラック延長法

案が 4 月末に議会に提出され、6 月末に通過して 7 月 3 日に成立した。これによる合意期限

は 1994 年 4 月 16 日前まで、この 120 日前である 1993 年 12 月 15 日までに議会への意図通

報を行うべきこととされていた。この期限は交渉参加国により合意結果の確認を行ったマラケ

シュ GATT 閣僚会合(1994 年 4 月 12～15 日)とも、またラウンド交渉の実質的な終了が宣言さ

れた 1993 年 12 月 15 日の貿易交渉委員会(TNC)と完全に符合する。1993 年においては、ラ

ウンド交渉関係者の関心は貿易交渉委員会ではなく、米国議会にどのような内容のファース

ト・トラック延長法案が提出されるのか、またそれがいつ成立するかであった。すなわち、ラウン

ド交渉の期限はこのファースト・トラック延長法により規定された。 

結論として、ウルグアイ・ラウンド交渉の時間的枞組みは米国通商法のファースト・トラックに

基づく授権期限により規定されたが、当初設定された 4 年後の期限経過後に設定された時間

的枞組みはこれのみによって説明できないケースがあった。追加的な説明要素としては主要

な交渉アクター(とその交代の可能性)、次いで主要な交渉プレーヤーの重要な政治的イベン

トであった。 

＇SPS 交渉の組織構造（ 

 交渉がどのような「場」で行われるかが交渉の成否を規定することは、東京ラウンドとウルグア

イ・ラウンドでの SPS 措置の取り扱いに明確に見ることができる。東京ラウンドで SPS 措置を含

む非関税措置が農業分野においても交渉課題の一つとして取り上げられながら、スタンダー

ド・コードが合意されたにとどまり、農業交渉分野では従来のラウンド交渉と同様関税交渉に終

わったのは、「非関税障壁」交渉グループ＇Group 3＇b（（と「農業」交渉グループ＇Group 3＇e（（

の任務・役割分担が明確でないまま SPS 措置がこれらの両方で取り上げられるという中途半端

な位置づけとされたことにより交渉の焦点が定まらなかったことによる面が大きかった68。 

ウルグアイ・ラウンドの場合、SPS 分野は準備交渉段階から一貫して農業分野の一つとして

位置付けられていたが、SPS 作業グループが 1988 年 10 月に設置されるまで、議論の進展が

ほとんど見られなかった。SPS 作業グループは農業交渉グループの下部組織として位置付け

られ、権能・任務の文言上の位置づけは交渉グループではなかったものの、いったん設けら

れると、この「作業グループ」が交渉の「場」として SPS 協定の成立まで実質的に機能した69。 

                                            
68 また、米国が農業補助金を補助金交渉グループで取り上げることに固執したことも、ラウンド交

渉全体を停滞させる一因となったことはすでに見たとおりである。 
69 すでに見たように、このような位置づけとされたのは、交渉グループとして位置付けることによる



30 

 

 「技術レベル」と「政治レベル」の二重構造は東京ラウンドのみならず、ウルグアイ・ラウンドに

おいても顕著に見られた。ウルグアイ・ラウンドにおいて、「政治レベル」として最も重要な役割

を果たしたのは事務局長と尐数の参加国代表による非公式の会合である「グリーン・ルーム」

会合であった。ラウンドの交渉組織で最上位に位置付けられた貿易交渉委員会(TNC)は、

「＇交渉の（ストック・テーキングのため、交渉の流れを変えるため、あるいは交渉に新たなデッド

ラインを設けるために、注意深く準備されたセット・プレーのための機会を提供する」70ことがそ

の機能であった。ウルグアイ・ラウンド交渉参加国すべてが参加するこの会合で実質的な論議

を行うことは実際上不可能であったうえに、交渉参加国の考えや反応をあらかじめサウンドす

ることなしにこのような会議に臨むことにはリスクがあった。そこでこの議長であったダンケル

GATT 事務局長は、貿易交渉委員会＇TNC（を開催する際には事前にグリーン・ルーム会合を

招集して自身の考えについて主要な交渉参加国代表部大使にサウンドする事前の根回しを

行った。したがって、公式の貿易交渉委員会＇TNC（は、レベルとしては「政治レベル」であった

が、重要性は非公式の「グリーン・ルーム」会合のほうが高かった。   

 「グリーン・ルーム会合」方式はダンケル事務局長が繊維委員会の議長を務めていた際に生

み出したとされ71、彼はウルグアイ・ラウンドでこれを交渉内容に関する論議の場としても活用し

た。「ダンケル・プロセス」で自ら農業交渉グループを主宰した際に、20ヵ国程度の主要交渉参

加国の代表者を GATT 事務局の会議室だけでなく GATT 外の場所に集めて非公式の会合を

持った。農業交渉の場合、交渉内容が「技術者が取り扱うには余りに政治的で、政治家がその

裁量で判断してしまうには余りに技術的な」＇Trop politique pour être traitée par les 

techniciens; trop technique pour que les hommes politiques puissent ã leur 

discretion en venir ã bout（性格をもっていた72から、1991 年末の「最終合意案」農業部分の

ようなパッケージを作りあげるためには、有効であったといえよう。 

しかしながら、「政治レベル」の交渉の「場」を「技術レベル」の交渉の「場」としても活用する

方式は、SPS 分野では成功しなかった。ブラッセル閣僚会合失敗後の「ダンケル・プロセス」で

は、ダンケル事務局長は自ら農業交渉グループ議長を務めたが、SPS 分野については自身が

「残されたいくつかの意見の不一致は主として政治的な性格のもの」とした73にもかかわらず、

会合を自ら主宰することはなかった。これは、農産物市場アクセス、国内支持、輸出補助とい

った農業交渉分野の膨大な検討作業に専念せざるを得なかったこと、SPS 分野での残された

論点が農業分野に比べれば大きなものではなく、また SPS 交渉の「場」はダンケル自らが主催

しなくても機能すると判断されたことによるといえよう。 

SPS 交渉が「グリーン・ルーム」で取り上げられたのは、1992 年 12 月に米国が SPS 協定案テ

                                                                                                                                
交渉組織の再編や議長の選出問題を避けたいという事情があったことから、「場」が公式のものか

非公式のものであるかは、その「場」での合意形成にとって重要な意味を持たないといえよう。 
70 Croome[1995]163 ページ。 
71 Hart[1995]204 ページ。 
72 Le Monde (juillet 8, 1992) 
73 1991 年 6 月 12 日開催の農業交渉グループ非公式会合での発言。 
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キストの「明確化」を提案した際であった。1992 年 12 月 10 日、翌 1993 年 1 月 11 日と同月 14

日の計 3 回、SPS 協定テキストの「明確化」問題が「グリーン・ルーム会合」で取り上げられたが、

このうち 1 回目は問題を浮上させて交渉参加国の反応を見る意味で、また第 2 回目は非公式

にせよ検討の「場」を設けるという意味でそれぞれ重要な「政治レベル」としての役割を果たす

ものであった。3 回目の会合ではダンケルが実質的な内容の議論に立ち入って解決を図ろうと

したが、議論が混乱して失敗に終わった。ダンケル本人を含め交渉参加国の大使レベルの出

席者の中に SPS 協定案について議論できるだけの知識を持っている者がいなかったことから

議論の体をなさなかったのである74。SPS 協定案テキストの修正問題について非公式の検討の

「場」を維持すること、これまでの交渉結果をリオープンするのでなく実質的でない事項につい

ての検討を非公式かつ目立たないように(discreetly)行うこととするという重要な決定は、翌日

の SPS 専門家による非公式会合で行われた。 

 結論としては、公式にせよ非公式にせよ、またその権能(Terms of reference)がどのように定

められていようと、ある問題を取り扱うための交渉の「場」の設定は、その問題について解決を

得るための交渉が行われる必須の要件であるとともに、交渉の成否を左右する。また、交渉に

ついて「技術レベル」と「政治レベル」の二重構造が存在することはウルグアイ・ラウンドにおい

ても確認できた。この二重構造の機能はラウンド交渉の主要アクター(GATT 事務局と議長)の

「采配」に大きく依存し、したがってそのパーソナリティや資質に左右されることである。また、

「政治レベル」が機能を果たさない場合には、「技術レベル」がこれを補完する＇せざるを得な

い（場合がある。 

 

＇2（ SPS 交渉の参加者 

＇SPS 交渉のプレーヤー（ 

 ウルグアイ・ラウンド交渉参加国のなかで SPS 交渉の「場」で提案を積極的に行なったのは、

交渉開始から中間レビュー合意までの間、および中間合意後の各国からの提案の提出プロセ

スのいずれのフェーズにおいても米国、ケアンズ・グループ、北欧グループ、EC であった。

SPS措置のルール化に慎重・消極的な態度をとったのは日本、韓国、オーストリアであった。途

上国で農業交渉に関する提案のなかで SPS 措置に触れたのは中間レビュー合意までのフェ

ーズではジャマイカ、エジプト、メキシコ、ペルー、インド、中間合意後のフェーズではブラジル、

コロンビア、モロッコ、バングラデシュであった＇ただし、SPS 分野を卖独に提案で取り上げたも

のはなかった（。 

交渉プレーヤーのうち、米国、ケアンズ・グループ、北欧グループ、EC については、SPS 交

渉の「主導原理」となってゆくさまざまな概念を提案し、その詳細なフォーミュラ化の内容も次

第に深化を見せていった。一方、慎重・消極的な立場をとる国々の提案内容は、いずれも各

                                            
74 SPS 交渉担当官が同席していた国もあったが、その場での「耳打ち」程度では間に合わなかっ

た。出席していたスタントン上級参事官は「全く無用の(useless)会議であった」としている(2009 年

8 月 28 日のインタビュー)。筆者も全く同じ感想と見解をもっている。 
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国が置かれた状況の多様性を強調するにとどまり、一般的な立場の表明の域を出ない内容に

止まるものが多かった。また、途上国からの提案は、途上国に対する技術援助の重要性と特

別かつ異なる待遇の必要性を強調する内容の域を出なかった。 

 主要なプレーヤーのうち、ケアンズ・グループと北欧グループはそれぞれ性格を異にする

「連合関係」であった。前者は、参加国の発言・行動を拘束しない「緩い」連合体であり、構成

国が独自に提案を提出することがあった。のみならず、その交渉アクターであるはずのオース

トラリアの交渉代表とは別に、カナダ、アルゼンチンなどの代表者が交渉アクターとして発言し

行動することがあった。一方、後者については、農業交渉に関しての発言国とされたフィンラン

ドの代表者が常に北欧グループの交渉アクターとして発言し、行動した。また、これら 2 つのグ

ループは、SPS 交渉で異なった意味で「仲介」の機能を果たした。ケアンズ・グループは通常

「補助金で手を汚していない農産物輸出国の連合体」と認識されている75が、輸入に際して厳

しい動植物検疫をとっているオーストラリアやニュージーランドのような国々と過度な SPS 措置

の緩和を要求する国々の連合体であるとともに、先進国と途上国による「单北」縦断的な連合

体であるという興味深い 2 つの側面をもっていた。他方、北欧グループの場合は、このような複

雑さを持たない小国連合の性格をもっていたが、近い将来での EC への加盟を視野に入れて

いたという状況にあった。 

なお、EC は上記のグループの意味での「連合体」ではないものの、実態的には EC 委員会

と加盟国、また加盟国間で利害を異にする連合体であった。EC 委員会は欧州連合の成立に

向け委員会の権限の一層の強化を目指している一方、加盟国においては主要加盟国間、「北」

と「单」の加盟国間の利害対立があっただけでなく、主要加盟国は EC 委員会への権限の集

中に警戒感をもっていた。こうしたことから、EC としての意見集約、ポジション決定に相当の時

間と労力を必要とした。こうしたことが、交渉プレーヤーとしての EC、交渉アクターとしての EC

委員会代表者の発言や行動に影響を与えることになった。 

＇SPS 交渉のアクター（ 

SPS 交渉は、SPS 作業グループが設置された「1988 年秋が分水嶺」76であった。これ以前の

農業交渉グループ、さらには準備交渉段階では、農業政策担当部局からの参加はあったもの

の、GATT についての専門知識を有する外交・貿易担当部局の代表者が主流の「世界」で議

論が行われたことから伝統的な GATT の諸原則に即した論議の枞を超えた議論は行われな

                                            
75 ただし、ウルグアイ・ラウンド当時においてもカナダは日本とともに GATT 第 11 条 2 項＇c（の明

確化を主張していた点でやや異なる性格をもっていたことは認識されていた。 
76 スタントン参事官(当時)は、1988 年春ごろ国際食品規格委員会の会合にオブザーバーとして

出席していた際、オーストラリアとカナダの専門家から GATT で SPS 措置について議論しているよ

うだが、自分たちがこれに参加するためにはどうしたらよいかと質問されたので、自国政府内で出

席できるように掛け合うしかないと筓えたとのことである。その年の秋にはSPS作業グループが設け

られ、専門家が議論に参加できるようになったことをもってスタントン上級参事官は「分水嶺であっ

た」と述懐している(2009 年 8 月 28 日のインタビュー)。このエピソードは、この段階ではオーストラ

リアやカナダでも政府として SPS 交渉の「落としどころ」の明確なイメージとそのための戦略を持っ

ていなかったことも示唆している。 
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かった。しかし、SPS 作業グループという交渉の「場」が設けられ、SPS 分野についての専門的

知識を有する「専門家」が組織的に交渉に参加したことで、SPS 措置の実際に即した議論が可

能となった。SPS 作業グループの設置以降、SPS 交渉の主要プレーヤーで交渉アクターの交

代が見られた。 

＇SPS 交渉の主要プレーヤーとアクター（ 

＇ァ（米国 

ウルグアイ・ラウンド交渉の開始は米国のリーダーシップによる面が大きく、SPS 交渉におい

ても、「調和」や「科学」といった交渉の「主導原則」となる概念を提案し、SPS 作業グループの

設立を提案するなどイニシアティブをとった。米国は、農業交渉で農産物輸出国として「貿易

自由化」の立場をとったと理解されているが、SPS 交渉においてこのように卖純なポジションを

とることはできなかった。確かに、EC とのホルモン牛肉紛争は農産物輸出国としての立場から

提起されたが、残留農薬許容基準をめぐる欧州産ワインの輸入制限、地中海ミバエの発生を

理由とする英国産トマトの輸入禁止、BSE 発生を理由とする欧州産牛肉の輸入禁止、青酸カリ

が混入されたチリ産ブドウの輸入禁止措置など、農産物輸入国としての SPS 措置が二国間の

貿易問題に発展した問題の当事国でもあったことを看過してはならない77。 

米国のウルグアイ・ラウンド農業交渉における基本的なスタンスは、農産物輸出の拡大であ

ったものの、行政府の交渉関係者は SPS措置とこれに関するルールがいわば「両刃の剣」であ

ることを当初から理解していた。ラウンド交渉終盤に米国の環境・消費者 NGO が北米自由貿

易協定(NAFTA)の米国議会での審議を梃に SPS 協定案テキストを修正するよう USTR に対し

て圧力を加えたことが米国からのテキスト「明確化」の提案につながったことは事実であったが、

この提案は NAFTA、次いでウルグアイ・ラウンド合意実施法案の議会審議を念頭に置いての

政治的な考慮からなされた。 

SPS 交渉は農務省が主導し、USTR、食品医薬品局(FDA)などと調整しつつ交渉にあたった。

交渉アクターは交渉終結まで一貫して農務省海外局(FAS)の担当課長であったが、法務担当

官が常にサポートを行い、ラウンド交渉終盤の「明確化」の提案には USTR と環境庁(EPA)がよ

り深く関与し、交渉団のメンバーにも加わった。 

＇ィ（EC 

ウルグアイ・ラウンド農業交渉についての図式的な理解は、米国対 EC の対立関係のもと、

米国は農産物貿易自由化を求める要求者、EC は「ヨーロッパ要塞」＇fortress Europe（の防御

者として位置付けられる。確かに、EC は農産物市場アクセスや農業補助金分野においては

「デマンド」側ではなかった。SPS 分野においては、ホルモン牛肉問題については米国からそ

の禁止措置を問題にされる立場にあった一方、残留農薬許容基準をめぐる欧州産ワインの輸

入制限、地中海ミバエの発生を理由とする英国産トマトの輸入禁止、BSE 発生を理由とする欧

                                            
77 日本では、米国がラウンド交渉終盤に「輸入国としての立場を強め、国際基準よりも厳しい措置

をとる権利も主張するようになった」＇藁田[1999]23 ページ（といった、事実関係に反する図式的な

理解がしばしばみられる。 
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州産牛肉の輸入禁止問題にみられるように、EC は農産物輸出国として米国の SPS 措置を問

題にしていた。米国同様、EC の当局者も SPS 措置とこれに関するルールが「両刃の剣」である

ことを理解していた。 

こうしたことから、EC は適切な SPS 措置を選択し「受け入れ可能なリスク水準」を選択する

「主権的権利」を主張するとともに、「科学的証拠がそれ自体相対的な性格を持っている」こと

を理由に、「リスク評価」と「地域主義」＇病虫害無発生地域・低発生地域（といった重要な概念

を提案した。これらの概念はケアンズ・グループによってルールとしての具体化がなされること

になる。 

EC は GATT の場では「地域」として EC 委員会が卖一の交渉参加者の資格で発言すること

が「慣例」とされており78、こうしたことから EC 委員会と加盟国との間の調整がきわめて重要な

意味を持ち、加盟国との「技術レベル」の調整の場として 113 条委員会が設置されてい、EC と

加盟国との間には常に緊張関係が存在した。ひとつは「卖一市場」の成立に向けての EC 委

員会の権限強化の意図とこれを牽制する加盟国政府との緊張関係があり、いまひとつは共通

農業政策＇CAP（改革問題をめぐる関係加盟国間と EC 委員会との緊張関係であった。 

ウルグアイ・ラウンド当時、EC においては共通農業政策(CAP)改革が財政問題とも密接に

関係して目前の大きな課題となっており、さらに卖一市場実現、EC 加盟国の拡大が課題であ

った。1989 年 11 月のベルリンの壁崩壊以降の旧東欧圏諸国の市場経済化と EC 加盟への動

きは、一層こうした課題の解決の緊急性を増すこととなった79。ラウンド交渉において、EC 委員

会と加盟国政府からなる EC の二重構造のもとで、前者が共通農業政策(CAP)改革という内政

問題にウルグアイ・ラウンド農業交渉という「外圧」を利用した側面は否定できない80ものの、

SPS 措置のように輸出国・輸入国いずれにも交渉ポジションを卖純化することができない問題

については、加盟国間の意見調整を行って EC としての統一ポジションをとることは困難であっ

た。SPS 交渉について EC からの提案が極めて尐なかったことの一因は、ここにあった。 

ホルモン牛肉問題はウルグアイ・ラウンド開始前から米国と貿易問題化してい、新たな紛争

                                            
78 あくまでも慣例によるものであることは、油糧種子問題に関して米国からの GATT 第 23 条 2 項

要請＇L/6628（について GATT 理事会で検討がなされた際、フランス代表が執拗にパネル設置に

反対する発言を行った議事録に如実に表れている＇1988 年 6 月 16 日理事会議事録＇C/M/２２2（

７～１７ページ（。 
79 ウルグアイ・ラウンド交渉期間を通じて EC 加盟国は 12 ヶ国であった。オーストリア、フィンランド、

スウェーデンが加盟するのは 1995 年のことである。一方、１９９２年２月にはマーストリヒト条約が調

印され、１９９３年１月には EC 統合市場が発足し、この年の１１月には欧州連合条約が発効した。 
80 篠原[2000]は、農業交渉に関して、表面的には米国がウルグアイ・ラウンドをリードしたように見

えるが、EC が「ウルグアイ・ラウンドを外圧として利用しつつ、最後にはウルグアイ・ラウンド自体を

CAP 改革に合わせたルールにしてしまった」としている(4 ページ)。しかしながら、EC の共通農業

政策改革は、EC 自体の経済統合の深化や EFTA 諸国の EC への加盟ないし欧州経済領域

＇EEA（による緊密化に加え、1989 年 11 月のベルリンの壁崩壊、1991 年 12 月のソビエト連邦解

体による旧東欧圏諸国の EC への参加の可能性という、より大きなコンテキストのなかでとらえなけ

ればならない。こうした大きな外部的要素から、EC としてはこうした国々からの農産物輸入の増加

ををにらんで、CAP 改革を最優先課題として急がなければならなかったのである。 
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処理手続きの下で遅かれ早かれ紛争処理事案として提起されるであろうことが予想されてい

た81。EC・ホルモン牛肉事案は、ガルシア・マルケス風にいえば「予告された紛争処理事案の

記録」であった。しかし、EC は SPS 交渉の場でホルモン牛肉に関する規制措置を正当化する

「仕掛け」を作ることができなかった。また、この紛争事案のパネル審議に EC が提起した「予防

原則」が、1992 年末の段階で米国の環境・消費者 NGO から SPS 協定案テキストを修正してこ

れに盛り込むよう要求されていたことはすでに見たとおりである。これに対して EC として何の動

きもとらなかったのは、EC 内での意見調整ができなかったことによるものであった82。 

EC は EC 委員会農業総局(DG5)の SPS 措置に知識を持つ交渉官が一貫して交渉アクター

を演じた83。 

＇ゥ（ケアンズ・グループ 

ケアンズ・グループ84は通常「輸出補助金により手を汚していない農産物輸出国」の連合体

として理解されていたことから、SPS 交渉についても農産物輸出国連合とみなされる傾向があ

る。しかしながら、オーストラリアとニュージーランドは世界的にも極めて厳しい輸入検疫措置を

実施し、SPS 措置に関する態度は輸出国・輸入国双方の利害を併せ持つものであった85。 

ウルグアイ・ラウンドにおける「連合」(coalitions)の最も顕著な例は、このケアンズ・グループ

である。先進国首脳会議や 4 ヵ国貿易大臣会合(Quad)のメンバーではないオーストラリアは、

このグループの代表国として発言することにより、そのプレゼンスを向上させることができた。一

方、このグループに参加する途上国は、先進国との提案作成のための共同作業を通じて SPS

問題とこれへの取り組みのための手法についての理解を深めることができるとともに、ケアン

ズ・グループとして統一的なポジションの表明の一員となることによって自身のプレゼンスの向

                                            
81 米国の SPS 交渉担当課長であったグルエフ氏は、ウルグアイ・ラウンド交渉開始時点ではこの

問題は多くのSPS案件のひとつであったが、ラウンド交渉開始以降最重要案件となったと回筓して

いる＇2008 年 12 月 18 日付メール回筓（。 
82 スタントン上級参事官は、このホルモン牛肉問題と協定案テキスト「明確化」問題についての EC

の対応についての質問に対して、「EC は委員会内部と加盟国間のいずれにおいてもジレンマに

直面していたことから、動くことができなかった。満足できる内容ではなかったにせよ、協定案を『吹

き飛ばす』内容でない修正案を見出すことができなかった一方、協定案が EC にとっての貿易問題

を解決するうえで有用であることにも気付いたということはできる」と筓えている＇2009 年 8 月 28 日

のインタビュー（。 
83 さまざまな農業関係紛争事案を担当したが、もともとは獣医学が専門であった。 

84 1986 年 8 月にオーストラリアのケアンズでの会合をもって発足したことからこの名がある。当初

はアルゼンチン、オーストラリア、ブラジル、カナダ、チリ、コロンビア、ハンガリー、インドネシア、マ

レーシア、ニュージーランド、フィリピン、タイ、ウルグアイの 13 ヶ国からなっていたが、後に单アフリ

カ共和国、ハンガリーが加わった。 

85 このことは、ケアンズ・グループが 1989 年 9 月に SPS 問題に関する提案＇W/112（を行った際、

ニュージーランド政府が国内向けの文書で「ニュージーランドはオーストラリアと同様、SPS 措置が

貿易を阻害している場合の輸出国としての利害と、地理的条件によって与えられたユニークな利点

を持った輸入国としての高いスタンダードを維持するという基本的な利益＇essential interests（との

微妙なバランスを達成しなければならない」と説明していることに如実に表れている。 
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上に役立ち、また交渉コストの削減になった。ケアンズ・グループの加盟メンバーへの規制は

緩く、統一的な提案を提出した場合にもメンバーの一部が別途提案を行い、メンバーの交渉

アクターがそれぞれ発言を行うことも許された。それでいて関心の内容、強さが異なる輸出国・

輸入国からなり、しかも先進国と途上国の両者が加わったグループで意見調整を行った結果

提案をまとめたという事実は、交渉の促進要素としての「連合関係」のモデルにきわめてよくあ

てはまる。 

さらに付け加えれば、厳しい SPS 措置をとるとともに農産物輸出に強い関心を持つ先進国と

先進国による過度な SPS 措置による貿易制限を最小化して農産物輸出の拡大を図ろうとする

途上国の連合体であったケアンズ・グループの存在は、農業交渉と SPS 交渉を「先進国」対

「途上国」という不毛のイデオロギー的な单北対立の場とすることを防止する効果をもったとい

うことができる86。 

ケアンズ・グループは「協議・紛争解決手続き」の改善の充実を主張する一方、米国や EC

から提案された「主導原則」を具体的にルール化し体系化するという重要な役割を果たすこと

になった。例えば、完全な「調和」が困難な場合の「同等性」の概念や、「科学的な証拠」が不

十分な場合の「暫定措置」はケアンズ・グループからの提案によるものである。 

  ケアンズ・グループにおいては、交渉アクターの交代と多様化が最も顕著に見られた。SPS

作業グループ設置のころを境にして、ケアンズ・グループの主要メンバー国であるオーストラリ

アとカナダについては、SPS 措置の担当部局の専門家がそれまでの貿易交渉担当官に代わり、

交渉アクターとなった。この２人がケアンズ・グループ内の意見調整と集約に大きな役割を演じ

ただけでなく、SPS 協定案の成文化のプロセスで大きな役割を果たした。ケアンズ・グループ内

での SPS 交渉への活発な参加者は、このほかニュージーランド、アルゼンチン、チリ、タイであ

った。1990 年春以降の「総覧表」に基づく論議から以降は、特にオーストラリア、カナダ、アル

ゼンチンの交渉アクターがそれぞれ積極的に発言し行動するようになった87。 

＇ェ（北欧グループ 

北欧グループ88のなかで、農業交渉分野はフィンランドの担当とされ、グループとしての調

整会合は行われたが、ケアンズ・グループの場合とは異なり、大筋の方針の決定以降は交渉

アクターに交渉を属人的に委任した感があった。北欧グループは相対的には農産物輸入国と

                                            
86 農業交渉においては「食料純輸入途上国」グループが存在したが、「途上国」全体をカバーす

るグループは形成されなかった。当時の米国政府の交渉官も、「ケアンズ・グループは輸出志向が

強い国々のグループであったが、SPS 協定に関しては輸出入国双方の利害のバランスをとるとい

う基本構造に首尾一貫性を持たせる上で大きく貢献した」と述べている＇グルエフ氏からの 2008 年

12 月 18 日付メール回筓（。 
87 なかでも、カナダの交渉担当官＇Randy Benoit 氏。故人（は、適切な保護水準、同等性、途上

国の特別待遇といった概念のテキスト化や、暫定輸入制度に関する附属書 B の調停テキストの作

成に貢献した。同氏は、SPS 協定のなかで最も重要な条文は適切な保護水準の要件に関する第

5 条 5 項の規定であると述べていたとのことである＇2008 年 8 月 28 日の WTO スタントン上級参

事官とのインタビュー（。 
88 アイスランド、フィンランド、ノルウェーおよびスウェーデンの 4 ヵ国から構成された。 
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しての関心を反映していたが、「仲介者」ないし「調停者」として対立点の解決に建設的な役割

を果たした。EC の統合の深化と加盟国拡大のプロセスを見つつ、これへの遠くない将来での

加盟を念頭に89、統一的な交渉ポジションを定めにくかった EC の立場について、一種の代弁

者としての役割を果たしたという面もあったといえよう。 

SPS 交渉については SPS 作業グループ設立後に東京ラウンドでスタンダード・コード交渉に

携わった担当官90が交渉アクターとなり、スタンダード・コードをもとにした協議・通報手続きの

作成、「調和」、「科学」概念についての検討の深化とルール化に大きな役割を果たした。 

＇ォ（日本 

日本の場合、農業交渉に関して「デマンド」側ではなかったこと、農産物についての輸出関

心がほとんどなかったことに加え、農産物市場アクセスや農業補助金に関する交渉の帰趨に

重大な関心と注意が払われていたこと、さらに SPS 分野については第１章でみたような貿易ル

ール化の系譜はもちろん準備交渉プロセスについての「記憶」が国際交渉担当部局において

も SPS 措置の担当部局においても継承されなかったこともあって、大きな関心が払われなかっ

た。また、担当部局が農林水産省(農産園芸局植物防疫課、畜産局衛生課)、厚生省(食品衛

生課)にそれぞれ分かれていたことから、政府としての統一的な交渉方針の調整に大きな困難

があった。SPS 交渉に対しての基本的なスタンスは、安全性・品質に強い関心を持つ農産物輸

入国として自己規定したうえで、現在の SPS 規制・措置を維持する立場から、各国ごとの状況

の違いを強調し、GATT の場での統一的なルール化には消極的で、それぞれの分野ごとの国

際機関での解決にゆだねるべきと主張した。 

交渉アクターは、1990 年春頃まで外務省担当官が務め91、それ以降は農林水産省出身の

代表部農務官が属人的に務めた。 

＇ヵ（事務局・議長 

GATT 事務局では事務局長がラウンド交渉の交渉アクター、SPS 交渉では農業部

＇Agriculture Division＇当時（（員が交渉アクターであった。 

ウルグアイ・ラウンドを開始するに当たって大きな役割を果たしたのは、ダンケル＇Arthur 

Dunkel（事務局長であった。東京ラウンド終結直後の 1980 年 10 月に就任したダンケルは、か

つて試みられたことがなかった意欲的な包括的ラウンド交渉を開始し、成功裏に終結させるこ

                                            
89 １９９１年１０月に EC と EFTA が欧州経済地域＇EEA（創設で合意し、１９９４年１月に発足した。

この年の１１月にオーストリア、フィンランド、スウェーデンで EU 加盟が決定し、ノルウェーではこれ

が否決された。 
90 スタンダード・コード委員会議長も 1984 年から 2 年間務めた。ウルグアイ・ラウンド終了後、１９９

５年から１９９７年まで SPS 委員会の議長を務めたほか、オーストラリア・サーモン紛争事案のパネリ

スト、日本・コドリンガ紛争事案のパネリスト・議長を務めた。なお、フィンランドの場合、外務省に所

属する交渉担当官に SPS 交渉が任され、ウルグアイ・ラウンド交渉終結後に SPS 協定に関する業

務が農業省に移管されたとのことである(２００８年９月４日のベリホルム氏とのインタビュー)。 
91 ウルグアイ・ラウンドの初期段階では、外務省の担当官が各交渉グループのスピーカーを務め

ることが原則とされた。 
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とを自らの課題とした92。農業交渉グループの議長でありながら農業部長を更迭してまで「技術

レベル」の交渉内容に立ち入る彼の手法は「最終合意案」に結実したものの、主要国に受け入

れさせるだけの政治力を欠いた。1993 年 7 月に就任したサザーランド＇Peter Sutherland（は、

ラウンド終結のための政治的環境作りに努めるとともに、交渉については「決める」ことに徹し

た。 

農業貿易委員会議長、次いで農業交渉グループ議長として 7 年間携わったドゼウ＇Aart de 

Zeeuw（は、SPS 交渉に関し「仲介者」としての役割を果たさなかった。彼にとって、SPS 分野は

農産物市場アクセス、農業関係補助金分野に比べれば 2 次的な重要性しかもっておらず、透

明性や協議手続きに関するルール化で十分であると考えていた。主要な交渉プレーヤーの意

図を読み誤っていたといえよう。 

GATT の事務局員であるとともに SPS 作業グループの議長を務めることとなったスタントン

＇Gretchen Stanton（参事官は、SPS 分野の専門家ではなかったが、交渉の枞組み作りと運営

に「仲介者」として重要な役割を果たすことになった。 

＇キ（国際専門機関 

 国際専門機関・条約のなかでも、SPS 交渉において特に重要であったのは国際食品規格委

員会、国際獣疫事務局、国際植物防疫条約であった。これらの SPS 交渉への対応には大きな

相違があった。国際食品規格委員会は、ウルグアイ・ラウンド交渉開始時点から、その国際規

格が SPS 措置に関する貿易ルールの制定を通じて強制力を持つことになることに気付き、交

渉への取り組みに積極的な態度をとった。国際獣疫事務局は、当初は貿易ルールが制定さ

れることによりその国際基準、特に検討段階にあった動物愛護に関する基準の制定作業が

「政治化」することを警戒した。国際植物防疫条約については、1992 年まで事務局が存在せ

ず、FAO 事務局の担当官がその事務を代行していたに過ぎないという状況にあった。 

このように国際条約・機関における態勢や姿勢に大きな相違はあったものの、これらの担当

官が SPS 作業グループ会合に常にオブザーバーとして参加していた。こうしたことから、交渉

参加者と呼ぶことはできないものの、会合の場でそれぞれの国際機関・基準の状況を説明す

ることによる交渉参加者間の「共通認識・情報の共有化」と、SPS交渉の状況と方向についてそ

れぞれの国際機関等に持ち帰ることによる関係国際機関間の「共通認識・情報の共有化」に

重要な役割を果たすことになった。 

 特に最後の点については、関係国際機関事務局担当官による「認識共同体」の形成への契

機という点で、極めて重要な意味をもった。 

＇認識共同体（ 

 ウルグアイ・ラウンドへの準備交渉プロセスから SPS 協定の成立までの過程において、GATT

                                            
92 ダンケルの前任のロング＇Olivier Long, 1968 年 6 月～1980 年 10 月（は東京ラウンド＇1973

年 9 月～1979 年 4 月（を、初代のホワイト＇Eric W. White, 書記局長＇Executive Secretary（と

して GATT 発足時から 1965 年 3 月まで、事務局長として 1965 年 3 月～1968 年 5 月（は第 1

回ラウンド＇1948 年（からケネディ・ラウンド＇1964 年 5 月～1967 年 6 月（をそれぞれ手掛けてい

た。 
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の場で「認識共同体」の変質があったといえる。SPS 作業グループの発足までは、SPS 交渉も

「GATT に関する専門家集団」という認識共同体の場であった。しかし、1988 年秋に作業グル

ープが設置されて SPS 分野に専門的な知識・経験を持つ交渉アクターが参加するようになると、

実態に即した議論を深めることが可能になった。また、国際食品規格委員会、国際獣疫事務

局、国際植物防疫条約の関係者が SPS 交渉の「場」に参加するとともに、GATT 事務局の担当

官がこれら国際機関の関連する会議に出席するようになったことで、「貿易ルールに理解をも

った SPS 分野に関する専門家集団」が形成される契機が生まれることになった。しかも、これま

で全く互いに交渉がなかった動物検疫分野、植物検疫分野、食品衛生分野の専門家が、

GATT での SPS 交渉によって GATT という貿易ルールの視点から、それぞれの分野の国際機

関・国際基準の意味・役割を考え直さざるを得ないこととなるとともに、互いに理解を深めるきっ

かけを与えることになった。 

 ウルグアイ・ラウンド SPS 交渉においては、それまでの「認識共同体」の変質があったが、かと

いって新たな「認識共同体」によってとって代わられたわけではなかった。主要交渉アクターが

すべて SPS 分野の専門家に入れ替わったわけではなかったからである。しかし、これらの交渉

アクター相互間で交渉の「場」での人的な信頼関係の構築を通じ SPS 協定案テキストを最終的

な合意に持っていこうという共通の意識が形成されていたから、最終段階でのテキスト修正問

題について「政治レベル」に代わり「技術レベル」により危機を乗り越えることができたということ

ができる。 

 結論として、尐なくとも SPS 分野についていえば、GATT でのいわゆる「クラブ・モデル」は、

新たなインターディシプリナリーな分野のルール化を取り上げたことにより、すでに 1980 年代

末には変質が始まっていたということができる。 

 

 ところで、SPS 交渉における主要交渉参加国の立場を紹介している諸著作は、SPS 交渉の姿

を部分的にしかとらえていない。Stewart[1993]は中間レビューまでの主要国の交渉ポジション

として米国、EC、ケアンズ・グループ、食料輸入国として日本、韓国、さらに発展途上国の提案

の主要点を93、Croome[1995]は中間レビュー後のプロセスでの米国、EC、ケアンズ・グループ、

日本、発展途上国の提案の論点を紹介し94、Prévost and Van den Bossche[2005]は SPS 交渉

では「主要農産物輸出国が主導的な役割＇leading role（を果たした」としてケアンズ・グループ、

米国、EC のみを挙げている95。これらのいずれもが多数の提案を提出し、また「仲介者」として

重要な役割を果たした北欧グループの存在を無視している。SPS 交渉を農産物輸出国による

自由化交渉である農業交渉の一環として卖純にとらえていることによるものであろう。 

 また、途上国が SPS 交渉に「参加していなかった」という見方を示しているものが多い96。しか

                                            
93 Stewart[1993]172～193 ページ。 
94 Croome[1995]236～237 ページ。 
95 Prévost and Van den Bossche [2005]240~241 ページ。 
96 Prévost and Van den Bossche[2005]242 ページ。Jensen[2002]34 ページ。 
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し、こうした論考における SPS 交渉での途上国の立場の紹介は、一部の途上国の提案を「つま

み食い」的にとり上げているに過ぎず、体系的でも網羅的でもない97。 

SPS 作業グループの会合には多くの途上国が出席した。しかしながら、途上国からの提案・

発言には従来からの「途上国に対する特別かつ異なる待遇」の供与の域を出る主張がなかっ

た。SPS 問題の内容に立ち入って検討し主張をまとめるだけの人的資源がなかったことも理由

として挙げられよう。基本的な理由は、SPS 措置に関する「ルール交渉アプローチ」が先進国・

途上国横断的なルール形成を目指すものであったこと、多くの途上国にとって優先度・関心度

の高い交渉分野はほかにあり、SPS 交渉はそれに比べれば目立たないルール交渉分野であ

ったから、こうした途上国の利害を守るためのルール化はケアンズ・グループの途上国メンバ

ーに事実上委ねられ、後者がルール面での途上国の利益をいわば代弁した。その他の途上

国は、SPS 交渉に「ただ乗り」＇free-ride（したのである。 

 

＇3（ SPS 交渉のフェーズ 

＇SPS 交渉のフェーズ（ 

 SPS 交渉は、第 3 章から第 7 章までで見たように、次のような経過をたどった。 

 

＇ァ（SPS 交渉の「場」の設定＇1982 年 11 月～1986 年 9 月（ 

＇ィ（SPS 交渉の枞組みの設定＇1986 年 9 月～1989 年 4 月（ 

＇ゥ（各国提案の提出と論点の明確化＇1989 年 4 月～1990 年 4 月（ 

＇ェ（SPS 協定の成文化作業＇1990 年 5 月～12 月（ 

＇ォ（「最終合意案」テキストの「明確化」＇1992 年 12 月～1993 年 12 月（ 

 

このうち、＇ァ（は本交渉に入る前の準備交渉プロセスであり、問題の特定、オプションのサ

ーチと交渉することのコミット・合意の期間であり、非関税障壁としての SPS 措置についての情

報の集積が行なわれた。 

＇ィ（の「交渉の枞組みの設定」後、まず行われたのは、こうした情報の集積をもとにした交渉

参加者に対する組織的な「教育」ともいえる、「情報の共有化」であった。SPS 分野で何が問題

なのかを、加盟国からの通報をもとにした事務局による分析結果、SPS 問題の GATT 上の取り

扱いの経緯および SPS 問題に関連する国際機関とその活動状況に関して GATT 事務局は大

                                            
97 Stewart[1993]が途上国の提案として紹介しているのは 1988 年 7 月のジャマイカ提案

＇NG5/W/68（である。中間レビューまでにナイジェリア＇NG5/W/57（、エジプト、ジャマイカ、メキシ

コ、ペルー共同＇NG5/W/74（、インド＇NG5/W/84（のほか、ジャマイカからその他の提案がなされ

ていた＇NG5/W/42、57、68、89（。これらのうち SPS 作業グループで取り上げられたのは４ヶ国共

同提案であった。Prévost and Van den Bossche[2005]が SPS 交渉への途上国の広範な参加が

なかったとの論拠としているのは事務局が作成した「総覧表」に収められている途上国からの提案

がブラジル・コロンビア共同提案＇W/１３２（およびモロッコ提案＇W/１２１（の 2 つである。中間レビュ

ー後の提案提出プロセスはもとより中間レビューまでのプロセスにおけるその他の発展途上国から

の提案については、検討した形跡がない。 
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部の事務局文書を作成し、農業交渉グループに提出した。これによって、交渉参加国は関連

する必要な情報を共有し、これを前提として「交渉の方式」と「主導原則」に関する提案の提出

が開始された。主要な交渉プレーヤーからの提案内容には、後に SPS 交渉の「主導原則」とな

るものも含まれていたものの、SPS 問題を扱う交渉の「場」がなかったこと、交渉アクターが従来

の「GATT に関する専門家」であったことから、議論が深まらなかった。 

この期間の終盤、モントリオール閣僚会合の直前の 1988 年 10 月に SPS 作業グループが設

置されたことが、SPS 交渉が進展するきっかけとなった。1989 年 4 月の中間レビュー合意は、

プンタ・デル・エステ宣言で設定された 4 年間のラウンド交渉期限末に当たる 1990 年末に向け

て、「交渉の時間的枞組み」を設定したことに意味があったから、SPS 交渉にとっての重要な交

渉フェーズの変更は SPS 作業グループが発足した 1988 年 10 月に行なわれたことになる。 

＇ゥ（の各国提案の提出と論点の明確化は、中間レビュー合意で定められた通りの 1989 年

末までに終了せず、翌 1990 年 4 月まで行なわれた。SPS 分野独自の交渉の「場」の設置とこ

れに伴う交渉アクターの交代により、実際に即した議論が可能となり、交渉提案の提出と論議

の過程で SPS 交渉についての「主導原則」とこれに基づく詳細のフォーミュラ化により、SPS 分

野でのルールのイメージが次第に具体的な姿を現してくるようになった。 

＇ェ（の SPS 協定の成文化作業を開始する前提となったのは、1990 年 5 月から 6 月にかけて

行なわれた「共通の表現」の整理作業であり、これがドラフト・プロセスへの準備作業となった。

「主導原則」を実際に適用するための詳細なルールとして条文テキスト化するためには、まず

さまざまな立場や方法論の相違を収束させなければならない。このためにはまず問題を主要

な論点に分解し＇Issue decomposition（、どの論点についてどのように立場や方法論が相違す

るのかについて整理し、これをもとに主要な交渉アクターのみならず交渉参加者全体で認識

の一致を得なければならない。こうした論点の整理の順番を決め(Issue Sequencing)、「共通の

表現」を探ることは、条文のドラフトのための準備作業そのものであった。 

1990 年 7 月からのフェーズが狭義の「ドラフト作業」であり、条文化を通じて選択肢により対

立点を明確化しつつ合意点に向けてのテキストを作成する作業が行われた。農業交渉では 6

月末の「ドゼウ・テキスト」の提示により農業交渉のフェーズを変更させるための「危機」＇Crisis（

があったが、SPS 交渉は農業交渉のように国別「約束表」の作成・提示を必要としないテキスト

作成交渉であったから、独自のペースで交渉が進められた98。 

SPS 協定案の成文化作業は、1990 年 12 月のブラッセル閣僚会合を境にフェーズが変更す

る。閣僚会合までは、SPS 作業グループという公式の「場」でドラフト作業が行われたが、1991

年 2 月からの「ダンケル・プロセス」の開始以降は、非公式プロセスの活用によって対立点の収

束が図られることになった。このフェーズではダンケル事務局長が主催する農業交渉グループ

の下での非公式協議という形をとりつつ、実質的には参加者を限定しない形で SPS 作業グル

                                            
98 GATT 文書としては7 月テキストを収めた文書が「ドゼウ・テキスト」であるが、6 月にドゼウ議長名

で配布された文書に SPS 関連部分が付されていなかったことにも、農業交渉と SPS 交渉の違いが

表れていた。 
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ープの非公式会合の場で交渉が行われた。しかし、残された争点はECをはじめとする主要交

渉プレーヤー間の対立点をめぐるものであったから、主要交渉アクター間の交渉であった。こ

の SPS 交渉は農業交渉グループでの技術的検討の進展を待つ形で、「最終合意案」提示数

か月前の 10 月と 11 月に開催された。交渉の「進度調整」が行われたといえよう。 

1992年12月からの＇ォ（「最終合意案」テキストの「明確化」のフェーズは、「多国間交渉にお

ける危機管理」とも呼ぶべきプロセスであった。ウルグアイ・ラウンド交渉にとって外的な要素で

ある北米自由貿易協定＇NAFTA（の締結と米国の環境・消費者 NGO の働きかけを契機に開

始されたこと、「政治レベル」であるグリーン・ルーム会合で初めて SPS 協定案が取り上げられ

たこと、SPS 作業グループの主要交渉アクターが「個人の資格」で「実質的ではない修正」に関

与したという点で極めて特異なフェーズであった。 

 1992 年 12 月は米国と EC との間での農業補助金をめぐる対立が解決した一方、米国を中心

とする「最終合意案」についての広範な修正要求から、ラウンド交渉全体にとって危機的な局

面を迎えていた。こうした中でのテキストの修正は、それまでの交渉プロセスを通じて SPS 協定

の成立それ自体の意義を共有するに至った SPS 作業グループの主要交渉アクターが、SPS 協

定案を「救う」ための努力を行ったものであると見ることができよう。 

 このプロセスでは、こうした尐数のアクター間の論議の「マルチ化」、修正提案のうち TBT 協

定の関連条文に波及しうる「貿易に対しもっとも尐なく制限的」＇パラ 21、現行第 5 条 6 項（につ

いての検討を最終段階近くまで遅らせる検討順序の調整＇Issue Sequencing（が行われ、成功

した。 

 以上をもとに、交渉理論によるさまざまな交渉ステージ区分について検討する。 

 まず、交渉を「フォーミュラ・フェーズ」とこれをもとにした「詳細のフェーズ」に２区分すること自

体は正当であるが、SPS交渉についてはさらに複雑なフェーズを経ることになった。SPS措置に

ついては、まず非関税障壁について広範な調査と情報の集積が行われ、そのなかから特定さ

れたことが交渉の発端であった。その意味で「争われている問題の『外縁』の決定」が関連する

情報の集積とともに行われ、次いでこれをもとにして「問題の特定と定義」が本交渉ではなく、

交渉の準備プロセスで行なわれた。 

 本交渉としての SPS 交渉は、準備交渉プロセスをもとにした関連する情報の交渉参加者によ

る「共有」がまず行われた上で、「交渉の場のサーチ」、さらにここでの「主導原則のサーチ」が

行なわれた99。「有利な譲歩を求めてのバーゲニング」ないし「立場の相違の縮小」は「実施細

目のサーチ」のなかで並行して行なわれていた100。「最終バーゲニングのための予備交渉」と

「最終バーゲニング」については明確に区分できない。SPS 協定案テキストはダンケル事務局

                                            
99 交渉の枞組みとして形式的に「交渉の『場』」が設定されても、実質的な「場」が設定されたわけ

ではなかった。 
100 EC が主張した SPS 措置の対象範囲については「実施細目のサーチ」のなかでのひとつの争

点となったが、この問題は「最終合意案」で「裁定」されたから、対象範囲の決着を「争われている

問題の『外縁』の決定」と見ることには無理がある。この決定は「問題の定義」と「立場の相違の縮小」

の間に行なわれることとされているからである。 
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長による「最終合意案」の「裁定」の形で行なわれ、また「明確化」作業は実体的には協定案の

いわば「再読」であったからである。 

 結論として、交渉の「場」と主導原則のサーチは決定的な重要性を持つということができる。し

かし、GATT のラウンド交渉のような多国間交渉の場においては、①関連する情報の集積を通

じた問題の所在や交渉対象についての交渉参加者による「共有」が重要な意味を持つこと、

②「主導原則」の詳細なルール化と交渉参加者間の対立点の収束方法として、比較表である

「総覧表」が条文ドラフト準備作業として重要な役割を果たしたこと、③主要アクター間の合意

とそのマルチ化、次いで条文テキストの全交渉参加者による合意に議長が重要な役割を演じ

たこと、など GATT 事務局・議長が重要な役割を果たした点は、交渉理論のステージ論では

指摘されていないことであるが、合意形成の見地からきわめて重要である。 

 

＇４（ SPS 交渉の交渉アプローチ 

＇「関税交渉アプローチ」と「ルール交渉アプローチ」（   

 SPS 交渉には、GATT の伝統的な「関税交渉アプローチ」と非関税障壁をはじめ新たな問題

に対処するための「ルール・アプローチ」があり得た。 

SPS 分野については、当初から「ルール・アプローチ」が指向されていたわけではなかった。

東京ラウンドの準備交渉プロセスでは、明確に 

①まず各国の措置をリストアップしたうえで、2 国間または多国間の場で互恵性を念頭に置き

つつ「譲許」を交渉するという、「関税交渉アプローチ」、 

②貿易への有害な影響を可能な限り削減または撤廃する見地から、健康・衛生規制措置の

制定・運用に関する行動規範または一般的なガイドラインを制定するという、「ルール交渉

アプローチ」 

の 2 つのアプローチが交渉参加者により提案されていた。 

ウルグアイ・ラウンドに向けての準備交渉プロセスでの論議でも、SPS 措置による譲許の利益

の無効化または侵害に対して代償措置を講じるべきとの主張も強くなされており、SPS 問題に

ついても関税交渉と同様二国間ベースで処理すべき問題であるという立場を表明している国

も尐なくない状況にあった。スタンダード・コードを念頭に SPS 措置についての透明性の向上

のための手続きを定める「ルール・アプローチ」も主張され、ドゼウ議長は後者に傾いていたが、

委員会としての結論とはならなかった。 

プンタ・デル・エステ宣言のテキストは「ルール交渉アプローチ」を念頭に置いたものと読む

ことは可能であるが、「関税交渉アプローチ」が明確に否定されたわけではなかった。EC など

によるアド・ホックの交渉の主張や紛争処理手続きでの途上国の利益の侵害に対する代償の

主張は、「関税交渉アプローチ」の考え方に沿ってなされたものと見ることができる。しかし、前

者のアド・ホックの交渉については SPS 委員会の機能のひとつとして位置付けられ、後者の途

上国の利益の侵害に対する代償問題は横断的な紛争処理手続きの検討のなかに吸収される

ことにより解決し、「ルール交渉アプローチ」によるSPS措置のルール化が進められてゆくことに
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なる。 

「ルール交渉アプローチ」の SPS 分野への適用に関して、２つの考え方があった。ひとつは

スタンダード・コードをモデルに SPS 措置についてのルール化を図ろうとするものであり、もうひ

とつは SPS 措置について全く新たなルール化を目指そうというものであった。前者を主唱した

のは北欧グループで、この考え方に基づいてスタンダード・コードのテキストをパラフレーズし

た提案を積極的に行った。ドゼウ議長は準備交渉プロセスでの農業貿易員会の時点ですで

に透明性を基本として通報・協議手続きについての改善を「落としどころ」と考えており、SPS 作

業グループ議長も同グループ発足当初の段階ではスタンダード・コードの改善もひとつの選

択肢であるとの発言を行った。スタンダード・コードの改善によらず、まったく新しいルールの制

定を目指す後者を強く主張したのが米国とケアンズ・グループであった。このような考え方の対

立は、北欧グループがスタンダード・コードにおける通報など透明性に関する手続きを採用し

つつ、SPS 措置に関して「調和」や「科学」概念を用いて新たなルール化を行うことに同調した

ことで解決されることになった。 

ところで、「ルール・アプローチ」をとる場合には「関税交渉アプローチ」とは全く異なる交渉

の手法を必要とする。まず、「何のためのルールか」という交渉目標に関する理念を設定したう

えで、その実現手段としての「ルール」を決めなければならない。ここでいう「交渉目標」とは、

「農産物貿易自由化」のような抽象的な価値理念などではなく、「ルール」の内容に密接な関

連性を持つオペレーショナルな性格のものでなければならない。多国間でのルール交渉では、

あるルールを作りたいと考える交渉アクターは交渉の「場」の他の交渉参加者により理解され、

支持を得なければならないから、そのルールを正当化するための手段として「主導原則」を必

要とする。これは GATT 一般協定で規定されているとか GATT において承認された前例に則

っているという、「正統性」の外観を持っていなければならないが、交渉の柔軟性を阻害してし

まうことにならないよう、その内容は十分な曖昧さを持たなければならない。 

 こうしたことから、ウルグアイ・ラウンド SPS 交渉の提案提出フェーズでは、さまざまな概念が提

案され、そのうちのいくつかが「主導原則」として支持されることになった。 

 

＇５（ SPS 交渉の「主導原則」 

 SPS 交渉の「主導原則」に関して、準備交渉段階で提案された「互恵原則」と「透明性」、ラウ

ンド開始直後の「無差別原則」と「貿易への影響の最小化」、次いで「調和」、「科学」そして「リ

スク」概念について検討する。 

＇ァ（互恵原則＇Reciprocity（ 

 互恵原則は、GATT における交渉で用いられる基本的な原則のひとつとされ101、GATT での

ラウンド交渉で用いられてきた「関税交渉アプローチ」においては、これに照らして交渉参加国

間の「利益の均衡」が図られてきた。すでにみたように、東京ラウンドの準備交渉過程において

                                            
101 Kostecki[2001]は、このように述べたうえで、これを「相手側の行動を条件として行動をとるプ

ラクティスである」と定義している＇122 ページ（。 
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「関税交渉アプローチ」と「ルール交渉アプローチ」のいずれを SPS 措置に関する交渉に適用

するかの議論が行われた際に、「ルール交渉アプローチ」における互恵原則の適用に疑問が

呈された一方、コードそれ自体のなかで一定の互恵性を実現することが可能であるとする見解

や、さまざまな交渉セクター間での互恵性のバランスの達成が可能とする見解が述べられた。

この問題は、ウルグアイ・ラウンド準備交渉プロセスで再び論議されることになった。 

ここでは、互恵原則は、SPS 措置による譲許の無効化・侵害に対する代償問題の形で提起

された。確かに、輸入国が SPS 措置によってある農産物の輸入を禁止すれば、輸出国にとっ

ては輸入国によるその農産物についての関税譲許について、利益の無効化・侵害であると主

張することができる。しかしながら、SPS 措置の実際を理解している者にとっては、病虫害や病

疫が存在しないステータスを守るために検疫措置を維持し、とることについてウェイバーの適

用を求めたり、輸出国への一定のアクセスを保証したり、代償を負担することなどおよそ「ばか

げた」＇ridiculous（こと以外の何物でもなかった。こうした立場からすれば、「SPS 措置ないし関

連する貿易障害の農産物貿易へのインパクトを、実際的かつ現実的な意味で、いかにして最

小化することができるのか」102が問題であるべきであった。 

輸入禁止による代償問題については、準備交渉段階では決着しなかった。しかし、交渉の

目的を「貿易への悪影響の最小化」とする SPS 交渉の「場」で、交渉アクターが交代して SPS 措

置に関する実際的な知識に基づく議論が行われるようになると、互恵原則は「ルール交渉アプ

ローチ」による交渉の「場」から退場することになる。 

互恵原則が SPS 交渉の「主導原則」となることはなかった103。 

＇ィ（透明性 

 SPS 措置に関する「透明性」の必要性については、交渉参加者共通の認識がウルグアイ・ラ

ウンド交渉当初の段階から形成されていた。プンタ・デル・エステ閣僚会合直前の 1986 年 6 月、

ドゼウ農業貿易委員会議長の「議長ノン・ペーパー」は、SPS 措置については「協議のための

改善された、専門家の出席する場の設置」の必要性が述べられている。 

SPS 措置の制定・実施状況についての情報や輸入解禁のための諸手続きの開示の不十分

さは輸出国が不満を感じている主な事項のひとつであったから、こうした手続きの透明性の向

上については容易に参加国の支持が集まった。しかも、東京ラウンドで成立したスタンダード・

コードには、関連する国際機関との関係も含めた具体的なルールのモデルがすでに存在して

いた。 

問題は、これをもって SPS 交渉の結果とすることで満足するのか、SPS 分野についてより強

力で実効性のあるルールを導入するかであった。ドゼウ農業交渉グループ議長が前者の考え

方をとった一方、主要な交渉プレーヤーは後者の立場をとった。すでに見たように、「ルール

                                            
102 1985 年 4 月の農業貿易委員会での発言。 
103 EC は個別問題に関するアド・ホック交渉を提案したが、問題とされた措置の緩和・変更が問題

であった。途上国から「SPS 措置による輸出国の利益の侵害に対する代償」が提起され、7 月テキ

ストで取り上げられたが、紛争処理に関する横断的問題として整理されることになった。 
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交渉アプローチ」にはスタンダード・コードをモデルに SPS 措置についてのルール化を図ろうと

するものと SPS 措置について全く新たなルール化を目指そうとする考え方の対立があったが、

「透明性」に関する限りスタンダード・コードをモデルとすることには後者の考え方をとる米国や

ケアンズ・グループにも異論はなかった。こうしたことから、スタンダード・コードをモデルとした

「透明性」に関するテキストについては成文化作業の初期に確定し、議論の対象にはならなか

った。 

透明性は SPS 交渉を通じて「主導原則」であったが、主戦場ではなかった。 

＇ゥ（無差別原則 

GATT の諸原則のひとつである無差別原則104が、「ルール交渉アプローチ」による SPS 交渉

の「主導原則」として提起されたのは当然であった。すでに東京ラウンドの準備交渉でも、SPS

措置についての交渉技術・モダリティに関する 1972 年 8 月の GATT 事務局の検討案は、SPS

措置についての「ガイドライン」の内容として、「輸入品と国産品との平等な取り扱い」と「健康・

衛生規則が最恵国待遇原則および無差別原則に基づいて適用されること」を挙げていた。 

また、GATT 諸原則のうち「互恵原則」が適用できないとしても、「透明性」に代わる、SPS 措

置について強力で実効性のあるルールのための「主導原則」としては無差別原則が有力と考

えられた。こうしたことから、ウルグアイ・ラウンド開始後の初期のフェーズにおいてなされた提

案のうち、ルール化の手がかりとされた概念は「SPS 措置が無差別的に適用されなければなら

ない」という要件であった＇米国、北欧提案（。 

しかしながら、SPS 措置にスタンドスティル、代償、権利義務のバランス、内国民待遇を適用

す る こ と は 困 難 で あ る と の 指 摘 や 、 「 条 件 付 き の 無 差 別 ル ー ル 」 ＇ conditional 

non-discrimination rules（を定めることの必要性の指摘＇EC（がなされ、SPS 措置について無差

別原則を卖純に適用することについての疑問が共有されるようになった。こうした疑問を背景

に 1988 年 10 月、SPS 作業グループ議長は農業交渉グループへの報告で「GATT20 条＇b（と

同第 3 条＇内国民待遇（、第 13 条＇数量制限の無差別適用（との間には、ある種の相反関係＇a 

certain conflictual relationship（がある」と述べた。SPS 措置の性格についての議論が深まるに

つれて、SPS 措置そのものに必然的に内包される差別を GATT の無差別原則とどのようにして

整合化できるのかの問題に直面せざるを得ないことになったのである。 

ところで、GATT 第 20 条柱書は差別的な取り扱いがありうることを認めつつ、これに 2 つの

条件、すなわち「同様の条件のもとにある」諸国の間で「任意若しくは正当と認められない差別

待遇の手段」としないこと、または「国際貿易の偽装された貿易制限となるような方法」で適用し

ないことを規定していた105。 

                                            
104 筆者は論述の便宜上、最恵国待遇原則と内国民待遇原則を合わせて「無差別原則」の語を用

いている。 
105 Sykes[1995]は、GATT 第 20 条柱書の要件を「疑似原則」＇sham principle（としたうえで、ス

タンダード・コードの「国際貿易に不必要な障害となるような効果」＇the effect of creating 

unnecessary obstacles to international trade（をもたないよう確保しなければならないとの規定

＇第 2 条 2.1（は疑似原則と GATT 第 3 条および第 20 条の「最小制限的な手段原則」＇the least 
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この規定を念頭において、成文化の過程では、「基本的な権利義務」のひとつとして無差別

原則を規定するとともに、「内国民待遇および無差別」の項を設けて具体的なルール化が模索

された。後者については、リスク評価手続きや適切な保護水準の決定を含む取扱いに関し、

①同様の条件下にあるか否かを問わず、同種の産品について国内産に比べあるいは締約国

間において「不当に厳しい取扱い」を禁止する案と、②輸入締約国を含め同様の条件下の締

約国間で「恣意的または不当な差別を行わない」ことを確保する案とが検討された＇7 月テキス

ト（。しかしながら、「同種の産品」に着目するこのようなアプローチと、口蹄疫清浄国による汚

染国産の牛肉の輸入禁止措置や病虫害フリー国＇無発生国（による病虫害発生国からの植物

の輸入制限・禁止措置といった動植物検疫における現実のプラクティスとの論理的整合性を

つけることは極めて困難であることが明らかになった。 

こうしたことから、10 月テキストでは「同種の産品」に着目してのルール化のアプローチが放

棄され、10 月テキスト改訂版で「内国民待遇および無差別」の項目が削除されて「リスク評価・

適切な保護の水準の決定」の項で適切な保護水準に関するルール化の要素としての検討が

続けられた106。結局、ブラッセル・テキストでは適切な保護水準に関して①整合性の要件ととも

に、②異なった保護の水準の設定が「差別または国際貿易に対する制限」となる場合に「保護

の水準の『恣意的または不当』な区別を避ける」ことが義務とするとともに、SPS 委員会がこの

「指針」を作成すること、その際に「人の健康に対する危険であって人が任意に自らをさらす者

の例外的な性質」などを考慮することとなった。既述のように、加盟国がそれぞれ適切な保護

水準を設定することは加盟国の権利として交渉参加者に受け入れられつつあり、それだけに

これにいかなる制約要件を課するか＇課されることが受け入れ可能か（が交渉の大きな焦点の

ひとつとなっていた。食品安全分野では、生食の習慣など食習慣の違いによるリスクへの許容

度が違うことが知られていたものの、こうした要素を織り込んでの規定化には相当の困難があ

った。交渉アクターたちは、このような問題にこれ以上深入りせず、新しい「科学」概念など SPS

措置に対する規律として実効性が見込まれる「主導原則」の詳細なルール化に論議を集中す

ることとしたといえよう107。 

ところで、SPS 協定に規定された「病虫害無発生・低発生地域」＇現行第 6 条（は、加盟国の

                                                                                                                                
restrictive means principle（を受け継ぐものであるが、内国民待遇原則と整合している措置であ

っても問題とされる道を開くものであるとしている＇70～71 ページ（。すでに見たように、SPS 協定に

おいては「貿易への影響の最小化」は無差別原則とは異なるドラフト経過をたどっており、GATT

第 20 条、さらに第 3 条が「最小制限的な手段原則」を内包するとの著者の理解には無理がある。 
106 「内国民待遇および無差別」のテキストの一部は、「基本的な権利義務」に移動した。SPS 分野

では各国間で「同一の条件」など存在しないとの指摘を反映して「同一または類似の条件」との表

現が採用されていることから、第 20 条柱書の確認である前文パラ 1 の表現と齟齬が生じている。な

お、公定訳では前文の“the same”を「同様の」、第２条３項の“identical or similar”を「同一のま

たは同様の」としている。 
107 EC・ホルモン牛肉紛争事案＇DS26,DS48（およびオーストラリア・サーモン紛争事案＇DS18（

のパネル・上級委員会報告で判断基準が示され、2000 年 6 月の SPS 委員会でガイドラインが採

択された＇Guidelines to further the practical Implementation of Article 5.5 (G/SPS/15, 18 

July 2000)（。 
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領域内のみならず、複数の加盟国の領域にわたりうるものとされたことは、加盟国の「産品」間

または加盟国間の差別待遇を禁止するこれまでの無差別原則の概念を修正し拡張するもの

であったが、この点については大きな議論にはならなかった。「病虫害無発生・低発生地域」

の存在が交渉アクターにとって、いわば自明のものであったことによるものと考えられる。 

 無差別原則は、SPS 交渉においても「主導原則」であった。しかし、交渉アクターたちはこれ

を「基本的な権利義務」に祭りあげるとともに具体的なルール化は適切な保護水準の要件とし

ては「打ち掛け」とし、また病虫害無発生・低発生地域の概念を条文化することによりこの概念

について重要な変更を加えたのである108。 

＇ェ（貿易への悪影響の最小化 

 準備交渉段階の農業貿易委員会で提示された「貿易への悪影響を最小化する」概念は、

SPS 措置が貿易上の効果としては輸入制限や禁止措置そのものであるという現実と、自国民と

動植物の生命・健康の保護であるという措置をとる目的とを両立させ、何らかの GATT 上の強

化された規律に服させることを目的とする交渉を開始させるためのキー・ワードとして、プンタ・

デル・エステ宣言に明記された。その意味で、この概念は、SPS 交渉のスタート段階から、「主

導原則」として確立されていたということができる。 

この概念は、SPS交渉の過程で①貿易への悪影響の絶対的な最小化＇minimize（、②SPS措

置をとる必要との相対的な比例性＇only to the extent necessary, not more stringent than 

necessary, not unnecessarily restrictive to trade（、③貿易への悪影響が最小限のものの選択

＇the least restrictive to trade, the least degree of trade restriction（という、3 つの概念に分化

して、ルール化が試みられた。 

①の「貿易への悪影響の絶対的な最小化」のテキストは前文に規定されたが、ブラッセル・

テキストまでの段階までは本文中には規定されず、ダンケル・テキストで適切な保護水準の設

定の際の要件として規定された＇現行第 5 条 4 項（。これは、要件として「最大限の輸出機会を

与える」との文言を加えることに固執したアルゼンチンとの妥協の結果であった109。 

②の SPS 措置をとる必要性との比例要件については、「基本的権利義務」におかれた“only 

to the extent necessary”の表現は成文化作業を通じて変更がなかった。一方、SPS 措置が

“not more stringent than necessary”または“not unnecessarily restrictive to trade”であるとの

要件については、まず紛争処理に関し規定化が試みられ、ブラッセル・テキスト段階では適切

な保護の水準についてこのような要件を課すアプローチと、「最大限の貿易機会を与える」こと

を要件とするアプローチが対立していた。この対立がダンケル・テキストで①の表現により整理

されたことにより、比例要件のテキスト化は放棄された。 

                                            
108 この意味で、Hudec[2003]が SPS 協定によって伝統的な GATT の無差別原則に新たな基準

が持ち込まれたと指摘しているのは正しい。 
109 アルゼンチンは、「貿易への悪影響の最小化の目的」の表現を受け入れるに当たり、考慮する

ことを“shall”とすべきとした。しかし、NAFTA 交渉に関して米国行政府は環境を犠牲にして貿易

を推進しているとして NGO による批判にさらされていたことから、米国はこれを拒否して現行のよう

に“should”となった。NAFTA の該当規定＇第 715 条 3 項（も同じ文言である。 
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③の貿易への悪影響が最小限のものの選択は、前文や目的、基本的な権利義務ではなく、

SPS 措置の制定に関する具体的なルール化に関して問題となった。原則論として、適切な保

護水準の実現のための SPS 措置として、さまざまな選択肢のうちで貿易への悪影響が最も尐

ないものを採用すべきことに異論がないとしても、この考慮要素として何を許容できるかが焦点

となった。「技術的・経済的実現可能性」を考慮することには問題はなかったが、EC のように

「真正な消費者の懸念」まで考慮に入れることには強い反対があり、EC 案は結局ダンケル・テ

キストに採用されなかった。 

この「最小制限的」＇the least restrictive to trade（の表現については、ラウンド交渉の最終段

階で米国から附属書に定義を設けることが提案されることになる。米国から出された修正提案

は、このような表現を用いていない NAFTA との整合性、米国・アルコール・モルト飲料輸入制

限事案等のパネル報告、さらに TBT 協定案テキストでの「必要以上に貿易制限的でない」

＇not more trade restrictive than necessary（の要件＇現行第 2 条 2.2（を念頭に置き、TBT 協定

案テキストの修正とともに提案されたことから、最もデリケートな交渉となった。結局、TBT 協定

の表現と類似しないよう、“not more trade restrictive than required”が採用されることになった
110。 

「主導原則」としての貿易への悪影響の最小化は、理念規定として前文、基本的な権利義

務および適切な保護水準の設定の際の配慮事項としていわば「祭り上げられ」、実体的なル

ールとしては SPS 措置の選択の際の基準として EC が当初提案した「貿易への悪影響が最小

的なものの選択」が最終的には「要求される以上に貿易制限的でない」＇not more trade 

restrictive than required（とすることで決着した。SPS 交渉にとっては外的な要素であるパネル

判断とその表現がテキスト内容に反映した例である。 

＇ォ（調和 

東京ラウンドへの準備交渉の段階で、ＳＰＳ措置の制定・運用に関する行動規範またはガイ

ドラインのひとつとして挙げられていた「規制の調和」＇harmonization of regulations（は、東京ラ

ウンド交渉の結果、スタンダード・コードに結実することになった111。さまざまな規制を「調和」す

るとの概念は、ウルグアイ・ラウンドへの準備交渉プロセスで再び提起され、ラウンド交渉開始

直後の 1987 年 7 月、「健康・衛生規則の調和」として米国から提案された。この概念は、ケアン

                                            
110 公定訳では SPS 協定の“required”、TBT 協定の“necessary”ともに「必要である」と訳し、区

別していない。Sykes[1995]は、この規定を GATT 第 3 条および第 20 条、スタンダード・コードに

おける「貿易への影響の最小化原則」の延長上に位置付けている＇77～85 ページ（が、SPS 協定

の成立過程はより複雑な経過をたどったことは既にみたとおりである。この著者は、別の著書

Sykes[2003]で「最小制限的要件」をコスト・ベネフィット分析と同様に適用可能性が高いと評価し

ているが、すでに論じたように実務上機械的な適用は困難であることから、「科学」概念に比べより

有効であるとはいえない。 
111 スタンダード・コード第 2 条 2.3。スタンダード・コードでは国際基準が存在する場合の使用義務

が定められていたが、広範な例外事由が認められており＇第 2 条 2.2（、しかも措置が国際基準と相

当程度異なっていて、貿易に重大な影響がある場合に説明義務が定められていた＇第 2 条 2.5（に

過ぎなかった。 
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ズ・グループ、北欧グループ、EC もその提案に採用したことから、「調和」概念は「主導原則」と

しての地位を得ることになり、1989 年 4 月の中間レビュー合意ではＳＰＳ交渉の目的およびそ

のための手段として位置付けられた112。 

しかし、これら主要交渉プレーヤーの提案における「調和」概念のニュアンスはそれぞれ異

なっていた。米国の場合、SPS 措置の調和は「人・動植物の健康・生命に支障が生じない限り」

という条件付きであること、換言すれば SPS 措置の調和が「人・動植物の生命・健康の保護」と

両立しえない場合がありうることを含意していた。また、各国の SPS 措置を国際基準に基づか

せることは「調和」にほかならないが、ことさら区別していた。ECは、各国のSPS措置の国際的

な調和の重要性を強調しつつ、「調和」するべき SPS 措置とそうでないものを区別する基準に

言及し、また「調和」のみではすべての問題の解決にはならないとしてアド・ホックの交渉を行う

べきとした。ケアンズ・グループは、「調和」を国際貿易への障害の除去の手段として積極的に

位置付けるものの、完全な「調和」は技術的に困難であることを認め、そのような場合には「同

等性の原則」のもとで「同じ」措置でなくても「同等」であれば相互に認め合うべきであるとした。

北欧グループは「調和」について関連国際機関による国際基準と当該条約・機関との権限関

係を強く意識していた113。 

また、米国は「調和」に加えて「科学」概念を提案し、①ＳＰＳ措置の調和の見地から国内措

置・規則を国際基準に基づかせること、および②ＳＰＳ措置を実証可能な科学的証拠に基づく

ものとすることを提案したことも、「調和」に関する議論を混乱させることになった114。 

中間レビュー合意以後の提案提出プロセスでは、「調和」の提案国であった米国が「科学」

に関心を移す一方、ケアンズ・グループが「調和」に関する論議を主導するようになる。議論の

中心は、国際基準よりも厳しい措置をとることが許されるべきか否か、許されるとすればいかな

る条件のもとにおいてか、であった。世界的な「調和」が困難であることも認識されていた。ケア

ンズ・グループは、完全な調和の実現が困難であるとして措置の「同等性」、グローバルな「調

和」は困難であるとして地域レベルでの「調和」も提案した。「共通の表現」から協定案テキスト

のドラフト過程に入り、EC から米国との貿易問題を背景に、国際基準の選別を行う「スクリーニ

ング」や国際基準に適合しているにもかかわらず国内承認手続きを理由に輸入が認められな

い場合の「暫定輸入制度」が提案されようになると、「調和」は交渉初期段階の「主導原則」とし

                                            
112 こうしたこともあって、SPS 措置の「調和」がそもそも農業交渉の目的のひとつであったとしてい

るものがある(Stewart[1993]8 ページ)。また、Ｂｒｅｄａｈｌ ＆ Ｆｏｒｓｙｔｈｅ［1989］のように、もっぱら

「調和」の観点でＳＰＳ交渉を論じているものもある。なお、スタントン WTO 上級参事官は、プンタ・

デル・エステ宣言の「関連する国際機関の合意を考慮しつつ」に「国際基準を媒介とした調和」が

含意されていたと理解していると述べている＇2009 年 8 月 28 日のインタビュー（。 
113 このようなニュアンスの差はあったものの、関連国際機関による国際基準を SPS 協定によって

「義務的なもの」＇mandatory（とする用意はこれらの国々の間にはあった、とされている＇2009 年 3

月 9 日付ベリホルム氏からのメール回筓（。 
114 米国は中間レビュー後の提案と明確化のプロセスで「各国のＳＰＳ措置は国際基準と調和させ、

適当な国際基準がない場合には実証可能な科学的証拠に基づかねばならない」こと、「国際基準

に基づくＳＰＳ措置は正当な科学的証拠に基づくものと見なす」こととしたことで、これを整理した。 
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ての魅力を失うことになる115。 

そもそも、「調和」の手がかりとなるべき国際機関・基準の実態に問題があった。ウルグアイ・

ラウンド交渉当時、「国際食品規格委員会の国際基準は対象範囲こそ広いものの見直しがな

されないまま放置され、時代遅れになっているものが多く、国際獣疫事務局による国際基準は

良質であるものの対象範囲が狭く、国際植物防疫条約に至っては事務局すらなく国際基準と

呼べるものは未制定の状況にあった」116。特に国際植物防疫条約においては、地域卖位での

取り組みがなされていたこともあって「地域レベルでの調和」が検討され、このアプローチは

1990 年 6 月の「共通の表現」まで維持された。 

中間レビュー合意で SPS 交渉の手段であるとともに手段でもあるとして位置付けられた「調

和」の成文化のプロセスには、大きく分けて目標規定、国際基準の遵守義務規定、そして国際

基準より厳しい措置をとる場合の要件規定の設定へという、3 つの流れがあった。 

目標規定としては、「調和という長期的目標」が目的規定のひとつとして規定されていたが、

目的規定が 10 月テキストで廃止されたことから前文に「調和されたＳＰＳ措置の使用の促進」と

して規定されることになった。 

国際基準の遵守義務については、ドラフト・テキストごとに義務の程度が“ should, 

whenever appropriate, base”＇7 月テキスト（、“shall, whenever appropriate, base”＇10

月テキスト（、 “shall base (…),where they exist, except (…)”＇10 月テキスト改定版（と次第

に強化されて確定した。 

国際基準より厳しい措置をとる場合の要件については、まず基本的な権利義務の問題とし

てこのような措置を認めるべきか否かという「入り口」論から出発したことから、10 月テキスト段

階になってからようやく「科学」概念を用いて要件を定める議論が開始された＇この論議は次で

述べる（。 

一方、米国とＥＣとのＳＰＳ措置に関する貿易問題を背景とした 2 つの提案がＥＣからなされ

ていた。そのひとつが国際規準の「選別」＇screening（提案であり、もうひとつが「暫定輸入制

度」提案であった。前者は説明義務を負う一方で基づかねばならない国際基準の選択を可能

にするもので、米国とのホルモン牛肉問題を背景にしていた。後者は国際基準に基づいてい

る食品が国内承認手続きの未了を理由に輸入が認められないプロシミドン残留基準問題が背

景にあった。この 2 つの問題は、国際基準の実態および国際基準と国内承認手続きとの乖離

に関する重要な論点を提起するものであった。すなわち、ＥＣは、国際基準を媒介とする「調和」

の推進を主導していたケアンズ・グループに対し、実際の国際基準がこうした卖純な準拠義務

の強化では律することができる実態にないことを浮き彫りにし、また米国の国内手続きが国際

基準に適合している産品であっても輸入を認めないものであることを明らかにした。ＥＣの指摘

は 2 国間問題を背景にしていたが、多国間ルールの問題として、実態に合っていない国際基

準であってもなくても一律に「基づく」べきなのか、農産物が国際基準を完全にクリアーしてい

                                            
115 北米自由貿易協定＇NAFTA（では「調和」という言葉は用いられていない。 
116ベリホルム氏からの聞き取り＇2008 年 9 月 4 日（およびその著書 Bergholm [2006]による。 
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ても輸入国で未承認である場合には輸入が認められない問題をどう解決すべきか、という「調

和」の理念と現実との乖離を指摘していた。これらの問題は、2 大プレーヤーの貿易問題に絡

むものであっただけに、曲折を経て前者はＳＰＳ委員会の任務＇現行第 12 条 4 項（、後者は管

理、検査および承認手続きに関する附属書Ｃ＇第 1 項最終パラ（で「目立たない」形により処理

されて決着した117。 

このようにして、テキスト上「調和」について義務的規定が強化された形で残った一方、「調

和」にかかわる実際上の問題については、協定実施後の問題として残されることになった。注

意すべきことは、成文化の過程で「長期的な目標としての調和」が「目的」規定の内容として規

定されたことはあったが、「基本的な権利および義務」として取り上げられたことはなかったこと

である。 

多国間交渉での合意形成において、「主導原則」は重要な意味を持つが、ある概念が「主

導原則」として認知されたからといって、交渉の山場が終わるわけではない。これに続く「実施

細目のサーチ」がきわめて重要であるとともにいかに困難を伴うものであるかの好例が、「調和」

概念に関する成文化のプロセスであった。しかも、ＳＰＳ交渉におけるもうひとつの重要な「主

導原則」であった「科学」概念との間に論理的な整合性をつけなければならなかったから、困

難はさらに大きなものとなった。 

＇ヵ（科学 

 「科学」は、ＳＰＳ交渉におけるその他の「主導原則」と異なり、ラウンド交渉開始後になってか

ら提起されたものである。「科学」概念は、1988年2月、米国からSPS措置が「正当で実証可能

な科学的証拠に基づくこととするよう GATT を強化する」ことが提案された。これは、ＥＣとのホ

ルモン牛肉をめぐる紛争を背景としていた118。 

 ＳＰＳ協定における「科学」関連規定は、その後の紛争処理事案におけるパネルや上級委員

会報告における争点のひとつとなり、また一部のＮＧＯからは「科学至上主義」であるとして批

判されることとなった。ＳＰＳ交渉において、「科学」概念は重要な論点のひとつであったが、注

意すべきことは、①米国のみでなくケアンズ・グループ、ＥＣ、北欧グループなど交渉主要プレ

ーヤー間に、ニュアンスの違いはあったものの「科学」をメルクマールとすることについては意

見の相違がなかったこと、および②「科学」が相対的なものであり、不確実性を伴うこと、科学

者の意見にはさまざまなものがあることが当初から意識されていたことである。 

                                            
117 国際基準に合致した産品であっても国内承認手続きがなされていないことを理由とする輸入禁

止問題は、米国と EC 間の残留農薬に関する現実の貿易問題であり、カナダの「国際基準を考慮

する」との調停案によりいわば「打ち掛け」となった。この問題は「調和」の限界を象徴する「灰色措

置」であり、米国は EC・GMO 紛争においても EC の国内承認手続きそのものをあえて問題にする

ことを避けている。 
118 前年 3 月、米国はスタンダード委員会に対し、ＥＣの家畜に対するホルモン投与の禁止は科学

的基礎を欠き＇without scientific basis（、入手可能な科学的証拠＇available scientific 

evidence（には人の健康に危害を及ぼすものはないとして、スタンダード・コードに基づく利益の無

効化・侵害であるとして調査を要求していた＇TBT/Spec/18（。また、1988 年 1 月には通商法 301

条に基づく制裁措置を発動していた。 
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 米国からの「科学」概念の提案に続き、ケアンズ・グループはＳＰＳ措置の要件とのひとつとし

て「実証可能な科学的証拠」を挙げるとともに、科学的証拠などをもとにしたリスク評価を行っ

たうえで決定されなければならないとし＇1989 年 10月提案（、北欧グループもＳＰＳ措置は十分

なリスク評価に基づくべきこと、その際に「入手可能な科学的証拠」を考慮すること、また「正当

な科学的証拠」に反して維持してはならないとし＇1989 年 12 月提案（、ＥＣもＳＰＳ措置をとる場

合には「入手可能な科学的証拠」などをもとに適切な保護水準」を評価すること、またＳＰＳ措

置が「正当な科学的証拠」に反し提示されないよう、「入手可能な科学的証拠」、特に認知され

た国際機関から出された科学的証拠を考慮することを提案した＇1989 年 12 月（。このようにし

て、「科学」概念は提案されるとほぼ同時に「主導原則」の地位を得ることになった。 

 他方、「科学」が絶対的なものではないことは、提案直後の段階で指摘されていた。北欧グ

ループは、①消費パターンを含めた地方的・地域的要素を考慮せざるを得ないこと、②健康・

生命へのリスクの相対性、③倫理的価値観に基づく場合など特定の場合には「科学」以外の

要素を考慮せざるを得ないことを挙げ、「科学」を絶対的なものとすることの危険性を指摘した

＇1988 年 11 月（。さらに、翌年の提案でＳＰＳ措置を「正当な科学的証拠」に反して維持しては

ならないとするとともに、科学的証拠が決定的でなくあるいはこれに疑問がある＇inconclusive 

or in doubt（の場合には、挙証責任を転換するとした＇1989 年 12 月提案（。このような指摘に対

して、「科学」が絶対的なものであるといった反論は行なわれなかった。議論は「科学」の相対

性、不確実性を前提としつつ、この概念に関連する「調和」、適切な保護水準、リスクとその評

価などといった概念との関係を整理しつつどうルールとして詳細化するかに焦点が移ってゆく

ことになった。 

 「科学」概念についての「フォーミュラの詳細化」には、①基本的な義務、②リスク評価の際の

考慮要素、③国際基準よりも厳しい措置をとる場合の要件、および④科学的証拠が不十分な

場合をそれぞれどう規定するか、の 4 つの論点があった。 

ＳＰＳ措置についてのルール化を「科学」をメルクマールとして行なうべきことを基本的な義

務のひとつとして位置付けることに、交渉参加者の間に異論はなかった。しかし、ＳＰＳ措置が

科学的証拠に「基づくべき」＇be based on（とする米国、ケアンズ・グループと、ＳＰＳ措置が科

学的証拠に「反して維持してはならない」＇not be maintained against（とするＥＣ、北欧グル

ープが対立し119、科学的証拠の内容が多義的であり、多数意見もあれば尐数意見もあること

を考慮して「認知された科学的証拠との不一致がないよう」 (not inconsistent with 

recognized scientific evidence)確保すると改められるなどの曲折を経たのち、確立された

「科学的な原則」(scientific principles)と「入手可能な科学的証拠」＇available scientific 

evidence（を区別し、各国の SPS 措置は前者に「基づく」(based on)ものとし、後者には「反し

た形で維持しない」(not maintained against)ことを義務とすることとした＇ブラッセル・テキス

ト（。この問題はラウンド交渉の最終段階の「明確化プロセス」で再度取り上げられ、「科学的証

                                            
119 前者が輸入国により重い立証責任を負わせたい輸入国の立場を、後者はこの逆の立場を反

映していたことはいうまでもない。 
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拠」については「第 5 条 7 項＇暫定措置（に規定する場合を除くほか、十分な科学的証拠なし

に維持しない＇not maintained without scientific evidence（」とすることで決着した。 

 「入手可能な科学的証拠」をリスク評価の際の考慮要素とすることには、争いがなかた。これ

とは対照的に、国際基準よりも厳しい措置をとることについては、議論の焦点のひとつとなった。

国際基準が求めるよりも厳しい措置をとることを基本的な権利とすべきとする立場と、そのよう

な措置を禁止すべきとする立場との争点となったからである。この対立は、ＳＰＳ措置を「合理

的な科学的正当化なしに導入または維持してはならない」＇10 月テキスト（という形で調整が図

られ、次いで 10 月テキスト改定版ではより要件を詳細化して、国際基準により達成されるよりも

高い保護水準となるＳＰＳ措置については、国際基準と異なる措置を導入または維持すること

ができるのは、①正当な科学的正当化があり、かつ②かかる措置がこの決定＇ＳＰＳ協定案（の

適切な保護水準に関する無差別要件の規定に反しない場合であるとされた。ブラッセル閣僚

会合の段階では、このテキストとケアンズ・グループの单米を中心とする強硬派が支持する 10

月テキストに近い文言との立場の調整がついていない状況にあった。この対立は、ダンケル・

テキストで前者を採用することで解決した120が、この条項もラウンド交渉の最終段階の「明確化

プロセス」で再度取り上げられることになる。問題は、「科学的正当化」と「科学的証拠」との関

係を整理するべきとして提起され121、「科学的正当化」に定義を付す、「科学的基礎」に置き換

える、あるいは削除するといった選択肢が検討され、結局「科学的正当化」に関する本文の規

定はそのままにして、これに脚注を付すことで決着した＇現行第 3 条 3 項脚注（。 

 科学的証拠が不十分な場合についての規定の必要性は、早い段階から認識されていた。こ

れに応える形でフォーミュラを提示したのはケアンズ・グループであった。ケアンズ・グループ

から 1990 年 4 月になされた提案は 6 月テキストにほぼそのまま採用され、文言上の要件を緩

和して 10 月テキスト改定版で確定し、以後修正が施されることはなかった。この規定のテキス

トについて交渉参加者間で唯一対立があったのは、関連する科学的証拠が不十分な場合に

ＳＰＳ措置の適用を「一時的に」＇temporarily（なものとするかどうかであった。ケアンズ・グル

ープの提案にあるこの表現に対し、北欧グループは「科学的証拠が不十分なのは一時的な状

況下とは限らない」としてこの文言の削除を主張し、結局「暫定的に」＇provisionally（とするこ

とで決着した。 

ところで、国際基準が存在しない場合や国際基準とあえて異なる措置をとる場合に「科学的

正当化」が必要であるのであれば、国際基準に基づくことは「科学」に基づくことと同義である

はずである。しかし、「科学」と「調和」の両者の関係をテキスト上明示的に整理することは、成

文化プロセスの初期段階で放棄された。「共通の表現」のプロセスで事務局が提示したように、

国際基準と一致している SPS 措置は「正当な科学的証拠に基づくと見なす」＇shall be 

                                            
120 あわせて、基本的権利義務の「適切な場合には国際基準よりも厳しい措置をとること」が権利と

して含まれるとの文言が削除され、関連するＳＰＳ協定案の規定が適切な保護水準の決定に際し

ての無差別要件の規定から危険性の評価・適切な保護水準の決定に関する規定へ変更された。 
121 ＮＡＦＴＡのテキストでは「科学的証拠」(scientific evidence)、「科学的基礎」＇scientific basis（

は用いられていたが、「科学的正当化」(scientific justification)は用いられていない。 
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deemed to be based on sound scientific evidence（ことは、ひとつの解決であった。この考

え方は6月テキストで人、動植物の生命・健康を保護するために必要であるとともに「入手可能

な科学的証拠と整合していると推定される」＇shall be presumed to be (…) consistent with 

available scientific evidence（として示されたが、その後のドラフト・テキストではより一般的な

表現に拡張されることになった。 

このことは、「調和」の手段である国際基準の実態と問題についての認識が広まってゆくに

つれて「調和」の主導原則としての地位が低下し、これに代わって「科学」を「主導原則」として

フォーミュラの詳細化が進められていったことを反映しているものといえよう。「科学」は、差別を

行なわざるを得ないＳＰＳ分野の現実を、どのようなものであれば「正当化でき」＇justify（、どの

ようなものが「正当化できない」＇unjustifiable（のかのメルクマールとして重要な手段であると

考えられたのである。 

＇キ（リスク 

ＳＰＳ分野において各国の措置が異なる措置がとられている背景として、各国政府のリスクに

関する判断が異なること、異ならざるを得ないことは、ウルグアイ・ラウンドへの準備交渉プロセ

スで指摘されていた＇1985 年 10 月会合（。その際に提起された概念が「受け入れる用意のある

リスク」＇criteria what risk it was prepared to accept, degree of risk that the country 

concerned were prepared to accept（、気候上、地理的、病害の発生状況などのファクター

の相違を背景とした各国ごとの「異なった保護レベル」＇different levels of sanitary 

protection（であった。準備交渉の段階では「リスク」概念についてこれ以上議論が深まること

はなかた。ウルグアイ・ラウンド交渉開始後、年末に中間レビュー閣僚会合が行なわれることと

なる 1988 年、ＥＣから各国の主権的権利＇sovereign right（としての「健康保護水準」＇level 

of health protection（とともに「リスク評価」の概念が提起され＇1988 年 4 月提案（、同年 11

月には北欧グループから「科学的証拠がそれ自体相対的である」＇relative in nature（ことを

理由に各国が「受け入れ可能なリスク水準を決定する権利」＇right to individually assess 

the acceptable level of risk（を持つべきことが提案された122。 

ＥＣや北欧グループからなされた「リスク」とこれに関連する「保護水準」の概念123については、

議論を深めるだけの時間がなかったこともあって、中間レビュー合意では取り上げられなかっ

た。中間レビュー合意後のプロセスで「リスク」に関する概念、ことに「受け入れ可能なリスク水

準」、「リスク評価」、「病虫害無発生地域」についてのルール化の考え方を具体的に整理した

                                            
122 このリスクの程度の評価と保護すべき水準とは裏腹の関係にある。ケアンズ・グループは 1990

年 4 月の提案の際に、安全性への関心は優先的地位を占めるが、輸入国は同様のリスクがある国

よりも厳しい措置をとったのはなぜかという正当化ができるはずであり、その手段が「受け入れ可能

なリスク水準」の概念である、これは措置の緩和を意味するものではなく、誤解を招くようであれば

“level of negligible risk”あるいは“acceptable level of protection”も考えられる、と発言した。 
123 ＥＣは提案でＳＰＳ措置が「理論的なリスク」＇theoretical risk（でなく「現実のリスク」＇actual 

risk（を抑制するための必要最小限度のものとすること、リスク評価を国卖位でなく地域卖位で行な

うことなどとしており、必ずしも卖純な輸入国側の立場をとっていたたわけではない。 
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のはケアンズ・グループであった124。ＥＣにとって、この概念はＳＰＳ措置による保護の側面のみ

でなく、近い将来実現を目指す域内市場統合を目指してのＥＣ委員会の権限強化の手段であ

った125。対照的だったのは、米国の対応であった。「科学」概念を提案した米国は、これと密接

な関係がある「リスク」に関して、その提案では触れず、かといって反対も行なわなかった。米

国は「デラニー条項」に基づき人の健康に関して「ゼロ・リスク」の政策をとっていたことから、行

政府としては慎重な態度をとらざるを得なかったものとみられる126。 

なかでも、「受け入れ可能なリスク水準」は「調和」の代替である「同等性」のルール化も含め、

各国政府による政策判断を許容する重要な概念であった。それだけに、この要件をどのように

定めるかが大きな争点となった。初め、この水準は①適切なリスク評価を経て特定され、かつ

②必要な保護を確保しつつ最大限の貿易機会を確保するものであるとされていた＇6 月テキス

ト（。前者のリスク評価手続きの要件はブラッセル・テキストで削除され、後者の最大限の貿易

機会については、「貿易への悪影響を最小化するとの目標を考慮に入れる」ことで決着したこ

とで、この水準は定義上加盟国政府が「適当と判断した水準」であることとなった。さらに、保護

水準の決定が各国政府に委ねられたとしても、水準が恣意的に設定されることを防ぐため、適

切な保護水準の「整合性」と「無差別原則」を要件とすること、そのためのガイドラインをＳＰＳ委

員会で検討することでいわば「打ち掛け」とされたことはすでに見たとおりである127。 

「リスク」概念は、各国の客観的な状況の違いとともに政策判断という主観的要素が存在す

るというＳＰＳ措置のもつ現実と、一般的に適用可能な「科学」との橋渡しとなる、重要な「主導

原則」であった。 

 以上が「主導原則」とそのフォーミュラの詳細化の過程の要約である。SPS協定の交渉経過を

取り扱った諸著作は無差別原則、「調和」、「科学」といった言葉の主導原則としての意味を看

過し、卖に主要国の提案に共通にみられることをもって交渉参加国間の「コンセンサス」と誤解

                                            
124 ケアンズ・グループのうち、オーストラリアやカナダにＳＰＳ措置の専門家がいたこと、さらに、チ

リなどの单米のメンバー国も「病虫害無発生地域」の概念のルール化に強い関心があった＇スタント

ンＷＴＯ上級参事官とのインタビュー2009 年 8 月 28 日（。 
125 ＥＣ委員会が「病虫害無発生地域」はじめリスク評価の考え方を提案した背景には、加盟国へ

のグリップを強めたいとのＥＣ委員会の意図があったと見られている＇同上（。 
126 米国政府はウルグアイ・ラウンド終結後、デラニー条項がＳＰＳ協定の「適切な保護の水準」の

例であると説明している＇ＵＳＴR[1994]94 ページ（。また、米国行政府は、並行して行なわれてい

たＮＡＦTA テキストでは加盟国の基本的な権利に適切な保護水準を定めることができる旨の規定

があること＇第712条第2項（を承知しつつ、ＳＰＳ協定でこのような扱いとすることは拒否するとの立

場をとった＇同上（。  
127 山下ほか[2008]は、SPS 協定のさらなる改善の見地から、適切な保護水準は同様の食品につ

いて異なる可能性があることを理由に協定第 5 条 5 項を削除するか緩やかに解釈するべきである

とし、Button[2004]も同旨を述べているとしている＇404 ページ（。しかしながら、同規定は適切な

保護水準が「整合性」をもっていることを求めているのであり、同一であることを求めているのではな

いこと、SPS 交渉で各国の適切な保護水準の設定について制約要件を設けないという選択肢はな

かったことを考慮すれば、必要性も実現可能性もない提案である。なお、Button[2004]＇108 ペー

ジ（が述べているのは解釈の柔軟性であり規定の削除ではない。 
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している。このような理解では、なぜこれらの概念に関する規定についてドラフト過程でさまざ

まな曲折を経たのかを説明できない。 

SPS 協定の経過について最も詳しく取り扱った Croome[1995]においても、交渉プロセスに

ついての事実関係の变述が不正確で、交渉経過の認識に誤りがある。同著は、1988 年末の

中間レビュー閣僚会合までに①国際基準との調和、②GATT 第 20 条(ｂ)を強化して SPS 措置

を「正当な原則と科学的証拠」に基づかせること、③通報・協議手続きの強化について、閣僚

レベルでの合意が可能となっていて、1990 年 11 月には SPS 協定のドラフトには「未決定の問

題がわずかに残されていた」ものの、ブラッセル閣僚会合での最終的決定の用意ができてい

たとし、ラウンド交渉の最終段階で NGO の批判を契機に専門家が「目立たない形で」

(discreetly)テキストの修正が行われたことに触れている128が、「ダンケル・プロセス」に関して

は SPS 交渉に全く触れていない。したがって、この著書によれば SPS 交渉はブラッセル閣僚会

合までに実質的に終わっており、最終段階で非公式な修正が行われただけということになる。

これは明らかな事実認識の誤りである。なお、Prévost and Van den Bossche [2005]は、「調

和」に関する主要国の立場について極めて簡卖に整理したうえで、無差別原則と偽装された

貿易制限の禁止について「一般的な合意」があったとするなど雑駁な記述を行っている129。 

小寺[2000]が人、動植物の健康状態の向上と国際的調和との間には明らかに緊張状態が

存在している等とし、「SPS 協定には緊張関係にある諸要素が混在」している130としているのも、

SPS 協定テキスト上の主導原則の痕跡と実際の規定内容との関係についての誤解に基づくも

のといえよう。 

 さらに、Stewart[1993]は、SPS 交渉の経過はもちろん協定の内容について理解しないまま

变述を行っている。例えば、1990 年 11 月段階＇すなわちブラッセル・テキスト（での合意点とし

て、ＳＰＳ措置は無差別に適用されなければならず、偽装された貿易制限であってはならない

こと、一般的に受け入れられた科学的原則に一致した形で調和しなければならないことを挙げ

ている131。 

 

＇６（ SPS 交渉を規定した外的要素  

 SPS 交渉の場合、交渉の内容と結果に影響を及ぼすという意味で重要な外的要素は、SPS

関連の貿易問題、関連するパネル報告、北米自由貿易協定＇NAFTA（の締結、そして環境・

消費者 NGO であった。換言すれば、SPS 協定という国際条約の形成には、関係する事件、判

例、他の国際規範および一般人による関心が重要な役割を果たしたということができる。 

＇ァ（SPS 関連の貿易問題 

ウルグアイ・ラウンド当時の SPS 問題としては、EC・米国間のホルモン牛肉規制問題、米国・

                                            
128 Croome[1995]235～236、237～238、375 ページ。 
129 Prévost and Van den Bossche [2005]240～241 ページ。 
130 小寺[2000]167 ページ。 
131 Ｓｔｅｗａｒｔ［1993］200 ページ。 
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EC 間のワイン残留農薬承認問題、口蹄疫汚染地域からの食肉輸入制限問題、地中海ミバエ

の発生を理由とする英国産トマトの輸入制限問題、牛海綿状脳症＇BSE（問題、チリ産ブドウへ

の青酸カリ混入問題などがあった。 

まず、EC・米国間のホルモン牛肉規制問題は、①米国がスタンダード・コードの改善・強化

ではルールとして不十分であると判断させることになったこと、②米国が「科学」を SPS 措置の

要件として主張する契機となったこと、の 2 点で SPS 交渉の方向と内容を決定づけるものであ

った。また、この問題のひとつの解決策として国際食品規格委員会の場で牛に使用する成長

ホルモンに関する国際規格の作成の検討が行われることになるとともに、次の米国・EC 間のワ

イン残留農薬承認問題から、EC は「調和」に関して2 つの問題――国際基準のスクリーニング

と暫定輸入制度――を提起することになった。前者は国際食品規格委員会の場で EC の主張

が容れられずに多数決で定められてしまった国際基準を使用しないことを可能にするものであ

り、後者は米国では未承認の農薬が使用された飲食料品の輸入を認めないこととされているこ

とを背景に、EC が国際基準に合致しているものであれば暫定的に輸入を認められるようにす

ることを提案するものであった。こうしたことから、ECは「調和」について原則的には支持しつつ

選択的な立場をとり、米国は「科学」にむしろ重心を置く立場をとった132。また、EC が「消費者

の関心」から SPS 措置をとることを認めることを主張したことが、SPS 交渉の大きな争点のひとつ

となった133。 

口蹄疫汚染地域からの食肉輸入制限問題と地中海ミバエの発生を理由とする英国産トマト

の輸入制限問題は、リスクを＇国卖位でなく（地域的に評価する「地域主義」の思想につながっ

た。また、統一市場の形成に向けて準備を進めていた EC では、加盟国の制度の「調和」ととも

に EC 委員会の権限強化の見地から、このような主張を行ったという側面もあった。 

チリ産ブドウへの青酸カリ混入問題とこれを契機とする 1989 年 10 月の理事会決定は、SPS

協定の暫定措置のプロトタイプとなった。また、牛海綿状脳症＇BSE（問題は、暫定措置の有効

                                            
132 ウルグアイ・ラウンド交渉が開始された時点では、米国政府にとっては EC の牛に対するホルモ

ン投与規制、投与された牛肉についての政策は実質的な貿易障壁としては考えられておらず、そ

れまでに米国の農産物輸出が被ってきた SPS規制がこの問題を交渉対象として取り上げる主要な

動機であった。しかし、ラウンド交渉開始後、この問題をどう扱えるかは SPS 協定が米国農産物の

輸出にとって有効なものであるかどうかの重要な判断基準＇the single most important 

reference point（であると見なされるようになった、とのことである＇2008 年 12 月 18 日付グルエフ

氏からのメール回筓（。  
133 ただし、ECが「科学」や「調和」との関係を説明することもSPS協定テキスト上どのように表現す

るのかについても提案ができなかったことは、すでに見たとおり。ベリホルム氏はラウンド交渉の終

盤に EC の交渉官に対し、ホルモン牛肉規制の根拠となっている EC 指令は予防的な措置につい

て規定していないことから第 5 条 7 項を援用できないので、前文の「人の健康の保護」を「消費者の

関心を考慮し」に改めることにより、「科学」に準拠することを求めないTBT協定の問題として取り扱

われるようにしてはどうかと提案した経緯があるとしている＇2009 年 3 月 8 日付メール回筓（。また、

米国の SPS 交渉官であったグルエフ氏はウルグアイ・ラウンド交渉期間を通じて、EC 交渉官が

「予防原則」という言葉を用いたことはない、EC がこれを援用するようになったのはラウンド交渉終

了後のことである、としている＇2008 年 12 月 18 日付メール回筓（。 
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性についての検証の材料となった。 

 以上を整理すれば、二国間問題さらには国内問題も多国間交渉とリンケージされる傾向が

あり、そのことが多国間交渉の結果にも影響を及ぼすことになった。換言すれば、「多国間交

渉は他の手段による二国間交渉または国内調整である」ということができる。 

 なお、SPS 協定の成立についての論考では、ウルグアイ・ラウンド当時の SPS 関連の貿易問

題にほとんど注意が払われていない。Echols[1996]は EC・米国間のホルモン牛肉規制問題、

米国・EC 間のワイン残留農薬承認問題、チリ産ブドウへの青酸カリ混入問題については触れ

ている134が、SPS 協定交渉との有機的な関係性をもつものとしてはとらえていない。また、内記

[2008]はホルモン牛肉問題について触れているのみである135。日本では BSE 罹患牛の発生を

契機に「食の安全」がクローズアップされ、多くの著作がなされているが、牛海綿状脳症＇BSE（

問題を人の変異型クロイツフェルト＝ヤコブ病との関連を英国政府が公式に認めた 1996 年か

ら始まったものととらえている136。また、「予防原則」についても EC・米国間のホルモン牛肉規

制問題についての紛争事案パネル・上級委員会報告に関してもっぱら議論されており、ウル

グアイ・ラウンド交渉終盤にあった NGO によるこの原則の SPS 協定への書き込み要求はもちろ

ん、事務局による 1993 年 4 月の説明文書の存在にも気づいていない。 

＇ィ（パネル報告 

立法化の際に判例が参照されることがあるように、SPS 協定の形成過程でパネル報告が参

照された例がいくつか存在する。 

GATT の紛争処理で第 20 条＇b（との整合性が争われ、パネルの判断が示された最初のケ

ースはタイ・タバコ輸入制限紛争事案パネル報告137＇1990 年 11 月採択（であった。パネル報

告は同項の「必要性」要件は「GATT と整合した他の代替措置が存在しないか、これとより尐な

く整合している他の代替措置が存在しない場合にのみ」満たされると判断した＇パラ 74、75（。

また、「最終合意案」提示の翌 1992 年 6 月に採択された米国・アルコール・モルト飲料輸入制

限事案パネル報告138は、第 20 条＇d（に関する判断として、米国がより尐なく制限的な措置

＇less-restrictive measures（がその政策目的のために不十分であることを立証していないこと

等を理由に米国の措置が GATT 上正当化しえないとした＇パラ 5.26（。 

こうした判断は、SPS 協定案テキストの明確化の際の「貿易に対し最も尐なく制限的」な要件

に関する現行第 5 条 6 項に関する修文内容を決定づけることになった。 

SPS 協定の形成過程で最も大きな意味を持ったのは、米国・マグロ輸入制限紛争事案につ

                                            
134 Echols[1996]195～197 ページ。 
135 根拠を示すことなく「農業協定との関連性の他、SPS 協定が起草されるきっかけとして指摘され

ることは、GATT 時代に生じた米 EC 間のホルモン牛肉規制事件であるとされる」としている＇同

149 ページ（。 
136 嘉田[1997]25～26 ページ、平[2008]319～320 ページ、山下[2008]177～178 ページ。 
70 Thailand-Restrictions on Importation of and Internal Taxes on Cigarettes (BISD 37Ｓ

/200) 
138 United States-Measures Affecting Alcoholic and Malt Beverages ＇DS23/R, 16 

March 1992（ 
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いてのパネル報告139であった。この報告がなされたのは、ダンケル・プロセスが行なわれてい

た 1991 年 9 月のことであった。GATT 理事会ではこの取り扱いが大きな問題となり、採択に至

らなかった。この紛争事案は環境保護とともにイルカについての動物愛護という側面も持ち、こ

れらを目的とする国内法の域外適用の是非が争われた点で GATT の場のみならず一般の関

心を集め、環境 NGO が GATT とウルグアイ・ラウンドに関心を向けるようになったきっかけとな

った。この翌 1992 年は GATT の場では「最終合意案」の取り扱いが焦点となった年であったが、

国際的には環境問題がクローズアップされた年でもあった140。 

こうした環境問題への関心の高まりの中で、パネルの両当事国とカナダとの北米自由貿易

協定＇NAFTA（交渉が行われており、これらに深い関心を持つ環境・消費者 NGO は NAFTA

の米国議会審議を梃子にウルグアイ・ラウンド「最終合意案」、なかんずく SPS 協定案、TBT 協

定案テキストの修正を米国行政府に働きかけることになる。 

＇ゥ（北米自由貿易協定＇NAFTA（ 

地域的な取り決めの内容であっても、多国間交渉での交渉結果に影響を及ぼすことがある。

北米自由貿易協定＇NAFTA（の農業部分に含まれる SPS 関連条文は米国農務省も交渉に関

与し、SPS協定案テキストとの異同は意図的になされた側面があった。NAFTAは UR終結に先

立って合意され、環境・消費者 NGO から批判と修正要求を受けた米国行政府は、議会での

審議を控えて NAFTA テキストとの整合性を図る方向で SPS 協定案テキストの修正を行うことを

提案することとなった。米国が多角的貿易機関(MTO)設立やアンチ・ダンピング防止協定など

の修正提案を「最終合意案」の提示から１年たった 1992 年末の時点で行なった理由について、

ウルグアイ・ラウンドについての一般向けの解説書である溝口・松尾[１９９４年]は「いまだに謎

である」としているが141、ロビイストや議会関係者からの修正の圧力があったことは、当時のラウ

ンド交渉関係者にとって周知の事実であった。これに加え、NGO 等からの修正要求をそのま

まラウンド交渉の場に持ち込んだヒルズ通商代表のパーソナリティも大きく影響した142。 

ラウンド交渉の最終段階での SPS 協定案テキストの修正提案の名目は NAFTA の関連条

文との整合性を図ることであったが、他の当事国であるカナダとメキシコが SPS 協定の修正に

反対の立場をとったことは象徴的である。二国間条約ないしプルリの条約であっても、その当

事国が重きを占める多国間条約の内容が当該当事国の国内事情からこれら二国間・プルリ条

約の内容に規定されることがある一例となった143。 

＇ェ（環境・消費者 NGO 

                                            
139 United States-Import Restrictions on Tuna and Tuna Products from Mexico (DS/21R, 

3 September 1991) 
140 この 6 月にはリオ・デ・ジャネイロで環境と開発に関する国連会議＇UNCED（が開催され、「環境

と開発に関するリオ・デ・ジャネイロ宣言」＇リオ宣言（、これを実行に移すための行動計画＇アジェン

ダ 21（、気候変動枞組み条約、生物多様性条約、森林原則声明が合意されている。 
141 溝口・松尾[１９９４年]５８ページ。 
142 Hart[1995]235～236 ページ。 
143 SPS 協定テキスト案の「明確化」問題が決着したのは、北米自由貿易協定＇NAFTA（の米国

議会での成立日と同じ 12 月 8 日であった。 
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1988 年 12 月のモントリオール閣僚会合は、かつてなかったほどのメディアの注目を浴びた

貿易交渉会合であり、1990 年 12 月のブラッセル閣僚会合は NGO が参加した最初の GATT

ないしラウンド会合であった144。各種のメディアが主要な会合を中心にラウンド交渉をフォロー

した結果、次第に多くの NGO が関心を持つようになり、ウルグアイ・ラウンドの最終段階で積極

的に働きかけを行うようになった145。これに加え、先に述べたような 1991 年から 1992 年にかけ

ての環境問題に関連する紛争事案のパネル報告、国際連合の場での環境問題の取り組みも

大きな要素であったといえよう。こうしたなかで、尖鋭的な NGO だけでなく広く一般向けに交渉

内容についてのアウトリーチを最も必要としていたのは、交渉参加国政府のなかでは米国政

府であったといえよう。 

＇ォ（その他 

ウルグアイ・ラウンドの発足の経緯の变述にしばしば現れるのが「ロイトヴィラー･リポート」

(Leutwiler Report)である。ダンケル事務局長のいわば私的諮問委員会としてロイトヴィラー

＇スイス国立銀行会長＇当時（（を議長とする政財界・学識経験者 7 人が集められ、フォード財

団他からの寄付をもとに 1983 年末から検討を開始し、報告書が 1985 年 3 月にまとめられた。

ウルグアイ・ラウンド準備交渉過程でなされた、この報告書がウルグアイ・ラウンドにとってどの

程度の役割を果たしたのかについての見解は一致していない。ラウンド交渉特に農業交渉の

方向付けに大きな役割を果たしたとするもの＇Stewart[1993]146（がある一方、報告内容の大

部分は無視されたがラウンド交渉の必要性を確認するものであったとするもの＇Hart[1995]147（

がある。そもそも、この報告書がどの程度注目されたのかについても一致していない。「広く注

目された」としているもの＇Croome[1995]148（がある一方、報告書についてほとんど広報活動

が行われず、ラウンド交渉への支持を得る点では「ほとんど影響がなかった」＇minimal 

impact（としているもの＇Preeg[1995]149（がある。なお、この報告書はラウンド交渉開始の翌

年卖行本として出版され、その序文でダンケル事務局長自らこのリポートがラウンド交渉につ

いて「相当のインスピレーションの源」となり、「大々的に引用されていない場合でも、多くの

国々の考え方に影響を与えていることが明らかである」と書いている150。 

この報告は多国間繊維取り決め＇MFA（の廃止、農業分野では輸出補助金への規律の強

化、輸出自主規制や差別的な輸入制限の GATT 整合化などについて触れていたが、非関税

措置では撤廃すべしとするのみで SPS 措置については触れておらず、東京ラウンド・コードに

                                            
144 Croome[1995]168～169、276 ページ。 
145 Ibid. 166 ページ。 
146 Stewart[1993]169～170 ページ。 
147 Hart[1995]206 ページ。 
148 Croome[1995]20 ページ。 
149 Preeg[1995]53 ページ。報告書に誤って GATT 文書であるかのように表示してしまったため、

ダンケルはラウンド交渉に反対するインドやブラジルを意識して大々的な広報活動を見送ったとさ

れる＇同 262 ページ（。 
150 Anonymous[1987]1 ページ。 
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ついては補助金コードの改善について言及するのみで、スタンダード・コードについては明確

なルールが確立されているとして積極的な適用が提言されているにとどまっていた。 

ウルグアイ・ラウンド交渉の枞組みと対象を決定づけたのは、このリポートではなく GATT の

場での準備交渉作業の結果であった151。 

 

２. 国際経済法に関連する論点（終章第２節） 

 

 SPS 協定という国際条約に関しては、さまざまな国際法上の論点がありうる。ここでは SPS 協

定の形成過程から明らかとなった事項に照らして、3 つの論点に絞って取り上げる。ひとつは、

SPS 協定の性格にかかわる論点として、スタンダード・コードとその延長上の TBT 協定との関

係をどう見るべきか、もうひとつは、SPS 協定が GATT レジームに何らかの変更をもたらすもの

であると見るべきか否か、三つ目は SPS 協定に関する紛争処理パネル・上級委員会報告につ

いて SPS 協定の交渉経緯からどのような光を当てることができるのか、である。 

 

＇1（ SPS 協定の位置づけ――スタンダード・コード/TBT 協定との関係 

＇SPS 協定の出自（ 

東京ラウンドの結果成立したスタンダード・コードは、ウルグアイ・ラウンドで修正されて TBT

協定となった。TBT 協定と SPS 協定との関係について、内記[2008]は「SPS 協定は、TBT 協定

と並立して取り扱われたり比較されたりすることが多いが、実はその起源は、TBT 協定の期限

と関連するものではない。＇中略（TBT 協定と比較されることの多い SPS 協定は、実は TBT 協

定から分化したものではなく、「農業」に関する交渉から分化したものである」としている152。 

これは、GATT の「場」における貿易ルールの発展と交渉の「場」との混同から生じた誤解で

ある。すでに見たように、SPS 措置を含む非関税措置についての検討は東京ラウンドの準備交

渉プロセスにおいて開始され、ラウンド交渉における検討の場は農業交渉とスタンダード交渉

とされたが、前者は「関税交渉アプローチ」による農産物関税の交渉の場に特化し、後者は

「ルール交渉アプローチ」によりスタンダード・コードとして結実した。ウルグアイ・ラウンドの準

備交渉プロセスにおいても、農業分野の検討課題のひとつとして SPS 措置が検討対象となっ

ていた。この分野について「ルール交渉アプローチ」によるルール化を目指す以上、スタンダ

ード・コードが参照されたのは当然であった。 

                                            
151 Stewart[1993]は当時まだ現職にあったダンケルとのインタビューに基づいて書かれており、

GATT 事務局職員であった Croome はこのロイトヴィラー委員会の事務局としての役割を果たして

いた。これらの著作には、こうしたことからくるバイアスがあるように思われる。 
152 内記[2008]148 ページ。著者は別途同旨を述べたうえで、SPS 協定の重要な目的は SPS 措

置が「輸出国にとって貿易障壁となっている状態を低減することにあった」としている＇内記［2007］

32 ページ（が、この論理を適用すれば貿易に関する技術的障害についても同様のことがいえるで

あろう。自由化交渉の場である農業交渉の産物であるとして、SPS 協定の性格付けを輸出国寄り

であるとする傾向があることは、序説ですでに指摘した。 
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ウルグアイ・ラウンドにおける SPS 交渉の初期段階では、スタンダード・コードの改正によるル

ール化と、全く新たなルールを模索する 2 つのアプローチの対立があり、結局「科学」や「リスク」

といった、新たな「主導原則」をもとにしてフォーミュラの詳細化が図られることになった。ただし、

この場合においても「透明性」に関してはスタンダード・コードのフォーミュラをそのまま採用し

たこと、スタンダード・コードにおける「調和」は「科学」との関連で新たなルールへ発展を見たこ

とは、看過してはならない重要な点である。 

ウルグアイ・ラウンド農業交渉のひとつの分野として SPS 措置を取り上げることとなったのは、

東京ラウンド準備交渉段階での非関税障壁に関する包括的な調査の結果、農産物貿易にお

いて SPS 措置が問題となることが多かったことにそもそもの起源がある153。ウルグアイ・ラウンド

における準備交渉から本交渉へのプロセスは、この延長上にあった。東京ラウンドとウルグア

イ・ラウンドで違っていたのは、ラウンド交渉の開始を主導していた米国が、東京ラウンドでは

農業交渉、スタンダード交渉および補助金交渉において農業・農産物貿易問題を取り上げる

という三正面作戦を行い、EC からの拒否にあって失敗した経験から、ウルグアイ・ラウンドでは

農業交渉に交渉の「場」を集中させたことであった154。交渉理論が指摘し、SPS 協定に関する

交渉経緯から明らかなように、最も重要なことは適当な交渉の「場」の設定であった。SPS 交渉

について新たに交渉の「場」が農業交渉の「場」とは別に設定されたことは、交渉の効率性以

上の意味をもっていた。交渉対象の性格、交渉の方式、交渉アクターの相違から、異なる交渉

の「場」を必要とした155。いったん適当な交渉の「場」が設定されると、交渉の枞組みの中で交

渉アクターたちによって外部要因の影響を受けつつ独自の合意形成プロセスをたどることにな

る。農業交渉の一環として位置づけられた SPS 協定の対象範囲が農産物のみならず農業交

渉の対象外である林産物や水産物を対象としているのは、この一例である。 

＇「非関税障壁」についての国際ルール化（ 

ウルグアイ・ラウンドにおいて、さまざまな分野に関して国際ルールの新たな制定ないし既存

のルールの詳細・精密化が行われた。これらは、いわゆる「非関税障壁」を対象とするものが多

く、ラウンド終了後さまざまな意味づけが行なわれている。Van den Bossche[2008]は、「各国の

規制の調和に向けて」＇Towards harmonization of national regulation（の表題のもとで TRIPｓ協

                                            
153 Van den Bossche[2008]が「WTO 協定の交渉者たちが農産物貿易に密接に関連しているこ

とから特別に注意を払った」ことによるものであるとしている＇832 ページ（のは、準備交渉の重要性

とラウンド交渉のような多国間の合意形成における「交渉の枞組み」を設定することの重要性を無

視しているといえよう。 
154 米国の農業交渉担当課長であったグルエフ氏は、筆者からの質問に対して SPS 措置のルー

ル化をスタンダード・コードの改正により行うとの選択肢は米国政府内で検討されたことはなく、米

国は当初から別個の合意を目指す方針であったと回筓している＇2008 年 12 月 18 日メール回

筓（。 
155 すでに見たとおり、農業交渉グループは農産物市場アクセスと農業補助金という、「関税交渉

アプローチ」と「ルール交渉アプローチ」の両方を適用して交渉が行われていたのに対し、SPS 措

置については「ルール交渉アプローチ」のみによって交渉することが可能であった。交渉アクターも

異なる専門性を必要としたから、交渉の「場」を分けることは交渉を効率化することでもあった。 
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定、TBT 協定および SPS 協定をとり上げ、これらの協定は「その他の非関税障壁」の貿易に対

する悪影響を減尐させることに焦点を当てており、その手段として透明性を向上させ、公正で

非差別的な適用を確保し、不必要な手続き上の遅延や複雑さを減尐させること、ならびに他

の国際機関が定めた基準を調和義務の基礎としていることに共通点があるとしている156。また、

Cottier[2005]は「貿易への障壁」を 3 つの世代に分類し、関税を第 1 世代の貿易障壁、数量

制限、技術的規格・基準、表示要件、自主的貿易規制など「灰色措置」を第 2 世代の貿易障

壁、そして 1980 年代から見られるようになった第 3 世代の貿易障壁として、国内農業支持、サ

ービス・投資規制、知的所有権保護を挙げたうえで、これら第 3 世代の貿易障壁の共通項はこ

れらが「各国の国内法制度」の一部をなすものであり、それ自体は国境措置であることを意図

せず、したがって古典的な意味での国際貿易制度ではないものの、他の非関税障壁がしだい

に廃止されるかルール化されるようになってきたなかで、しだいに市場アクセスへの影響が目

立つようになってきたとしている157。 

こうした説明は、本論文で検討してきた SPS 協定への系譜やその交渉過程から見ると、近似

的な説明にはなり得ても SPS 協定がウルグアイ・ラウンドで成立した意義を正確にとらえきれて

いない。 

1927 年の輸出入禁止制限撤廃条約交渉に見られるように、多国間の貿易交渉の場でまず

試みられたのは、約 20 年後に GATT 第 20 条各号に掲げられることになる「非関税措置」に関

するルール化であった。関税をとり上げることは、当時の主要貿易国政府にとって「センシティ

ブ」な問題であった158。GATT の「場」で非関税措置に関するルール化を行なうための最初の

組織的・体系的な取り組みが東京ラウンドであり、その準備交渉プロセスで大規模な調査と分

析が行われたことはすでに見たとおりである。東京ラウンド本交渉の結果合意されたスタンダ

ード・コードでは SPS 措置に関するルールとして不十分であると認識されたことが、ウルグアイ・

ラウンド SPS 協定交渉につながったこともすでに見た。 

 

スタンダード・コード、後の TBT 協定が「貿易に関する技術的障害」全体を対象にする横断

的なルールであるのに対し、SPS協定はSPS措置をとり上げてその特性を考慮したルール化を

行うものであったから、SPS 協定と TBT 協定とでは顕著に相違している点は多い。 

まず、対象の相違がある。SPS 協定は人、動植物の生命・健康を保護するためにとられるあ

らゆる措置を対象とし、目的が限定されている半面、措置については限定がない。これに対し、

                                            
156 さらに、これらの協定がその他の WTO 協定とは異なり、通常の貿易自由化ルールを超えて

「国境の内側」の規制領域に足を踏み込んだことにより、協定の実施コストや加盟国の規制政策と

の目的との衝突の問題を生じることになったとしている＇741 ページ（。 
157 知的所有権については、研究開発や投資により差別化された商品が保護の不十分さの結果、

フリーライドされた商品により代替されることにより市場アクセスが阻害されると説明し、ただし不適

切な保護は自由なモノ・サービスの流れの妨げになることから異なった政策目的間のバランスが真

の問題であるとしている＇1052～1054 ページ（。 
158 こうした事実関係に照らしても、Cottier[2005]による貿易障壁の世代分類は支持しがたい。 
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TBT協定は技術的障害、基準、適合性評価という3つの措置に関する規律であり、これらの措

置の目的については限定がなされていない。 

次に、判断の基準が異なる。SPS 協定では人、動植物の生命・健康へのリスクについての

「受け入れ可能な水準」すなわち「適切な保護水準」を加盟国がどのように定め、これに基づく

措置がどのような要件を満たすべきかが中心的な課題であり、その判断基準として「科学」が

用いられる。これに対し、TBT 協定にはこのような中心的課題と判断基準がない。 

これに関連し、国際基準への整合化の義務の程度がSPS協定と TBT協定とでは全く異なる。

SPS 協定では措置の国際基準との乖離については、「科学的正当化」が求められる。TBT 協

定では国際基準を採用しない理由の説明を求められるのみであり、広い裁量が認められてい

る159。 

貿易制限に関するルールの構造も異なっている。TBT 協定では貿易制限の程度は正当な

目的を達成できないリスクに比例的でなければならない。これに対し、SPS 協定では人、動植

物の生命・健康へのリスクは「適切な保護水準」に反映される。そのうえで、この水準を実現す

るためのさまざまな代替手段のなかから技術的に困難であるか経済的なコストが高いために実

際的でない場合を除いて、最も尐なく貿易制限的な措置をとることが求められる160。 

最後に、TBT 協定は無差別原則に基づき構築されているのに対し、SPS 協定はそうではな

いという根本的な相違がある。そもそも、SPS 協定交渉の眼目は、SPS 分野では差別せざるを

得ない現実を前にして、正当化できるものと正当化できないものにどうやって区別できるのかと

の問いに回筓を見出すことにあった。そのために考え出されたのが「科学」と「リスク」であった。

既に述べたように、SPS 協定の形成過程で無差別原則を詳細にフォーミュラ化することは放棄

された。基本的な権利義務としては規定されたが、「適切な保護水準」の設定に関する要件の

ひとつとして規定されるにとどまり、具体化の検討は実施後の問題として先送りされた。その意

味で、無差別原則を否定したわけではないものの、これに基づいて構築されているわけでは

ない161。 

                                            
159 TBT 協定に関する紛争件数が SPS 協定と比較して尐ない理由を、内記[2008]は TBT 協定と

GATT で対象とする措置の重複、TBT 分野では ISO 等民間組織による基準策定が進んでいるこ

と、「SPS 協定の紛争は、食の安全など国家の主権に最も関わる性質のものであるため、紛争にエ

スカレートしやすい一方で、TBT(協定)の問題は工業製品の問題として時にきわめて技術的な問

題であり、紛争解決手続きで争うまでに至らないということも考えられる」とし、両協定の間の規律内

容およびその程度の相違を看過している(187～188 ページ)。 
160 ラウンド交渉最終場面でのテキストの「明確化」プロセスで、「貿易に対し最も尐なく制限的」要

件の問題として議論の大きな焦点となったことは既述のとおり。 
161 スタンダード・コードとの関連およびTBT協定との比較については、ベリホルム氏から多大な示

唆を受けた＇2008 年 9 月 4 日のインタビュー（。なお、ウルグアイ・ラウンド合意後、米国政府は

「TBT 協定は無差別テストに依拠している。SPS 協定は、措置が科学に基礎を持ち、リスク評価に

基づいているか否かに依拠している。SPS 措置では、異なったリスクのある外国の諸国からの輸入

品について無差別な取り扱いを行うことは困難である。SPS 協定のもとでは、差別は恣意的でない

か正当化できないものでない限り許容される」と説明している＇USTR, Sense of Administrative 

Action[1994]86 ページ（。 
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とはいえ、SPS 協定への系譜と GATT ラウンド交渉での SPS 分野に関するルールの形成過

程から、SPS 協定がスタンダード・コードで定められた SPS 措置を含む非関税措置に関するル

ールを強化したものであり、その法規範を発展させたものであることは明らかである。GATT か

ら WTO 諸協定へのプロセスを貿易ルールの進化の過程において、TBT 協定と SPS 協定はと

もに GATT における非関税障壁とされる分野に関するルール形成の進化の延長上にあり、ス

タンダード・コードから枝分かれしたものであった。その意味で、SPS 協定は TBT 協定に対して

特別法(lex specialis)の関係にあるとの Hoekman & Kostecki[2001]の指摘162は正しい。 

 

＇2（ GATT/WTO の基本原理と原則 

GATT/WTO という交際貿易に関するルール体系の根幹をなす基本原則が何であるのか

について、説明する試みがさまざまな論者によって行なわれている。数例を挙げれば、「レジ

ーム」概念163によって分析したものとしては赤根谷[1992]や山本［1997］によるものがあり、前

者は「狭義のガット・レジーム」の構成要素として自由貿易原則、無差別、貿易上の多角主義、

レシプロシティー(Reciprocity)の 4 つを挙げ164、後者は比較優位説などに基づく貿易自由化

による経済的公正の増大や完全雇用の達成、自由化による利益の平等な分配、メンバー間の

平等な取り扱いを原理として、GATTの自由、無差別、多角、互恵原則がうちたてられている、

とする165。また、Hoekman & Kostecki[2001]は WTO を貿易政策のための行動規範＇Code 

of conduct（であるとし、無差別、相互主義、市場アクセス、公正な競争の 4 つの原則からなっ

ている166、とする。また、中川ほか［2003］は「WTO においては、最恵国待遇と内国民待遇と

いう無差別原則と、市場アクセス改善を国際貿易に関する基本的規律としている」としている

167。本論文の目的は、こうした GATT/WTO に関する諸説の詳細な比較検討に立ち入ること

ではない。筆者の関心は、これらに諸説にほぼ共通して現れる GATT の基本原則の根幹とさ

れる互恵原則および無差別原則について、SPS 交渉の「主導原則」とフォーミュラの詳細化の

プロセスにおいて何らかの変更がなされたのか否か、である。 

＇互恵原則＇Reciprocity（（ 

SPS 措置を他の非関税措置と同様に交渉の対象とすることが検討されていた時点では、交

渉の方式を「関税交渉アプローチ」、「ルール交渉アプローチ」のいずれによるのか自体が検

討の対象であったから、互恵原則は GATT 締約国である交渉参加者にとってつねに参照さ

                                            
162 Hoekman & Kostecki[2001]197 ページ。 
163 山本吉宣[1997]は、Krasner に依拠して「レジーム」概念を「ある一定の問題領域に関して、

明示的な、あるいはインプリシットな、原理、規範、(行動)ルール、集団的な決定およびその実行に

ついての手続き、から構成され、それによって、各メンバーの行動がコントロールされ、他のメンバ

ーについての期待が収斂していく、という機能を持つもの」としている(24 ページ)。 
164 赤根谷［1992］50～56 ページ。 
165山本吉宣[1997]24 ページ。 
166 Hoekman & Kostecki[2001]20～32 ページ。 
167 中川ほか［2003］93 ページ。 
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れるべき「主導原則」でありえた。しかし、SPS 問題についての実際的な知識をもとにして「ル

ール交渉アプローチ」が事実上採用され検討が行われるようになると、互恵原則は SPS 措置

に関するルール化の詳細なフォーミュラのための「主導原則」としての地位を失うことになった。

交渉参加者にとって必要とされていたのは、このような一般的な原則ではなく、ルール化のた

めの SPS 措置の実態に即した具体化が可能な「主導原則」であった。 

SPS 措置に関するルール化は、「関税交渉アプローチ」における互恵原則のような卖純で

容易に計量可能なメルクマールの適用を許さなかった。「農産物輸出国」とされる国も農産物

を輸入していることがあり、その逆もあったから、SPS 措置に関しては「農産物輸出国」と「農産

物輸入国」の区分は意味を持たず、SPS 交渉の構図は両者の対立関係の調整といった卖純

化を許さなかった。また、動植物検疫と食品安全という生産者と消費者の双方を保護する措置

についてのルール化であったから、農業交渉で「農産物輸出国」に分類される国の政府といえ

ども、「自分の足を撃つ」ことがないように気をつけてルール化を行なわざるを得なかった。交

渉参加者の政府は、国内的にも「輸出サイド」と「輸入サイド」、そして「輸入サイド」としては国

内生産者のみの視点だけではなく、自国民の生命・健康、すなわち「一般消費者」の保護の観

点も含めた、複雑なバランスを考慮する必要に迫られたのである。 

こうしたことから、SPS 協定交渉では国際的にも、国内的にも「輸出サイド」と「輸入サイド」双

方の観点を含めた、互恵性よりもはるかに広義の「バランス」が問題であった168。 

＇無差別原則（ 

SPS 交渉で「ルール・アプローチ」が採用された時に、まず「主導原則」として提起されたの

は無差別原則であった。しかしながら、SPS 措置が本質的に差別的な適用を行うものであった

ことから、これを「主導原則」としてルールの詳細なフォーミュラ化をすることに行き詰まることに

なった。 

Sykes[1995]は、ある種の SPS 措置は無差別原則の例外として処理する考え方をとる。彼

は、口蹄疫を理由とする動物検疫措置を内国民待遇原則の例外として挙げている169。しかし、

地域ないし国により特定の病気ないし病害虫が存在する場合としない場合があるのは、口蹄

疫に限らない。植物防疫の場合の地中海ミバエや火傷病をはじめ、ほとんどの場合が内国民

待遇の例外に該当するといっても過言ではない。 

こうした SPS 分野の特質を考慮し、SPS 交渉の参加者は、GATT 第 20 条柱書の要件とと

                                            
168 このことは、なぜウルグアイ・ラウンドで「一括受諾」が重要であったかを説明する。 
169 Sykes[1995]118～119、128 ページ。このような場合には「貿易に対して最小制限的」である

要件が無差別原則に代わり有効なルールたりうると示唆している。しかし、SPS 措置の運用の実際

を考慮すると、この考え方はとりえない。植物防疫の要件は、ある種の薬剤で何分間燻蒸処理をし

たものという形で定められる。ところで、ラウンド交渉最終局面で米国が懸念していたように、侵入を

防止したい害虫が死滅するためのより安価で有効性がある薬剤が開発されるかもしれない。同一

の効果がより安価に期待できる方法は「貿易に対してより尐なく制限的」である。しかし、政府の規

制要件はこうした科学技術の進歩と常に同じペースで変更できるわけではない。「明確化」に関す

る論議の際に見られたように、このような遅延は「合理的な範囲」内であれば許容されるべきという

のが、交渉アクターたちの理解であった。 
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もに、これを基本的な権利義務として規定し、実効性のあるルールとしては適切な保護水準の

設定に関する規律として位置付けることとした。そのうえで、「科学」概念など規律として実効性

が見込まれる「主導原則」の詳細なルール化に注力したのである。 

これとともに注意すべき点は、「病虫害無発生地域」＇現行第 6 条（の概念であった。「病虫

害無発生地域」においては、病虫害が発生しないという客観的事実とこれを確保する政策措

置の存在の２つの要素をもとに、１国の領域の一部である場合もあれば 2 以上の国の領域の

全部または一部をカバーする領域を設定するものであったから、これまでの GATT において

前提としていた国境とモノを前提としての内国民待遇原則の概念の考え方に大きな変更が加

えられることになった。 

 

SPS 協定が「関税交渉アプローチ」ではなく「ルール交渉アプローチ」に基づくものであった

以上、関税交渉でいう狭義の互恵原則に基づき構成されなかったのは当然であった。無差別

原則は SPS 協定においても基本原則として継承されているものの、SPS 措置が正当化できる

ものであるか否かを判定する実効性のあるメルクマールとして用いることは放棄され、「科学」と

これに関連する「リスク」概念などを用いて組み立てられることになった。その結果、差別の事

実の有無ではなく、あるSPS措置についての科学的合理性に関するアカウンタビリティの有無

が重要な意味を持つことになったのである170。 

 こうしたことが GATT/WTO の基本原則＇ないし「レジーム」（について変化をもたらしたか否

かという問いは、基本原則＇ないし「レジーム」（の定義によることであり、意味のあるものではな

い。しかしながら、加盟国の政策措置の科学的合理性についてアカウンタビリティを問われる

こと自体は、大きな含意をもっている。この点については次で論じる。 

  

＇3（ SPS 協定の交渉経過による SPS 協定関連紛争パネル・上級委員会報告の検討 

これまで SPS 協定に関して紛争処理手続きが援用された案件は、WTO によると 37 件あり、

うちパネルが設置され、報告がなされるに至ったのは＇さらに上級委員会報告がなされたもの

を含め（11 件であった171が、実質的には次の 7 件である172。 

                                            
170 Hudec[2003]が指摘しているように、SPS 協定では差別が行なわれていること自体の立証によ

ってではなく、加盟国の規制に関する判断の合理性＇rationality（の立証の如何が問題になる

＇189 ページ（。 
171 WTO のウェブサイト上での検索結果＇2011 年 12 日 1 日現在（。 
172 この 11 件のなかには複数の国が訴えを提起しているものがあること、また、ＥＣ・アスベスト紛

争事案(DS/135)はカナダが SPS 協定との整合性も提起したものの、審理では TBT 協定および

GATT1994 との整合性が争われたので SPS 協定に関する紛争処理事案とは言い難いことから、

これらを除くと 7 件となる。なお、米国・義務停止継続紛争事案＇United States of 

America-Continued Suspension of Obligations in the EC-Hormones Dispute (DS320) パ

ネル報告２００８年 3 月、上級委員会報告２００８年１０月（は、紛争処理合意および GATT1994 の

条項に関して争われた事案であることから WTO の整理では SPS 協定に関する紛争処理事案とし

て扱われていないが、＇ァ（のホルモン牛肉紛争事案に関する米国の制裁措置の継続が問題にな
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＇ァ（EC・ホルモン牛肉紛争事案＇パネル報告1997年8月、上級委員会報告1998年1月（173 

＇ィ（オーストラリア・サーモン紛争事案＇パネル報告 1998 年 4 月、上級委員会報告 1998 年

10 月（174 

＇ゥ（日本・コドリンガ紛争事案＇パネル報告 1998 年 10 月、上級委員会報告 1999 年２月（175 

＇ェ（日本・リンゴ火傷病紛争事案＇パネル報告２００３年６月、上級委員会報告２００３年１１月（ 

176 

＇ォ（EC・GMO 紛争事案＇パネル報告２００６年５月（177 

＇ヵ（オーストラリア・リンゴ紛争事案＇パネル報告 2010 年 8 月、上級委員会報告 2010 年 11

月（178 

＇キ（米国・鶏肉輸入制限紛争事案＇パネル報告２０１０年９月（179 

 

周知のように、交渉の際の提案・議事録を含む条約の準備作業＇travaux préparatoires（は、

条約規定の意味があいまいまたは不明確であるか、常識に反し不合理な結果もたらされる場

合には補足的手段として援用することとされている＇ウィーン条約法条約第 32 条（。条約の交

渉経過の記録にこのような位置づけが与えられた主な理由のひとつは、「条約交渉の記録が

多くの場合不完全でミスリーディングである」ことであった180。条約法条約の起草時にも条約文

と同等の効力を認めるべきとの主張＇米国（があった一方、これを全く否定する主張が対立した

＇英国、フランス（とされる181。ここでは条約の準備作業を条文の解釈の補足的手段としての位

置づけ以上の地位を与えるべきか否かの議論には立ち入らない182。また、パネル・上級委員

                                                                                                                                
ったケースであり、この事案の延長上の問題である。 
173 European Communities- Measures concerning Meat and Meat Products (hormones) 

(DS26, DS48) 米国とカナダから提起された。報告の引用箇所は括弧内で DS26 の報告のパラグ

ラフ番号を記した。 
174 Australia-Measures affecting Importation of Salmon (DS18) 
175 Japan-Measures Affecting Agricultural Products (DS76) 
176 Japan-Measures Affecting the Importation of Apples (DS245) 
177 European Communities-Measures Affecting the Approval and Marketing of Biotech 

Products (DS291,292,293)この事案は、米国、カナダおよびアルゼンチンから提起された。 
178 Australia-Measures Affecting the Importation of Apples from New Zealand 

(DS/367) 
179 United States of America-Certain Measures Affecting the Imports of Poultry 

from China (DS392) 
180 International Law Commission [1996] 220 ページ。  
181 山本[1994 年] 615 ページ。 
182 WTO 協定附属書Ⅱ紛争解決に係る規則及び手続きに関する了解第 3 条＇一般規定（2 項の

「解釈に関する国際法上の慣習的規則に従って対象協定の現行の規定の解釈明らかにする」で

いう「解釈に関する国際法上の慣習的規則」とは、「条約法に関するウィーン条約」＇第 31 条から第

33 条（が基本的に該当するとされる＇外務省[1996]574 ページ（。 
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会の審理の際に実際に交渉経過が参照されたか否かも検討しない183。本論文の関心は、これ

までの SPS 協定の形成過程に関する検討から明らかにした交渉参加者の意図と、実際の紛争

事案に直面したパネル・上級委員会による SPS 協定の解釈とをこれらの報告によって比較検

討することである。前者の交渉参加者の意図を何によって把握するのかという問題は、これら

の提案とドラフト・テキスト比較、および交渉参加者が念頭に置いていたであろう、第 1 章第 3

節で検討したウルグアイ・ラウンド当時の SPS 問題によって接近することが可能である。こうした

問題の解決手段としての協定テキストを、WTO 紛争解決手続きの問題へ発展してしまった紛

争処理事案についてのパネル・上級委員会によりどのように解釈されたのかが、ここでの関心

事である184。 

 SPS 協定発効後提起された紛争事案の審理の結果、交渉参加者の理解が再確認されること

は最も望ましい形であるが、パネルが交渉参加者の理解とは異なる理解を行い、これを上級

委員会が修正して交渉参加者の理解を再確認したものがいくつか存在する。また、パネル段

階で紛争処理手続きが終結した結果、パネルが交渉参加者の理解とは異なる見解を示したま

まとなっているものも存在する。以下、これらを検討する。 

＇上級委員会により再確認されたもの（ 

＇ァ（国際基準への調和は達成すべき目標であって加盟国に対する義務ではないこと＇第 3 条

1 項関係（ 

交渉当事者の認識からして理解しがたい結論をパネルが出し、上級委員会がこれを修正し

たケースがホルモン牛肉紛争事案においていくつか見られるが、これはそのひとつである。 

 EC によるホルモンを使用している米国産牛肉の輸入を禁止措置が国際基準に基づかない

ものであるとして問題となったこの事案のパネル報告は、SPS 協定前文に国際基準の使用を

促進することが規定されていることを理由に「第３条１項は特に第３条３項などで規定されてい

る場合を除いて措置を国際基準に基づかせることをすべての加盟国に義務付けている」

＇8.86（とした。これに対し、上級委員会は、SPS 協定における国際基準に基づく調和とは将

来時点において実現されるべき目標であることは明白である、パネルの第３条１項の解釈は国

際基準を強制規格へと変質させるに等しいが、SPS 協定にはそのような根拠は見当たらない、

また主権国家がそのような義務を自らに課したと軽々に断ずることはできないとして＇163～

165（パネル判断を退けた。 

                                            
183 WTO 紛争処理手続きにおいて、SPS 協定の交渉経過もパネリストに説明されるが、採用する

か否かはパネリストの判断にゆだねられるとのことである＇2009 年 8 月 28 日の WTO スタントン上

級参事官とのインタビュー（。 
184 交渉経過を参照すべきでないとする立場の論者＇ベケット（は、交渉記録に裏取引や交渉団代

表の非公式の発言が含まれていないことから、交渉参加者の真の期待＇genuine expectations（が

反映されていないとし、「条約のテキストはいったん調印されるとそれ自身の生命を持つものである

＇The text of the treaty, when once signed, assumes … a sort of its own life（。交渉中に問題であ

った事項の半分は大して重要でなかったことが判明し、交渉中にほとんど考えられなかった新たな

問題が重要な問題となってくるものである」としている＇McDougal, Lasswell and Miller [1994] 

131~132 ページ（。 
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そもそも、ウルグアイ・ラウンド交渉が行われていた当時、関連する国際基準は加盟国に遵

守を義務付けられるような内容のものではなかったことは既にみたとおりである。こうした状況

であったからこそ、ウルグアイ・ラウンド交渉当時、一部の消費者団体がＳＰＳ協定は各国の厳

しい措置を低い国際基準に「下方調和」させることになると主張して修正を要求したり、協定そ

のものに反対したのであった。実際には、国際食品規格委員会による国際基準は、各国の基

準に比べてより厳しいものもあればより緩いものもあった185こと、右のような国際基準の状況に

ついての認識はＳＰＳ交渉参加者に共有されていたから、国際基準に基づくことを一律に義務

化する意図はＳＰＳ交渉当事者にはなかったといってよい。 

また、SPS 協定の交渉過程での議論から明らかなように、「調和」の実現が容易ではないか

らこそ、異なる措置であっても同等の効果を達成できるのであれば認めることとする、同等性に

関する第 4 条の規定が設けられたのであった。国際基準に基づかせることが義務なのであれ

ば、このような規定がそもそも必要ないか、国際基準が設けられていない場合に限るといった

限定がなされていたはずである。第 4 条の規定がなぜ置かれているのかについてパネルが考

慮に入れていれば、かかる不合理な解釈が行われることはなかったと考えられる。 

さらに、パネルのような解釈をとってしまうと、WTO 全加盟国の衛生・検疫当局は自国の措

置すべてについて国際基準に合わせるという膨大な作業を行わねばならないことを意味する。

こうしたことがＳＰＳ協定で意図されたとは考えられないというのが上級委員会の判断であり、交

渉当事者の認識もその通りであった。「主権」以前の問題として、そのような作業のために経費

と時間を費やす用意はどの加盟国にもなかったのである。 

＇ィ（適切な保護水準を決定することは加盟国の権利であること＇第 3 条 3 項関係（ 

 ホルモン牛肉紛争事案では、＇ァ（の問題に関連して、パネルは SPS 措置を国際基準に基づ

かせる＇based on（とは国際基準に適合する＇conform to（ことであり、当該措置が国際基準と同

一の＇same（保護水準を反映していなければならないとし＇8.72、8.73（、EC の措置は国際食品

規格委員会による国際基準とは異なる保護の水準をもたらしていることから、第 3 条 1 項に不

整合であるとした＇8.77（。すなわち、加盟国には適切な保護水準を国際基準のそれと同一の

ものとする義務があるとするもので、加盟国に保護水準を決定する権利があることを否定する

ものであった。この見解も上級員会によって覆されることになる。 

 上級委員会は、前文第 6 パラの「自国の適切な保護水準の変更を求められることなく」を挙

げて、加盟国が自国の適切な保護水準を決定することは重要な独立の＇autonomous（権利で

あり、パネルがいうような第 3 条 1 項の一般的義務からの例外として位置付けられるものではな

                                            
185 国際食品規格委員会の国際基準が米国のような先進国の基準と比べておしなべて低いレベ

ルのものであったわけではない。USTR[1994]は、残留農薬に関するコーデックス基準 1.746 のう

ち、85％は米国の基準と同レベル＇678（ないしより厳しい＇820（としている＇13 ページ（。日本の玄

米へのカドミウム許容基準値は 1 ㎎/kg とされていたが、2011 年に国際基準値と同じ 0.4 ㎎/kg に

改められた。また、日本では牛のと殺に脊髄破壊法＇ピッシング（が 2009 年まで行なわれていた

＇BSE についての国際基準で脊髄は特定危険部位とされ、その他の部位と接触しないことが勧告

されている（。 



72 

 

い、とした＇172（。 

 SPS 交渉の経過から明らかなように、「適切な保護水準」の概念は 1988 年 4 月、EC から加盟

国の「主権的権利」＇sovereign right（として提案され、これにいかなる要件を課すかが争点とな

った。「調和」は SPS 措置に関してであって、保護水準の「調和」が主張されたことはなかった。

北米自由貿易協定で加盟国の権利として規定されている適切な保護水準が SPS 協定で基本

的権利義務として位置付けられなかったのは、米国がこれを拒否したことによるものであること

は、すでに指摘した通りである。 

＇ゥ（SPS 措置と科学的証拠との間に関係性が存在すること＇第 2 条 2 項関係（ 

SPS 措置をとる場合には科学的証拠に何らかの根拠を有しなければならないという、SPS 交

渉参加者の間で当然の前提であった認識は、コドリンガ紛争事案になって確認されることにな

った。 

第 2 条 2 項との整合性が争われたこの事案で、パネルは十分な科学的証拠「なしに維持さ

れている」とは、措置と科学的証拠との間に「客観的または合理的な関係の欠如」＇a lack of 

objective or rational relationship（が見られることであるとした＇8.29（上で、日本の品種別

試験の要求とパネルに提出された科学的証拠との間に「実際の因果関係」＇actual causal 

link（が認められないとして第２条２項に不整合と判断した＇8.42～43（。上級委員会も、「十分

性」とは辞書的に「量、広がりまたはスコープがある目的・事項に照らし十分であること」である

から「関係的な概念」＇relational concept（であるとし、本条項の「十分性」は SPS 措置と科学

的証拠という 2 つの要素の間に「十分な関係」＇a sufficient or adequate relationship（を必

要とするとして＇73（パネルの判断を支持するとともに、措置と科学的証拠との間に「合理的な

関係」＇a rational relationship（があるか否かは措置の性格や科学的証拠の質および量を

含め個々のケースごとの状況をもとにケース・バイ・ケースで決定されるべきであるとした＇84（。 

この「合理的な関係」＇a rational relationship（の判断基準は、日本が国内に存在しない

火傷病菌の侵入を防止するため、米国産りんご果実の輸入に際して課している検疫要件につ

いて米国が提訴したりんご火傷病紛争事案でも適用された。パネルは日本の要求する緩衝地

帯の要件と園地検査の要件は入手可能な科学的証拠と合理的関係を有していないとし

＇8.191（、上級委員会もパネル判断を支持した＇162（。 

このような「合理的な関係」の概念は、交渉時には当然の前提であり、問題は量的・質的な

十分性をどう表現するかであった。ＳＰＳ措置とこれをとる基礎となった科学的証拠との間に関

係性があることは交渉関係者にとって当然の前提であったからこそ、1990 年の成文化プロセ

スの際に輸入国により重い立証責任を負わせたい米国とケアンズ・グループが SPS 措置は科

学的証拠に「基づくべき」＇be based on（と主張する一方、この逆の立場から EC、北欧グルー

プは SPS 措置を科学的証拠に「反して維持してはならない」＇not be maintained against（と

の対立があった。また、SPS 協定交渉の最終段階であった 1993 年 12 月、米国からなされた

本条項の修正提案は「＇当該措置の（科学的基礎がもはや存在しなくなった場合には維持さ

れない」＇not maintained if its scientific basis no longer exists（とされていた。ある時点で
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採用されたＳＰＳ措置の根拠となった科学的証拠を構成する科学的情報の集合が、その後の

科学的知見の進歩によって尐数意見となった場合でも、科学的情報の集合として存在する限

りは、そのＳＰＳ措置がチャレンジされることのないようにするというのが、この提案のテキストに

込められた意図であった。 

＇ェ（「科学」には不確実性が存在すること、また科学的証拠には多数意見と尐数意見が存在

すること＇第 2 条 2 項関係（ 

 これも SPS 交渉当時者間で当然の前提であった認識が、後に確認された例である。「科学」

概念が提案された当初から、科学的証拠がその性格上相対的なもの＇relative in nature（であ

り、それゆえ異なる状況のもとにある各国は自国が受け入れ可能なリスク水準を決定する権利

がなければならないこと＇1988 年 11 月（が指摘され186、これに否定的な見解が述べられたこと

はなかった。また、SPS 協定の成文化で明らかにしたように、「貿易への悪影響の最小化」の原

則の詳細なフォーミュラ化の際に「貿易への悪影響の最小限のものの選択」に関するドラフト

に最も注意が払われたのは、「科学」がこれを構成する科学的情報の集合概念であることと、

その進歩性についての認識からであった。「科学」が絶えず進歩するものであることから、新た

な科学的情報がもたらされ、古い科学的情報と置き換えられることによって多数意見と尐数意

見の関係が逆転し、定説が修正されあるいは覆される可能性が常に存在する。ということは、

最新の科学的知見に基づきリスク評価を行って定められた SPS 措置といえども、絶えずチャレ

ンジされる危険があることを意味する。米国が現行第 5 条 6 項の「明確化」を提案したのはこう

した懸念からであり、制度の安定性と運営コストを考慮すれば理解できるものであった。 

 ホルモン牛肉紛争事案に関し、上級委員会はリスク評価に関する第 5 条 1 項は「関連する科

学的コミュニティの多数意見」のみに基づかなければならないことを要求するものではない、科

学者間の見解の相違が「科学的不確実性の状況」＇a state of scientific uncertainty（を反映し

ている可能性があること、責任ある政府が信頼できる筋からの尐数意見＇a divergent opinion 

coming from qualified and respected sources（に基づき誠実に行動することがありうる、とした

＇194（。 

 右の上級委員会の判断は、交渉当時者の理解を再確認するものであった。 

＇ォ（国際基準より厳しい SPS 措置をとる場合に要求される「科学的正当化」は、リスク評価を意

味するものであること＇第 3 条 3 項関係（ 

＇ィ（に関する審理に関連して、上級委員会は、第 3 条 3 項の国際基準よりも高い適切な保

護水準を設定するためには第 5 条に定めるリスク評価の要件を満たさなければならないとのパ

ネル判断＇8.89（を支持した。ここで問題となったのは、同条項で国際基準よりも高い保護水準

を設定する場合の要件として＇a（「科学的正当化がある場合」または＇b（リスク評価に関する

                                            
186 確定的な科学的証拠＇conclusive scientific evidence（がない例として発癌性が挙げられ、各

国により許容水準が異なる例としてカドミウム、食品への放射線照射が挙げられた。また、科学的

証拠に基づかない輸入禁止措置として倫理的価値観＇ethical values（に基づく豚の輸入禁止措

置がとられている事実があることも考慮する必要性が指摘された。 
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「第 5 条 1 項から 8 項までの関連規定に従い自国の適切な保護水準を決定した場合」と規定

されている、(a)と＇ｂ（のいずれかを満たしていればよいと解するのか否かであった。上級委員

会は、この規定について「明らかに起草と伝達の明確さの模範ではない」＇evidently not a 

model of clarity and communication（としつつ、第 3 条 3 項末文がこの保護水準に基づく

措置は「この協定の他のいかなる規定にも反してはならない」としていること、およびその脚注

の「科学的正当化」の定義がリスク評価に基づいてなされたものとされていることを挙げて、こ

の(a)と＇b（の要件の相違は実質的というよりも文言上のもの＇more apparent than real（であ

るとした＇175（187。 

 すでに明らかにしたように、この部分こそラウンド最終段階の「明確化」のプロセスで問題にな

った個所のひとつであった。米国から提出された「科学的正当化」に関する定義を附属書 A に

設ける提案についての検討の過程で、「科学的正当化」はリスク評価の結果導き出されること、

したがって「科学的に正当な理由がある場合」の文言をテキストから削除しても論理的に成立

することが判明した。しかしながら、このような議論は「技術レベル」では共通の理解とはなり得

ても「政治レベル」の理解を得ることは期待できなかった。米国にとっては、北米自由貿易協定

＇NAFTA（では用いられていないこの文言などない方が国内的にも説明が容易になるというメリ

ットがあった一方、高い保護水準を設定して SPS 措置をとることを容認せざるを得なかったラテ

ンアメリカのケアンズ・グループのメンバー国にとっては、許容の要件である「科学的正当化」

の文言を削除することは問題外であった。こうしたことから、第 3 条 3 項に脚注を設けて、(a)は

＇b（に等しいことを同義反復にならないようにいかに表現するかが焦点となったのである188。 

＇ヵ（リスク評価は加盟国それぞれが実施することを求められているわけではないこと＇第 5 条 1

項関係（ 

交渉当事者の認識からして理解しがたい結論をパネルが出し、上級委員会がこれを修正し

たもうひとつのケースである。 

ホルモン牛肉紛争事案に関するパネル報告は、協定第５条１項は「最低限度の手続き要件」

＇minimum procedural requirement（として、「加盟国がその措置を危険性評価に基づい

ているとみなされるためには措置を実施するに当たりリスク評価を尐なくとも実際に考慮した

＇actually took into account（という証拠を示さなければならない」との判断を行った＇8.113（。

                                            
187 Scott[2007]は、この解釈から、国際基準が存在している場合であっても SPS 条約の他の規定

特にリスク評価に関する第 5 条 1 項を満たしていればその SPS 措置を国際基準に基づかせない

ことができ、したがって高い保護水準を設定することについて第 3 条 1 項は追加的な義務を負わせ

るものではない、と結論付けることができるとしている＇254～257 ページ（。 
188外務省[1996]は「ダンケル・ペーパー作成後に、米国は、国内消費者団体等の意向を受けて

「科学的に正当な理由がある場合」の文言削除＇それが認められないのであれば脚注による意味

の明確化（を主張した。その意味は、科学的な証拠なしでも＇独自の危険性評価に基づき（国際基

準よりも厳しい国内規制を維持することを可能にすることにあった模様」＇１４６ページ（としているが、

提案の意図と内容および交渉経過について誤解があるように思われる。このような解説をもとにし

て、SPS 交渉が「調和」に傾きつつあったのを米国が最終段階になって厳しい措置を導入できる権

利を主張したといった説明がなされている＇是永[1999]12 ページ（。 
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これに対し、上級委員会は第５条１項の危険性評価は、措置をとる加盟国自身が行わねばな

らないことは要請されておらず、他の加盟国や国際機関が行ったリスク評価をもって自国の措

置を正当化してもよいとした＇190（。上級委員会は、パネルのような解釈を採用してしまうと、

WTO 協定発効時点で存在し、その後維持されている WTO 加盟国すべての措置について大

きな問題が発生すると指摘した＇190（。先進国といえどもこのようなリスク評価をすべての措置

について行うことは困難であり、まして加盟国の大多数を占める途上国にとってこのような要求

は不可能に近いことは明らかであった。ウルグアイ・ラウンド交渉での大きな問題のひとつは途

上国に対する「特別かつ異なる待遇」をそれぞれの協定においてどう具体化するかであったか

ら、途上国としては新たな義務を課されることにはどのようなものであれ反対の立場をとった。

先進国の交渉当事者としても、自国はもちろん途上国に対して既存の措置についてリスク評

価を求めることはまったく想定していなかった。ウルグアイ・ラウンド交渉時の議事録にも、リスク

評価に関して「小国の場合は実際上米国や EC の措置をコピーすることがしばしばであり、措

置の導入について説明することはできても科学的証拠を提出することは困難である」旨の発言

が記録されている189。このような他国の措置のコピーは、卖なる模倣というよりは、輸出国として

は主要な輸入国の基準に合わせざるを得ないという現実的な側面も大きかった。 

尐なくとも、加盟国がＳＰＳ措置を導入する場合のリスク評価についての実際的な知識があ

れば、このような不合理な判断が行われる余地はなかったと思われる190。 

＇キ（SPS 協定はいわゆる「予防原則」に基づく措置も想定していること＇前文第 7 パラ、第 3 条

3 項、第 5 条 1 項、7 項、附属書 A パラ 5 関係（ 

「予防原則」191は、ホルモン牛肉紛争事案において EC が自己の措置を正当化する根拠と

して援用したことで、「食の安全」のための理念としても広く知られるところとなった192。 

パネル報告は、①予防原則が慣習国際法の一部となっており、リスク評価に関する SPS 協

定第 5 条 1 項および 2 項の解釈にあたりこれを考慮すべきであるとのＥＣの主張について、予

                                            
189 １９９０年６月会合議事録＇MTN.GNG/NG5/WGSP/W/24, 2 July 1990（３ページ。 
190 第 5 条 1 項の規定は措置がリスク評価に基づくことを「確保する」＇shall ensure（ことを求めて

おり、リスク評価を行わなければならない＇shall assess the risks（とは規定されていないので、パ

ネルの判断は条文解釈上も問題があった。 
191 「予防原則」は、1970 年代にドイツの環境政策において生まれ、1980 年代には環境保全と経

済発展の両立のための基本原理として確立し、1992 年 6 月のリオ宣言の原則 15 の「予防的アプ

ローチ」＇precautionary approach（をはじめ、同年の気候変動条約、生物多様性条約などの国

際条約で採用されることになり、さらに「その適用領域も環境法の枞を越え、遺伝子組み換え作物

やＢＳＥ規制等の食品衛生、ＨＩＶや肝炎汚染の恐れのある血液製剤の規制など医事法の領域な

ど、人間の生命や生活にかかわる広範な領域に広がりつつある」とされている＇中山竜一[橘木ほか

２００７]106 ページ（。18 世紀初めから行なわれている家畜伝染病発生地域からの家畜の移動禁

止、り患した可能性のある家畜の隔離、と殺処分とこれを食物連鎖に入れないための焼却処分等

の措置＇第Ⅱ部第 1 章参照（を「予防原則」に照らしどう見るべきかの検討は行われていないようで

ある。 
192 「予防原則」は SPS 措置の正当化の根拠としてコドリンガ紛争事案および GMO 紛争事案でも

援用された＇補論 3 参照（。 
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防原則は第 5 条 7 項に「組み込まれ特定の意味づけを与えられている」＇incorporated and 

given a specific meaning（が、EC はこの条項を援用していない、②予防原則は危険性

評価を義務付ける第 5 条 1 項および同 2 項の明示的規定に優先しない、として EC の主張を

退けた＇8.157～8.158（。 

この判断について、EC は予防原則について第５条 7 項にのみ関連しているとしたのは誤り

であり、予防原則が国際法の一般的慣習法ないし尐なくとも法の一般原則となっていると主張

して上級委員会で争った。上級委員会は「予防原則」それ自体については「重要ではあるが

抽象的な問題について判断することは不必要であり、また不用意であろう」としつつ、①予防

原則が SPS 協定に不整合な措置を正当化する根拠として協定の中に書き込まれていない、

②予防原則は第 5 条 7 項だけでなく、前文 6 パラおよび第 3 条 3 項にも反映されている、③

パネルは加盟国がある措置について「十分な科学的証拠」があるか否かを検討する際には当

然、責任ある、代表制のある政府ならば通常、人の生命にかかわるリスクが関係している場合

には慎重さと予防＇precaution（の見地から行動するであろうことを念頭において行なうだろう

しそうすべきである、④予防原則はテキスト上の明示的な指示なしにそれ自体ではパネルが

SPS 協定の条文の解釈に当たって通常の慣習国際法の原則を適用することから解放しない、

とした＇120～125（。 

確かに、「予防原則」が第 5 条 7 項にのみ関係しているとのパネルの指摘は誤りであった。

SPS 協定案の「明確化」のプロセスにおいて、GATT 事務局が 1993 年 4 月 16 日付の文書

で SPS 協定案には次の 3 つの「予防的措置」が用意されているので、各国政府が必要な場合

には禁止措置をとる能力に何ら影響を及ぼすものではない旨が明確に述べられていたからで

ある。 

 

①リスク評価と受け入れ可能なリスク水準の決定のプロセスのなかで、健康を守るための十

分な予防＇adequate precautions（を確保するためのセーフティ・マージンを得ることが

できる。 

② 自国 の受け 入れ 可能 なリ スク 水 準を 決め る に当 たり 、 必 要な予防 ＇ necessary 

precautions（に関する社会的・文化的な懸念＇social and cultural concerns（に応える

ことができる。 

③安全性に関する最終的な決定を下すことができるほど十分な科学的証拠がないと判断さ

れ た 場 合 に 予 防 的 な 措 置 ＇ precautionary measures （ を と る こ と や 緊 急 事 態

＇emergency situations（の際にただちに措置をとることが許されている。 

 

 すでに明らかにしたように、この説明文書は一部の NGO からの積極的な SPS 協定案に「予

防原則」を組み込むべきとの働きかけを背景にして、主要交渉参加者への事前の調整を経た
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うえでなされたものであった193。 

＇再確認されていないもの（ 

GMO 紛争事案は上級委員会への上訴が行われず、パネル報告のみで紛争処理を終えた

案件である。このパネル判断には、SPS 協定の交渉経緯と明らかに矛盾する判断が含まれて

いる。パネル報告は、EC 規則・指令のセーフガード条項に基づき加盟国が GMO の禁止措

置をとっていることを暫定措置に関する第５条７項の規定に基づき正当化できるか否かの問題

についての見解で、同条項が「性格上一時的なもの＇temporary in nature（として意図され

ている＇meant（」とした＇7.2971（。パネル報告は、このような判断を行うに当たり、第５条７項第

１文が措置を「暫定的」としていること、リンゴ火傷病上級員会報告が措置の暫定的性格を強

調していることを挙げている＇脚注 1828（。ところで、このリンゴ火傷病上級委員会報告は第５

条７項の要件について、措置が「維持される」ものであること、「暫定的」であることが規定上強

調されていると述べているにすぎない＇脚注 318（。ここで、「維持される」は決め手にはならな

い。第２条２項で SPS 措置はそもそも「十分な科学的証拠なしに維持しない」とされており、ＳＰ

Ｓ措置は第５条７項に基づくものであろうとなかろうと「維持される」ものだからである。 

第５条７項に関する提案と成文化のプロセスですでに明らかにした通り、この条項は「一時

的に」＇temporarily（とられる措置としてケアンズ・グループから提案され、初期段階のドラフト

に反映されたが、その後一時的な措置にとどめるべきではないとの北欧グループからの主張

を受けて「暫定的に」＇provisionally（とられる措置と改められたものであった。言葉の通常の

意味においてこれらの表現の意味が異なると認識されたからこそ、このような文言上の変更が

行われた。こうしたことは、公開されている 1990 年における各ドラフト・テキストの該当部分を比

較するだけで容易に理解できたはずである。 

このような解釈は、第 5 条 7 項で規定された暫定措置の趣旨・性格を不当に狭く限定するも

のである。 

 

                                            
193 EC が「予防原則」を正当化の根拠としたのは、SPS 交渉の過程でホルモン牛肉についての禁

止措置を正当化できるようなフォーミュラを作りこむことができなかったこと、紛争処理手続きの結論

が出た後の実質的な解決に向けての交渉のためにはできるだけ世間の耳目を集めやすい「主導

原則」が必要だったからである。既にみたように、EC は自ら提案した「消費者の懸念」についての

具体的なルールを提示することができず、また不利な国際基準を使用しないことを可能とする「スク

リーニング」提案については支持を得られなかった。米国の NGO からの「予防原則」の提案に乗る

ことは、EC にとっても利用価値のある SPS 協定案を吹き飛ばしてしまうことになりかねなかった。第

5 条 7 項の暫定措置を EC が援用しなかったのは、EC の措置が確定的な＇definitive（措置だっ

たからという以上に、「予防原則」を持ち出すことがはるかに大きなインパクトが期待できるという、戦

術的な見地から意味が大きいと判断されたことによるものと見ることが至当である。EC は提案で

SPS 措置は理論的なものでなく現実のリスクに対応したものとするべきと提案している＇1988 年 4

月（ことも、注意すべき点である。なお、1993 年 4 月 16 日付の事務局文書は、若干の変更を加え

られて現在 WTO のウェブサイトに掲載されている。興味深いことに、この掲載文書の日付は 1998

年 5 月、ホルモン牛肉紛争事案の上級委員会報告採択の数ヵ月後となっているが、この「予防原

則」に関する説明テキストは 1993 年 4 月のものと全く同文である。 
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 EC・ホルモン牛肉紛争事案は、SPS協定に関する最初の紛争処理手続き手続き事案となる

ことが SPS 交渉時点から予想されていた。にも拘わらず、パネルがこのように問題の多い判断

を行った理由としては、パネリストに SPS 交渉に関係した者がおらず、SPS 分野と SPS 協定

について十分な知識がなかったこと、こうしたこともあって、これまでの GATT における紛争処

理案件のように基本原則に対する例外条項を被提訴国が援用しているか否か、その場合に挙

証責任を果たしているか否かといった、卖純な判断方式を適用したことに原因があったと考え

られる。その後の紛争事案についてのパネル報告にこの事案のパネル報告ほど問題のある判

断が行われた例が見られなくなったのは、SPS 交渉に関係した者をパネリストに加えるなどの

改善が行われたことによるものとみられる。 

ただし、パネル・上級委員会による判断の傾向として、SPS協定の実施に従事するWTO事

務局の担当部局の補佐を受け、科学的専門家の意見を聞いて審理が行われることから、SPS

問題の実際的な情報に接する機会が多いはずのパネルよりも、法律問題の検討に任務が限

定されている194上級委員会のほうが SPS 協定形成過程での交渉当事者の理解に近い、実際

的な判断を行っているように見受けられる195。このことは、次に述べるような重要な意味を内包

しているように思われる。 

＇リーガリズムとプラグマティズム（ 

周知のように、GATT は国際機関として発足せず、貿易紛争の解決手続きも整備されてい

なかったことから、問題の現実的解決を図りつつ紛争処理手続きを徐々に整備してきた。これ

はウルグアイ・ラウンドの成果のひとつとして「紛争解決に係る規則及び手続に関する了解」

＇DSU（に結実した。しかしながら、問題はこれをもって WTO におけるパネル・上級委員会の

判断が「司法」判断として執行＇enforce（可能なものとなったといえるのかどうか、である。 

SPS 協定に関する最初の紛争事案となった EC・ホルモン牛肉紛争事案は、EC の措置の

「科学」性という、新しい概念をめぐって争われたこともあって、多くの議論を呼ぶことになった。

しかしながら、GATT/WTO 制度の観点からのより本質的な問題は、GATT/WTO の主要な加

盟国がパネル・上級委員会報告で出された結論を実施する気がない場合に、その結論の執

行を担保できるのか否か、執行できなかった場合に制度そのものの信頼性が確保できるのか

どうかということであった。この事案では、まさにこの問いが提起された。 

Hudec[1971]は、東京ラウンド開始直前の時点で、GATTのルールの一層の強化と司法化

を目指すリーガリズムと、国際貿易関係を現実的かつ賢明に取り扱うことに重点を置くことを重

                                            
194 WTO 協定附属書Ⅱ紛争解決に係る規則及び手続きに関する了解第 17 条 6 項。 
195 EC・ホルモン牛肉紛争事案についてのパネルと上級委員会の判断のみでなく、この延長上に

ある紛争事案である義務停止継続紛争事案で問題となった、国際基準が存在する場合の「関連す

る科学的証拠が不十分な状況」について、上級委員会がパネルのように「知識や証拠の基本的な

教えを覆すだけの十分な量の新たな証拠・情報がなければならない」とすることは、パラダイム・シ

フトに相当するような科学的知見の進歩を求めることに等しくあまりに柔軟性に欠け、国際基準より

高い保護レベルを採用する場合の第 5 条 7 項の科学的証拠の不十分性に関する法的テストはより

厳しいものであってはならないとした＇699～712（ことが挙げられる。 
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視するプラグマティズムを対比検討したうえで、伝統的な「法的義務」＇legal obligation（の概

念は GATT 法の本質である「外交官による判例法的なもの」＇the sort of diplomat‟s 

jurisprudence（を適切に表現できず、GATT ルールは「法的義務」というよりもいわば「合意さ

れた行動規範」＇agreed standards of good behavior（として、機械的な基準によってではな

く実際の貿易上の効果をもとにして形作るべきである、と指摘している196。また、この著者は、

後にGATTはそのルールを文字通りに執行できない問題を「柔軟性」＇flexibility（によって解

決してきたとするとともに、紛争処理手続きを強化する場合においてもこうした「柔軟性」を完全

に手放すことはできないであろう、と指摘している197。 

SPS協定に関する紛争事案についての上級委員会の判断の傾向は、すでにホルモン牛肉

紛争事案においてこの GATT プラグマティズムへの回帰の方向を指し示しており、その後の

紛争処理事案においても維持されていると見ることができる。この新しいプラグマティズムによ

って、卖なる柔軟性のみではなく、より実際的な見地の考慮を行った結果、SPS 交渉時の交

渉参加者の理解に沿った判断を行うことになった。 

 また、WTO 制度においては、SPS 分野における貿易上の問題についての紛争処理プロセ

ス以外の早期解決のための「場」として、SPS 委員会が設けられていることも重要な点である。

SPS 委員会においては「特定の貿易関心事項」＇Specific Trade Concerns（として、関心国

が特定の貿易措置を委員会の場で取り上げ、いわば「ピア・プレッシャー」により解決を図る手

続きが用意されている。SPS 措置の対象となる産品はしばしば保存がきかず高額でないことか

ら、紛争処理手続きを援用すること自体が人的・費用面のコスト・パフォーマンスだけでなく時

間的にも実際的でないことを、国際経済法の見地のみからの論者は看過する傾向があるよう

に見受けられる198。SPS 委員会における「特定の貿易関心事項」＇Specific Trade Concerns（

に関する検討を通じて、多くの途上国が低コストで主要国の貿易措置を問題にすることを通じ

て、多くの問題が解決されていることが WTO 事務局の報告書によっても明らかにされている

199。 

 

 

                                            
196 Hudec[1971]1368～1377 ページ。 
197 Hudec[1990]294～297 ページ。 
198 内記[2008]は、1980 年代に GATT の「外交から司法へ」の転換があったとし＇4 ページ（、

SPS 委員会の機能について簡卖に紹介したうえでパネル・上級委員会による判断の遵守確保の

多様化の観点からのみ評価している＇197～212 ページ（。Dunoff[2005]や Scott[2007]は SPS

委員会の機能により積極的な位置づけを行っている＇それぞれ 32～35 ページ、48～75 ページ（。 
199 1995 年以降 2007 年までの「特定の貿易関心事項」に関する SPS 委員会での検討状況につ

いて、272 ページにわたる報告書が出されている＇Specific Trade Concerns, Note by the 

Secretariat, Revision (G/SPS/GEN/204/Rev.8, 27 March 2008)（。オーストラリアとニュージー

ランドが 1995 年に生乳から製造されたチーズの輸入禁止措置を導入したことについて、1998 年

にスイスと EU が問題として取り上げ＇製造方法の安全性の「同等性」が問題となった（、2000 年に

スイスから相互に満足すべき解決に至ったと報告された事案は著名な一例である。 
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3. 終わりに――SPS 協定の意義（終章第 3節） 

 

＇1（ 「貿易自由化」パラダイムの終焉 

＇GATT の「貿易自由化」理念（ 

 序章で見たたように、GATT とその後継である WTO 制度を「貿易自由化」のための国際規

範としてとらえ、SPS 協定もこれを体現したものとして理解されている。筆者は、こうした所説に

共通する通念を「貿易自由化」パラダイムと呼ぶこととする200。 

 周知のように、第二次世界大戦直後に貿易制度についての包括的な国際機関とルール作り

が試みられ、これが失敗して組織制度と貿易ルールのいずれにおいても不完全な GATT 制

度が発足することになった。GATT においても貿易ルールは存在したが、その基本的な命題

は関税譲許の利益の保護であった201から、GATT ラウンド交渉は「関税交渉アプローチ」のみ

により行われてきた。しかしながら、GATT においては組織制度と貿易ルールの充実強化、さ

らにはルールの適用対象範囲の拡大への動機が存在した。貿易ルールの充実強化と適用対

象範囲の拡大への取り組みはケネディ・ラウンドのころに始まり、東京ラウンドの準備交渉プロ

セスにおいて本格的に着手された。ルール化の未開拓分野は包括して「非関税措置」と呼ば

れたが、これらについての情報が集積され解明されるに従い、その内容や性格に応じて取り

組みのアプローチを変えざるを得ないことが明らかとなった。しかし、東京ラウンドではスタンダ

ード・コードなど限定された形でしかルール化は成功しなかった。ウルグアイ・ラウンドの結果、

GATT のプラクティスをもとに組織整備がなされ、モノの分野で詳細なルール化がかなりの程

度成功するとともに、モノ以外の分野においても新たにルール化を行い得たことは、戦後の世

界経済における経済関係の多様化と相互依存関係の深化からの要請が背景にあったとはい

え、GATT 発足以来の貿易ルールとしての体系化と詳細化への自己運動の帰結であると見る

ことができる。 

ウルグアイ・ラウンドの過程で明らかになったことは、「関税交渉アプローチ」ではなく、「ルー

ル交渉アプローチ」のみによってのみ交渉と合意が可能な分野が存在すること、GATT にお

いてこれまで基本原則とされてきた互恵原則や無差別原則では実効性のあるルール化が困

難な分野が存在することであった。 

その代表的な分野がSPS分野であった。SPS措置は貿易上輸入禁止ないし制限措置であ

り、関税譲許の無効化または侵害にほかならない。また、病害虫や疾病のリスクのある国とそう

                                            
200 「パラダイム」＇paradigms（の用語は Kuhn[1962]により提唱された。著者はこれを「法則、理

論、適用、計測などの総体である、受け入れられた実際の科学的プラクティスであって、そこから生

まれる特定の首尾一貫した科学的研究の伝統のモデルを与えるもの」と定義している＇10 ペー

ジ（。 
201 何が「無効化または侵害」を構成するのかの実質的なガイドラインが存在せず、「罪を探す罰」

＇“punishment in search of sins”（に等しいとの指摘が ITO 憲章の起草過程でなされたことは、

ルールの設定ではなく関税譲許とその利益の保護が中心課題であったことを如実に表している

＇Hudec[1990]39～42 ページ（。 
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でない国＇厳密には地域（を差別することは SPS 措置の本質であった。SPS 分野における基

本的命題は、正当なものか否かを何によって判断するのかであった。このためのメルクマール

は「共通の言語」を必要とし、これによって制度や措置の正当性を説明できるアカウンタビリテ

ィが重要な意味を持つことになった。SPS 分野についての「共通の言語」は「科学」であった。

SPS 措置に関する貿易ルール、すなわち国家にとっての行動規範が定められたことにより、各

国の政府はその SPS 措置について「科学性」に基づき説明責任を果たさなければ、その正当

性についてのクレディビリティを持ちえないことになった202。このことは、国家の規制・措置に関

するこれまでの裁量の余地が大きく狭められることになったことを意味した。 

 ところで、GATT のルールの充実強化とルールの適用対象範囲の拡大の担い手は、GATT

事務局と締約国政府の貿易担当官僚という、「クラブ・モデル」203と呼ばれるにふさわしい

「GATT サークル」であった。しかしながら、非関税障壁についての検討が進められ、その性格

に応じた交渉方式を適用せざるを得ないことが明らかになり、それぞれの分野に応じた交渉の

「場」が設定されるようになると、GATT 官僚のみでなく関連する国際機関事務局官僚の参加

と、各国の交渉アクターとして貿易担当官僚に加えて SPS 分野に知識と理解をもつ官僚の参

加が必要となったのである。 

 SPS 交渉は、3 つの意味で「クラブ・モデル」の変質を生み出した。ひとつは、GATT という国

際経済法を専門としつつそのプラグマティズムによる解決を目指す GATT や加盟国の貿易担

当官僚のみの閉ざされた世界204から、他の関係国際機関官僚との横のつながりを持つ、イン

ターディシプリナリーな「認識共同体」に変質せざるを得なかった。各国政府においても、貿易

担当官僚のみでなく SPS 分野を担当する担当部局の官僚という、これまでとは全く異質の官

僚が参入することになった。次に、他の関係国際機関においても、これまでのように専門家に

よるサークルで加盟国政府を拘束しない国際基準を作れば済んでいた状況から、その国際基

準が SPS 協定を媒介として措置の正当性を判断する基準としての意味を持つようになってき

たことで、貿易政策上のインプリケーションの観点からより重い責任を負わざるを得ないことに

なった205。GATT のみならず、関連国際機関でも「クラブ・モデル」が崩壊することになったの

                                            
202 Hudec[2003]185～195 ページ。この著者は、SPS 協定のもとでは差別が存在しない場合で

あっても問題になる場合がありうることを正当に指摘している。 
203 Keohane & Nye [2001] 264～291 ページ。1999 年のシアトル閣僚会議の失敗以降の「クラ

ブ・モデル」の崩壊に関する議論は GATT/WTO 制度の「司法化」を前提としているように思われ

る。 
204 農業関係の紛争処理は、従来 GATT 農業部が処理していたが、WTO 発足後は法律部が主

体となって処理することになった。この時期は GATT の発足当時からの知識と経験を持った事務

局員から、このような歴史にとらわれない職員への世代交代が行われた時期でもあった。 

205 SPS 協定成立後、関連専門機関においては国際基準制定の検討がしばしば政治化し、また

輸出国と輸入国の対立が目立つようになってきたという指摘がある＇Poli[2004]、筒井[2005]（。す

でにウルグアイ・ラウンド交渉当時、国際食品規格員会では食肉中へのホルモン、ワインへの残留

農薬基準の設定、国際獣疫事務局でも BSE 発生国からの牛肉の輸入要件などの国際基準の制
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である。最後に、SPS 分野について一般の人々が関心を持ち、国際機関の活動について透

明性を要求するようになったことから、GATT/WTO およびこれら関係国際機関の「認識共同

体」は閉鎖的なクラブであることを許されなくなった。知識と情報を独占するのでなく、一般の

人々との間に知識と情報の相互供給関係にある、開かれた「認識共同体」へと変化せざるを得

なくなったのである。 

 

SPS 協定の「科学」概念は大きな論議を呼ぶこととなった。この概念を貿易ルールの基本的

な要素とすることの有効性をめぐってなされたものや206、Dunoff[2004]のように国際貿易シス

テムが経済的考慮からでなく政治的な考慮から、関税その他の貿易障壁を削減するのみでな

くさまざまな例外によって他の政策目的の実現を可能とする「埋め込まれた自由主義」のモデ

ルとしてできあがっていたのに対し、SPS 協定が特異なルールを持ち込んだことにより、このモ

デルと深刻な緊張関係を作り出すことになったと論じるものもある207。 

また、SPS 協定について国際条約による国家主権の制限の問題として論じるものも多い208。

                                                                                                                                

定に取り組まれていたことはすでに見たとおりである。何らかの重要な問題が検討される限り、対立

や政治化が生じることは避けられない。筆者は 1970 年代に国際基準関係の部署で勤務したが、

その時点でも国際基準の検討・制定は関連業界の利害も関係する一種の交渉であった。しかし等

質的な参加者による、外部への透明性がほとんどない、しかも遵守が強制されない国際基準の制

定が任務であったから、このような国際機関は、遅かれ早かれその存在意義自体が問われることに

なったであろう。SPS 交渉で「調和」や「科学」概念が提起され「主導原則」として受け入れられた背

景には、関連する国際機関におけるルール形成の成熟があった。SPS 措置についての国際的な

枞組みが整備され、国際基準も作られるものが出てきていたから、これらとの関連においてルール

化が検討されたことはいわば必然であり、こうした枞組みや国際基準の存在が貿易ルールの形成

を可能とした。この点、1927 年や 1947 年当時とは状況が大きく変化していたのである。 

206 Walker[2003]は科学の価値中立性に疑問を提起し、Goh[2006]は科学による紛争処理の限

界を指摘する一方、Christoforou[2000]は紛争処理パネルが一層科学性を持った判断を行う必

要性を指摘し、Thomas[1999]は科学を判断の基本的なメルクマールとして確立し、その一環とし

て暫定措置に関する第 5 条 7 項は削除すべきとした＇この著者は 2000 年の EC による BSE を理

由とする貿易制限措置を問題にしており、それ以前に米国が貿易制限措置をとったことを忘れて

いる（。Roberts[1998]は、SPS 協定における科学性の要件が悪名高い保護主義的な SPS 措置

について、「説明」の代わりに「宣言」を繰り返す戦術をとる道を封じ、限られた利益集団に応えて

SPS 措置を不誠実な貿易制限の手段として用いる自由度を明らかに制約することになった、と評

価した。 
207 Dunoff[2006]24~28 ページ。この「埋め込まれた自由主義」＇embedded liberalism（の概念

は、Ruggie[1982]によっている。 
208 内記[2008]は、国家がさまざまな価値に基づいた政策目的を実現するために自律的な規律権

限を有している一方、WTO 法は、自由貿易の価値の実現のためにその国家の規律権限に対して

規律を加えているとし、条約がどの程度国家に従来の国内政策の変更を求めているのかの問題と

して SPS 協定を分析している(1～2 ページ)。また、山下［2008］は、ガットがあえて踏み込まなかっ

た国内規制措置の内容まで規制する国際規律の強化がガットから WTO への移行の本質的な点
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SPS 協定をはじめ、WTO 諸協定のなかに各国の規制領域に関する明示的かつ実効性のあ

るルールが設けられたことが、各国政府の行動・判断の領域を制約するだけでなく、そのこと

が各国の主権を制限することになること、したがって「貿易自由化」と各国の主権が両立困難

ではないかとの指摘もなされている209。 

こうした論議は、「貿易自由化」パラダイムによる貿易ルール観の限界を示すものである、と

いうことができる。 

 今日世界が直面しているグローバリゼーションは、企業活動や金融・投資分野に限らず、相

互依存関係の緊密化から各国の政府に広汎な政策調整の必要を迫るものとなっている210。こ

のような要請は、すでに東京ラウンドに向けての準備プロセスの際に気づかれていた。

Winham[1986]は、このラウンドに向けて「非関税障壁」に関して包括的な準備作業がなされ、

そのうえでこの分野を取り上げる試みがなされるに当たり、「より自由な貿易」＇freer trade（とと

もに「より公正な貿易」＇fair trade（が強調されたのは、「非関税障壁」と呼ばれる措置におい

てみられる各国政府の恣意性＇すなわち裁量の余地が大きいこと（からであった、としている211。

この著者は、さらに「経済システムにおいては、政府の規制は既得権益を作りだす傾向を持つ」

ものであるとし 212 、「国際的な政策形成の演習」＇ an exercise in internationalized 

policymaking（であった東京ラウンドにおいて、ルール交渉のいかなる争点も官僚組織によ

る抵抗にあわなかったものはなく、この点はいかなる国も例外ではなかった、と述べたうえで

「今日の貿易交渉では、保護主義的圧力の主要な源泉として、各国政府の官僚組織が経済

的な利益集団にとってかわる」213と結論付けた。 

 ウルグアイ・ラウンドは、東京ラウンドよりもはるかに意欲的な取り組みであっただけに、こうし

た問題が一層先鋭的な形で表れることになった。Hart[1995]は、各国は国内的にも現行制

度・規制の維持＇regime maintenance（と縄張り意識＇turf considerations（の要素から難

しい国内調整が必要となるとともに、ラウンド交渉の場は「新たな交渉課題について、最も適切

                                                                                                                                
であるとしている＇52 ページ（。 
209 Lebonte[2004]は SPS 協定のリスク評価は市民や輸入国よりも生産者や輸出国に有利となる

ものであること、TBT 協定と SPS 協定が健康や環境分野について政府の政策判断の余地を貿易

ルールによって制約するものであるとし、Sykes[2002]は、特に SPS 協定に基づく適切な保護水

準の整合性要件をクリアーすることの困難性を指摘したうえで、科学に不確実性が伴うなか、国家

の主権と深刻な緊張関係を生み出すことになったとしている。 
210 Winham[2005]18～23 ページ。著者は、グローバリゼーションの定義として Ostry＇1997（の

「貿易、次いで金融、さらには最近の外国投資による絶えず強化されより複雑化する国民国家間の

リンケージが、国際舞台での多国間企業の権力と偏在性を増すことになった。こうした世界経済の

統合の深化は、継続する情報・通信技術革命により助長さらには導かれて国境内における貿易政

策へのシフトと制度システム間の調和＇system harmonization（への潜在的な圧力を強化するこ

とになった」を引いている＇同 22 ページ（。 
211 Winham[1986]68 ページ。 
212 Ibid., 299 ページ。 
213 Ibid., 392 ページ。 
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な国内的および多国間での交渉ストラテジーの実験の場」であったとしている214。 

 こうした変化は、諸国間の経済的な依存関係の緊密化によって、各国間の政策や制度間の

調整を行わざるを得なくなったこと215、GATT ラウンドもこれに応えて各国の国内制度にわたる

ルール形成の場へと変化を迫られることになったことを意味していた216。今日の世界では各国

の政府による制度は複雑であり、これが意図せざると否かを問わず何らかの貿易への制限効

果をもつことは事実である217。他方、経済的相互依存性が深まる中で国家間の「規制上の相

互依存性」＇regulatory interdependence（、と国内的・国際的両面にわたる規制制度の再構

築が避けられないものとなっていることも事実である218。こうした規制制度の調整と再構築には、

その複雑性と利害を熟知した「技術レベル」の新たな国際的「認識共同体」に属する国際機関

と各国政府の官僚によるネットワークが、事実上重要な役割を果たすようになってきた219。した

がって、今日経験されつつある状況は主権の侵害というよりも、各国政府による主権の一部の

委託であると見ることができる220。 

                                            
214 Hart[1995]194 ページ。 

215 ウルグアイ・ラウンド農業交渉は、日本のジャーナリズムによってことさらに米国と EC 二大国間

の対立関係としてことさらに強調されて報道されたきらいがある。客観的に見れば、農業協定の国

内支持の仕分けと削減対象補助の AMS ベースでの削減や輸出補助の削減は、先進主要国によ

る「政策の失敗」を修正するための共同行動をルール化したものである。 

216 Hart[1995]は、ウルグアイ・ラウンドは、グローバルな貿易制度を活性化する経済的必要性と

一層グローバルな統合への不安という政治的コストのなかで、現在のレジーム＇GATT（を統合し強

化すると同時にこれを近代化し刷新するという、2 つの互いにトレード・オフ関係にある要請にこた

えようとするものであり、そこに困難なプロセスをたどった原因とかつてなかったほどの政治化の契

機があったと指摘している＇179 ページ（。 
217 Sykes[1999]は、規制制度がいわゆる保護目的ではない正当な規制目的からなされ、また差

別的でないように設計されたとしても、保護的な効果を持つことがあるとしている。Winham[1992]

が指摘するように、今日必要なのは新たな状況に適合するようにこれまでの国際的・国内的な規制

ルールを適合させる“reregulation”であるということができよう＇128 ページ（。 
218 Jackson[1996]は、こうしたことからさまざまな分野で規制の競合＇regulatory competition（、

透明性を含む手続き要件＇due process（、補完性＇subsidiarity（や主権＇sovereignty（、国家間

の規制の調和などといった問題に直面せざるを得ないことを指摘している＇21～26 ページ（。

Winham[1992]は、世界がさまざまな社会の集合体からひとつの社会としての様相を呈し始めて

いる今日、必要なのは新たな状況に適合するようにこれまでの国際的・国内的な規制ルールを適

合させる“reregulation”であるとしたうえで、こうしたことから貿易交渉も国家の権利に関するバー

ゲニングから、国際貿易の安定性と予見可能性を増進するために一層複雑なルール化を目指す

ものとなっている、と指摘している＇122～131 ページ（。 
219 Hart[1995]は、こうした問題に関する「政治レベル」と「技術レベル」の関係について、「決定す

るのは大臣であるが、提案するのは官僚であり、今日のような複雑な多国間交渉においては、その

結果は何が提案されたのかに決定的に依存する」＇Ministers dispose, but officials propose, 

and when the isssues are as complex as a modern multilateral trade negotiation, 

outcomes are critically dependent on what is proposed.（と指摘した＇199～200 ページ（。 
220 Slaughter[2001]は OECD などにおける「政府間の規制ネットワーク」＇transgovernmental 

regulatory network（がグローバルなガバナンスにおいてしだいに重要な役割を果たすようにな

ってきていることを指摘し、また今日の相互依存関係が深化した国際社会では「自治制としての主
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 GATT 発足以来の GATT 法の発展過程は、関税・非関税措置を問わずおよそ貿易障壁と

考えられるものの削減ないし撤廃という、GATT 発足以来の一貫した「貿易自由化」原理の実

現に向けての努力であったと説明することは可能である。紛争処理手続きの整備・強化もその

一環であったということもできる。しかし、その規律する領域が各国の国内制度に関するルー

ル化にわたるものになってくると、各国間の制度調整が問題となるようになってきていることは

否定できない事実である。この制度間調整の目的と方法論はそれぞれ固有の問題内容により

定まるものであり、「貿易自由化」は制度間調整のいわば副産物としてもたらされる221。また、

紛争処理手続きが整備されたとはいえ、国家を司法的な意味で裁くことの限界が依然として

存在し、プラグマティズムを適用せざるを得ない222こと、ことに SPS 分野においては「認識共同

体」の場でピア・プレッシャーによる方が多くの場合より早期に低コストで問題の実質的解決を

見ることが可能であることが、しだいに明らかになってきている。 

  

 こうした状況は、ちょうど太陽系を構成する惑星についての知見が次第に増えてゆくにつれ、

それまでのプトレマイオス的宇宙観では説明が極めて複雑で困難となり、ついに合理的に説

明可能なコペルニクス的宇宙観により置き換えられるようになったことに似ている。今日、貿易

ルールの適用範囲の一層の拡大と深化が一層必要とされているなか、これらを安易に「貿易

自由化」で説明することはもはや困難なのであり、ここ 

に「貿易自由化の大義」によるラウンド交渉のような取り組みに一般の人々からの支持と理解

が得られにくくなってきている大きな原因があるといえよう223。 

今日直面している問題は、崩壊しつつある「貿易自由化」パラダイムに代わるパラダイムがま

だ生まれていないこと、および国際ルールが一層複雑さを増し、その検討と運用に「技術レベ

ル」の「認識共同体」の重要性が増す中、これに対する有効なガバナンスの手法がまだ見出さ

れていないことである。 

 

                                                                                                                                
権」＇sovereignty-as-autonomy（は意味を失い、問題領域ごとの政府組織間の国際的ネットワー

クが重要な役割を果たすようになってきたとして、これを「分解した国家機能と国家主権の構成組

織への一部委譲」＇disaggregating the state and granting at least a measure of 

sovereignty to its component parts（と呼んでいる＇Slaughter[2004]266～271 ページ（。

Kingsbury[2008]も司法機能に関して同様の指摘を行っている。 
221 Hart[1995]は、ルール化＇rule writing（が必ずしも自由化を意味するわけでも伝統的な譲許

の交換を許すものではないことは東京ラウンドの経験から明らかになったとしている＇179 ページ（。 
222 Hudec[2001]は、「クラブ・モデル」を論じた Keohane＆Nye[2001]についてのコメントで、新

たな WTO がガバナンスに関する全く新たな制度であるとの見方に疑問を呈し、本質的に加盟国

による構成体であることを指摘している＇295～300 ページ（。 
223 Finger[1991]が、GATT の歴史を通じて関税引き下げによる貿易自由化を実施するためのル

ールは有効であったものの、貿易自由化のためのルール交渉は有効でなく、非生産的ですらあっ

たと指摘しているのは、「ルール交渉アプローチ」による交渉の困難さとともに「貿易自由化」パラダ

イムに基づく今日の多国間貿易交渉の限界を表すものであるといえよう＇22 ページ（。 



86 

 

＇2（ 我が国にとっての教訓と課題 

 我が国は、ウルグアイ・ラウンド農業交渉のみならずSPS交渉にも積極的にかかわった。にも

かかわらず、ラウンド交渉当時には SPS 協定に関する紛争処理案件に発展すると予想されて

いなかった案件が 2 つ提起されたことの意味をはじめ、SPS協定が成立したことの本質的な意

味はあまり問われていないように思われる。この検討には、まず日本における植物防疫制度の

実際についての理解が必要である。 

＇植物防疫制度の実際（ 

 ウルグアイ・ラウンド当時、農林水産省の二国間貿易案件で最も大きなウェイトを占めていた

のは、植物防疫に関する輸入解禁要請であった224。こうした案件の特徴は、「専門技術的であ

ると同時に政治的」な性格を有することである。「専門技術的」とは、ある農産物の輸入解禁な

いし検疫要件の緩和には、まず要請国からの所要のデータ提出が前提で、そのうえでこれに

基づく検討と可否の判断を植物防疫担当部局が行わなければならないからである。「政治的」

とは、当該農産物の輸入解禁要請が首脳会談レベルすなわち「政治レベル」で取り上げられ

ることがしばしばであることによる。ただし、このような「政治レベル」では二国間にとって当該問

題が優先順位の高い案件であることを伝達・確認することは可能であるが、問題そのものを解

決することはできない。 

 植物検疫は、国内に存在しない病害虫の侵入を未然に国境で阻止することを目的に行なわ

れるから、そのキャリアーとなりうる農産物の輸入を禁止するか、薫じょう等の措置をとることを

条件として輸入を認めることが行われる。この点で、一定の農薬残留や食品添加物の使用基

準が守られていることを前提に、輸入時に抜き取り検査を行なう食品安全措置とは異なる。 

ところで、植物検疫分野は、動物検疫と比べても国際機関の成立と防疫手法の国際的な標

準化が最も遅れた分野であった。このことは、植物防疫担当部局の性格と行動様式を規定す

る。国際機関を媒介とした国際的な植物防疫担当部局間の「認識共同体」が成立せず、「内

向き」になりやすい。国内的には、輸入解禁・検疫要件の緩和について困難な立場にある。そ

もそも、問題があるかもしれないとの立場の人々に対して問題がないことを立証することは困難

である。植物検疫担当部局の本来の意図とは無関係に、関係する農業生産者や団体は植物

検疫措置が当該分野の生産者の保護手段として機能することを期待するかもしれない。こうし

たなかで、輸入解禁や検疫要件の緩和を行なっても問題がないのであれば、なぜ今までその

ような措置をとってきたのか、新たな科学的知見が見出されたことによるのか等の説明責任を

果たさなければならない。以上から、植物検疫当局としては極めて慎重な立場をとらざるをえ

ないであろう。 

 農林水産省の二国間貿易担当部局の役割は、「技術レベル」と「政治レベル」との仲介機能

にある。検討と決定は植物防疫担当部局にゆだねなければならないが、優先順位が高い問題

であること、遅延することがどのような問題を惹起しうるかを伝え、解決のための環境を作る努

                                            
224 これは筆者が 1993 年 5 月から農林水産省貿易関税課＇当時（でウルグアイ・ラウンド関税交渉

と SPS 交渉に従事する傍ら農林水産省の二国間貿易問題を担当した経験に基づいている。 
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力を行うことはできる。また、輸入解禁要請とその植物防疫担当部局内での検討から、突然首

脳レベルの二国間貿易問題に発展してしまうことがないように進行管理を行なうことも重要であ

る。この意味で、植物防疫問題が WTO 紛争処理案件に発展することは、「外交の失敗」を意

味する。 

 日本が SPS 協定に関する 2 つの植物防疫案件の被提訴国となった理由は、ひとつには日

本の植物防疫に関するシステムが SPS 協定に対応できていなかったこと、さらには日米両当

時者間で合理的解決に向けての信頼関係が構築できなかったことにある。SPS協定の成立に

より、各国はその SPS 措置について、導入に当たりリスク評価を行い、そのうえで科学的証拠

に基づいて定められたものであることを要求されれば立証しなければならないことになった。し

かしながら、「WTO 上問題になる可能性がある」ことを理由に国内規制や措置を見直し、要す

れば変更を行うだけの人的・予算上の措置を講じることは困難であった。目前にあったさまざ

まな懸案事項に比べ、優先順位が高くなかったのである。日米両国の検疫担当部局間の「技

術レベル」で問題が解決できず、USTR が取り上げる事項になってしまうと、この組織が問題

の実質的な内容を理解して行動する農務省とは異なり「自由貿易の戦士」として行動するだけ

に、WTO 紛争処理手続きを援用する以外に方法はなかった。 

＇2 つの紛争処理案件における日本政府の主張の特徴（ 

 コドリンガ紛争事案とリンゴ火傷病紛争事案における日本政府の主張を特徴づけるのは、現

在の制度を維持することを優先するあまり、SPS 協定におけるもっとも基本的な要請である措

置の科学性に関する立論が矛盾することも辞さなかったことである。 

 コドリンガ紛争事案におけるパネル審理では、日本政府はその措置が十分な科学的証拠に

基づくものであり＇4.60（、総合的なリスク評価を行った＇4.145（と主張する一方、品種別テスト

は暫定措置であると考えることができるとした＇4.187（。すなわち、日本政府は論理的に両立

不能なはずの SPS 協定第２条 2 項と第 5 条 7 項のいずれでも正当化できると主張した。暫定

措置としての正当化がパネルにより「30 年以上継続しているにもかかわらず追加的な情報を

求める努力を行っていない」として否定された＇8.57（のち、上級委員会で日本政府は「予防原

則」を援用した＇10（。リンゴ火傷病紛争事案についても、同様であった。日本政府は、パネル

に対して措置が科学的証拠により支持されており、措置を科学的証拠との間に合理的・客観

的関連性があるとする＇8.72（とともに、パネルが科学的証拠不十分と判断した場合には日本

の措置は暫定措置として考えることができるとした＇8.203（。パネルにより「火傷病に関する知

見が過去 200 年間蓄積されている」ことを理由に本件が第 5 条 7 項の問題ではないとされた

＇8.219（ことから、日本が上級委員会で科学の「不確実性」を提起することになったことはよく

知られている。 

 この科学的不確実性はさまざまな論議のテーマとなったが、もっとも重要なことは日本政府が

「科学的証拠」に基づくのか否かという基本的な点について、論理的に両立しえない立場をと
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ったことである225。このような「訴訟戦術」は、制度のアカウンタビリティ、さらにはそのクレディビ

リティを危険にさらす可能性があったが、このようなリスクを冒しても現行制度をあくまで維持す

るとの意思が優先したのである226。 

＇日本の農業分野における交渉態度の特質（ 

農産物分野に関する貿易交渉に臨む我が国の基本的態度を特徴づけるのは「例外」と「多

様性」の主張であった。この方針は、史上初の多国間貿易交渉であった 1927 年の輸出入制

限禁止撤廃条約交渉会議の際に表明され、その後 GATT ラウンド交渉では「農業分野の特

殊性に基づく例外的な取り扱いの必要性」として主張されてきた。こうした交渉態度は、多国間

交渉の場でどのような交渉アプローチがとられるかにより、異なっていた。 

「関税交渉アプローチ」では、関税の引き下げ・撤廃のフォーミュラを見出すことが交渉内容

であり、その際に除外・緩和を認めない＇ゼロ・ベース（のか否か、認めるとして対象品目タリフ

ラインを全体の何パーセント以内とするかといったことが焦点となる。 

「ルール交渉アプローチ」においては、交渉の基本的性格が定性的なルールの設定を目指

す点で、定量的な「関税交渉アプローチ」と異なる。ルール化の初期段階では「関税交渉アプ

ローチ」と同様、除外ないし緩和を認める貿易ルールとなることが尐なくない227ものの、貿易ル

ールとしてより精緻で実効性のあるものを目指すようになると、ルールはその内的整合性を保

つ必要から協定加盟国と規律対象への一般的適用性を持たざるを得なくなる228から、貿易ル

ールは例外ないし緩和を認めないか、厳しい条件のもとに認容するという形がとられることにな

る229。このような貿易ルールの形成過程においては、交渉参加者により支持され受け入れられ

る「主導原則」を確立し、そのもとで詳細なフォーミュラ化を行なうことが鍵となる。 

このような例外・特殊性の主張を核とする交渉方針によれば、「関税交渉アプローチ」にお

いてはセンシティブな品目＇群（を引き下げ・撤廃の対象から除外するといった形で例外扱い

を求め、「ルール交渉アプローチ」ではセンシティブな分野について「状況の違い」を主張する

ことになる。しかし、一般的に適用可能なルール化を目指す進化したルール交渉においては、

「多様性」やこれを背景とした「特殊性」は、各国それぞれが置かれているであろう状況の説明

以上のものではないことから、意味を持たない。すなわち、「例外」ないし「多様性」を強調する

                                            
225 また、リスク評価らしい評価を行っていない点でも後のオーストラリア・リンゴ紛争事案と著しい

対照を見せている。 
226 コドリンガ紛争事案でなぜ最終的に専門家の意見を採用することになったのかも容易に理解

できる。米国提案を採用することも自らの代替案を作る選択肢も国内説得を考慮すれば、ありえな

かった。第三者が案を出し、最終審まで争った結果であるという事実が必要であった。 
227 1927 年の輸出入禁止制限撤廃条約のほか、ウルグアイ・ラウンドにおいてはじめて成立したサ

ービス貿易協定が、規律の対象分野をポジティブリスト方式で各国が約束する方式をとったことも、

この例として挙げられよう。 
228 ウルグアイ・ラウンドにおいて途上国に対するルールの適用除外がきわめて限定的であった理

由もここにあったということができる。 
229 農業協定附属書 5 の関税化の特例措置は、この代表例であるといえよう。 
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交渉方針をとる限り、ルール交渉を主導できる契機は存在しない230。 

 ウルグアイ・ラウンドの結果 SPS 協定が成立したことによって、農林水産省の SPS 関係業務

にもたらした最も顕著な変化は、その「透明化」であった。SPS 協定は、SPS 措置の検討・導

入・変更に関する手続きを詳細に定式化し、通報・協議の対象としたこと、場合によっては

SPS 委員会で取り上げられる可能性が生じたことにより、農林水産省内での担当部局と国際

担当部局との間の情報共有の程度、さらには一般国民に向けての情報の公開が飛躍的に改

善することになった231。官僚組織の運営、さらには制度についての一般国民の理解を得るうえ

で、このような変化の重要性はいくら強調しても強調しすぎることはない。また、SPS 協定が動

物検疫、植物検疫、食品安全措置といった全く異なった分野について共通の枞組みを設け、

これら異分野の専門家に SPS 委員会という、共通の「場」を提供する画期的な意味を持った。

これによって新たに成立した国際的な「認識共同体」は、卖に情報の共有や国際的な協力関

係の構築のみならず、紛争発生の未然防止のために大きな役割を果たすことが期待される。

しかしながら、自らを今日の多国間、地域レベルでの新たなルール形成の枞外に置くようなア

プローチをとり続ければ、こうした「認識共同体」で主導的な役割を果たすことはもとより、十全

な形での参加の道をも狭めることになる。 

 今日、政策や制度については、そのアカウンタビリティとこれによるクレディビリティがきわめ

て重要な意味を持つようになっている。こうしたなか、国際的な政策と制度間の調整と協調の

必要性に真剣に向き合って国際的なルール形成に参加するとともに、開かれた「認識共同体」

の一員として一般国民に対して直面している問題について正確に伝えることが求められている。

これに代えて、「特殊性」に関する一連のドグマを固守しすりこみ続けるとすれば、その代償は

非常に大きなものになるといえよう。 

 

 

 

 

 

 

                                            
230我が国においては「多様性・特殊性」が繰り返し強調されているが、これを包含するルールにつ

いて具体的な提示がないことに特徴がある。例えば、篠原[2000]は、世界には多様な国、価値観、

制度があり、農業の多様性と制度の多様性を抹殺するグローバリゼーションは危険であるとし、

WTO が「多様な価値観やそれに基づく諸制度を認めたうえで、新しい世紀にふさわしい新しいル

ール作りに取り組む必要がある」としているが、どのようなルールとすべきかには触れていない(314

ページ)。Echols[2001]は SPS 協定の適用において「食文化の役割と重要性」を認知すべきとして

いるが、なぜ多様とされる食文化を国境の卖位で、しかも固定的に考えなければならないのかにつ

いて説明していない＇13～28、152～153 ページ（。 
231 現在、農林水産省のホームページでは、関連国際機関とそこでの国際基準の内容、さらには

国内説明会の概要も公開されている。 
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